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4条-別紙 2-1 

1. はじめに 

島根原子力発電所の建設時の工事計画認可申請書（以下「既工認」という。）で

は，原子炉建物等の地震応答解析における基礎浮上り評価について，線形地震応

答解析又は浮上り非線形地震応答解析を実施している。 

今回の工事計画認可申請（以下「今回工認」という。）では，入力地震動の増大

に伴い，基準地震動Ｓｓによる検討においては，一部解析結果で浮上り非線形地

震応答解析を適用できる接地率に満たない可能性が高いことから，個別に解析の

妥当性を確認した上で採用する解析手法を選定する予定である。 

本資料は，低接地率となる見込みの解析結果について個別に解析の妥当性を確

認し，採用する地震応答解析モデル（基礎浮上り評価法）について説明するもの

である。 
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2. 検討方針及び妥当性確認 

基礎浮上り評価法に関する既往の知見を整理し，低接地率となる見込みの解析

結果について個別に解析の妥当性を確認する。これらを踏まえて採用する地震応

答解析モデルについて検討を行う。 

 
 2.1 基礎浮上り評価法に関する既往の知見 

島根原子力発電所２号炉（以下「島根２号炉」という。）の地震応答解析に当

たっては，建物形状に応じ，建物と地盤の相互作用を考慮することとしている。

「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１(以下「ＪＥＡＧ４６０１」

という。)－1987」においては，建物と地盤の相互作用の影響を適切に考慮でき

るモデルとしてＳＲモデルや離散系モデル（ＦＥＭモデルを含む）が列挙され

ている。また，「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」においては，接地率に応じ

た地震応答解析手法の適用性が示されており，接地率ηＮＬ＜65％の場合は別途

検討となっている（第 2－1図参照）。 

 

 

第 2－1 図 基礎浮上り評価フロー 

（「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」より抜粋） 

 

 

参考として，接地率ηＮＬ＜65％となる場合の別途検討の手法として，「原子力

発電所耐震設計技術規程ＪＥＡＣ４６０１－2008（以下「ＪＥＡＣ４６０１－

2008」という。）」では，誘発上下動を考慮したＳＲモデルや，特別な検討とし

てジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルが提案されている（第 2－2図参

照）。 
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第 2－2 図 基礎浮上り評価フロー 

（「ＪＥＡＣ４６０１－2008」より抜粋） 
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 2.2 低接地率となる地震応答解析結果の妥当性確認について 

(1)  基礎浮上り評価方針 

島根２号炉の建物・構築物は「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」に示され

る浮上り非線形地震応答解析により基準地震動Ｓｓに対して接地率を算定する

ことを基本とする。接地率η＜65％となる場合の別途検討は，「ＪＥＡＣ４６０

１－2008」及び「ＪＥＡＣ４６０１－2015」の評価フローを参考とした。 

上記を踏まえた島根２号炉における各建物(重要ＳＡ施設及び波及的影響に

係る施設を含む)の地震応答解析モデル(基礎浮上り評価法)の選定フローを第 2

－3図に示す。 
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(2) 採用する地震応答解析モデルの選定 

制御室建物，廃棄物処理建物等は誘発上下動を考慮できる浮上り非線形解析

において，接地率η＜50％となる見込みであることから，第 2－3 図に示す「特

別な検討に相当する検討」として，建物の基礎底面の付着力を考慮した地震応

答解析等を行い，その適用性を確認した上で，採用する地震応答解析モデルを

選定する。 

建物の基礎底面と地盤間の付着力は，島根原子力発電所における付着力試験

の結果に基づき 0.40N/mm2とした。（添付資料－1参照） 

なお，本資料では制御室建物及び廃棄物処理建物の検討結果を示すこととし，

これら以外の建物において付着力を考慮する場合に採用する基礎浮上り評価法

の適用性については，詳細設計段階にて説明する。 

また，島根２号炉において今回採用する３次元ＦＥＭモデルによる接地率は

35％を大きく上回る見込みであるが，詳細設計段階において，地震応答解析の

結果が低接地率となる場合には，適用範囲の確認も含めて採用する基礎浮上り

評価法の適用性を説明する。 

 

(3) 建物基礎底面の付着力有無による建物応答への影響検討 

建物基礎底面の付着力は，地震応答解析における解析精度の確保（接地率の

改善）を目的として設定したものであり，建物基礎底面の付着力の考慮の有無

による建物応答への影響を把握するため，第 2－3図において，付着力を考慮し

ない地震応答解析モデルを採用する建物のうち，建物・内包する施設の重要度

及び接地率を踏まえ，原子炉建物を代表として，付着力を考慮していないモデ

ルと付着力を考慮したモデルを用いた地震応答解析を行った。その結果，付着

力により接地率は改善され，両モデルとも同等の応答値を示した。このことか

ら付着力の考慮の有無による建物応答への影響は軽微であることを確認してい

る。（参考資料－2参照） 

なお，今回の検討において，一部周期帯で付着力考慮モデルの応答が付着力

考慮なしモデルの応答を僅かに上回っていることから，詳細設計段階において，

付着力を考慮しない建物のうち，建物・内包する施設の重要度，それらの許容

限界に対する裕度，及び接地率を踏まえた上で，代表とする建物を選定し，付

着力を考慮した場合の建物・設備への影響を確認する。 
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  2.2.1 廃棄物処理建物に関する検討 

   (1) 検討概要 

廃棄物処理建物は建物が比較的小規模で，基準地震動Ｓｓに対する接地率

が小さい（接地率η＜50％）ため，接地率η＜65％となる場合の別途検討手

法として先行プラントの既工認で適用実績のあるジョイント要素（付着力考

慮）を用いた３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析を行い，接地率が適用

範囲内（η≧35％(目安値)）であることを確認する。 

 

   (2) 検討結果 

廃棄物処理建物について，ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルに

よる地震応答解析を行った結果を添付資料－2に示す。 

検討の結果，ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルによる接地率（最

小値）は 98.8％(Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向)，93.9％(Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向)であり，

解析の適用性を確認した。 

 

   (3) 採用する基礎浮上り評価法 

廃棄物処理建物はジョイント要素（付着力考慮）を用いた３次元ＦＥＭモ

デルの適用範囲を確認した上で，地震応答解析に際しては，ジョイント要素

を用いた３次元ＦＥＭモデルを採用することとする。 

なお，ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルは，先行審査（高浜３，

４号炉中間建屋）の地震応答解析で適用実績がある。 

ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルを第 2－4図に示す。 

 

 

第 2－4 図 ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデル  
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  2.2.2 制御室建物に関する検討 

   (1) 検討概要 

制御室建物は建物が小規模であることから，基準地震動Ｓｓに対する接地

率が小さい（接地率η＜50％）ため，建物基礎の接地状況を踏まえた検討を

行う。 

制御室建物について「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」に示される浮上

り線形地震応答解析を実施し，基礎浮上りが発生しないために必要な付着力

の算定を行う。 

検討の結果，基礎浮上りが発生しないために必要な付着力が，島根原子力

発電所における付着力試験の結果に基づき設定した値を超えないことを確認

する。 

 

   (2) 検討結果 

制御室建物について「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」に示される浮上

り線形地震応答解析を実施し，基礎浮上りが発生しないために必要な付着力

の算定を行った結果を添付資料－3に示す。 

検討の結果，基礎浮上りが発生しないために必要な付着力（最大値）は 0.32 

N/mm2(Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向)であることから，島根原子力発電所における付着

力試験の結果に基づき設定した値（0.40N/mm2）を超えないことを確認した。 

 

   (3) 採用する基礎浮上り評価法 

制御室建物は基礎浮上りが発生しないことを確認した上で，地震応答解析

に際しては，浮上り線形地震応答解析を採用することとする。 

なお，建物基礎底面の付着力の考慮は，先行審査（高浜３，４号炉中間建

屋，川内１，２号炉ディーゼル建屋，主蒸気管室建屋）の地震応答解析で適

用実績がある。 

 

第 2－5 図 地盤の回転ばねのモーメント－回転角関係  



4条-別紙 2-9 

3. まとめ 

基礎浮上り評価法に関する既往の知見を整理し，低接地率となる見込みの解析

結果について個別に解析モデルの適用性を確認し，今回工認で採用する地震応答

解析モデルについて検討を行った。 

検討の結果，島根２号炉の今回工認で採用する建物・構築物の地震応答解析モ

デルは，第 3－1表の通りとする予定である。 

 

第 3－1 表 採用する地震応答解析モデル（基礎浮上り評価法） 

建 物 
採用する地震応答解析モデル 

（基礎浮上り評価法） 
備 考 

廃棄物処理建物 ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭ

モデル 

個別に解析の妥当性確認 

を実施 

（添付資料－2参照） 

制御室建物 ＳＲモデル（浮上り線形地震応答解析） 個別に解析の妥当性確認 

を実施 

（添付資料－3参照） 

１号炉原子炉建物 ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭ

モデル 

個別に解析の妥当性確認 

を実施 

（詳細設計段階にて説明 

する） 

１号炉廃棄物処理

建物 

ＳＲモデル（浮上り線形地震応答解析） 個別に解析の妥当性確認 

を実施 

（詳細設計段階にて説明 

する） 

注１：原子炉建物及びタービン建物は浮上り非線形解析を採用し，接地率η≧65％の見込み。

ただし，材料物性等の不確かさを考慮した地震応答解析の結果，接地率η＜65％とな

る場合，先行審査を含めた既工認で適用実績のある手法による解析を採用する。 

注２：上記以外の波及的影響に係る施設及び新設のＳＡ施設の地震応答解析に当たっては，

接地率η及び接地圧の値に応じて，浮上り線形地震応答解析，浮上り非線形地震応答

解析，誘発上下動を考慮したＳＲモデル又はジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモ

デル等の先行審査を含めた既工認で適用実績のある手法による解析を採用する。 
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添付資料－１ 

 

建物基礎底面の付着力に関する検討 

 

1. 概要 

本資料は，建物・構築物の地震応答解析モデルの基礎底面に設定した付着力

に関して，その設定の妥当性について説明する。 

 

2. 検討方針 

地震応答解析に考慮する付着力について，既往の知見及び島根原子力発電所

で実施した付着力試験の結果を踏まえて設定する。 

 

3. ＪＮＥＳ報告書による付着力に関する研究 

建物基礎と地盤間の付着力に関しては系統だった研究はあまり行われておら

ず，知見も限られる状況の中，「（独）原子力安全基盤機構の報告書(1)」（以下

「ＪＮＥＳ報告書」という。）では付着力について試験及び解析的検討が実施

され，次の知見が得られたとされている。 

・直接引張による付着力試験結果を用いたシミュレーション解析により，面

的な広がりをもつ試験体の基礎浮上り挙動をよく再現できた。 

・基礎浮上り評価においては，実際の発電所サイトの岩盤やレベルコンクリ

ートの状況から付着力を推定する，あるいは試験等で付着力を確認するこ

とによって，基礎浮上りの評価に付着力を考慮することが可能と考えられ

る。 

これらの知見の島根原子力発電所への適用性の確認と，「ＪＮＥＳ報告書」

の試験方法を参考とした試験計画の策定を目的として，「ＪＮＥＳ報告書」の

研究内容を確認した。 

以下に「ＪＮＥＳ報告書」の概要を示す。 
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3.1 研究概要 

既往の原子炉施設は，第 3－1 図に示すように岩盤に直接支持されており，

表層土を掘削した後，岩盤上に直接コンクリートを打設するのが一般的であ

る。この場合コンクリートと岩盤の境界面には付着力が生じていると予想さ

れ，地震時の基礎浮上り挙動に影響を与えると考えられる。しかし，付着力

に関しては系統だった研究は少なく，知見が十分ではないことから，建物基

礎－岩盤間の付着力把握試験及び解析を実施し，実際の原子炉施設において

付着力が基礎浮上り性状に与える影響を検討するための基礎データを取得す

ることを目的として，本検討が実施された。 

第 3－1図に示すように岩盤と基礎との間にはレベルコンクリートが打設さ

れるため，接合面としては，岩盤とレベルコンクリート間（第 3－1図の①），

及びレベルコンクリートと基礎コンクリート間（第 3－1図の②）が存在する。

本検討では，①を模擬した 10cm×10cmの接合面での付着力を検討する要素試

験体による直接引張試験及び曲げ引張試験と，①，②を模擬した150cm×150 cm

の接合面で付着力を検討する中規模試験体による静的引き上げ実験及び３次

元ＦＥＭ解析を用いた解析的検討が行われた。 

検討の結果，３次元ＦＥＭ解析に設定する付着力の材料特性値としては，

要素試験体による直接引張試験結果が適切と考えられるとしている。 

 

      

 

  

  
建物 

基礎 

コンクリート 

表層 
② 

① 

 
岩盤 

レベルコンクリート 

岩盤 

第 3－1 図 原子炉施設の建物基礎と岩盤 
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3.2 要素試験 

3.2.1 実験因子と水準 

要素試験の実験因子と水準を第 3－1 表に示す。岩盤種類は硬岩として

花崗岩，軟岩として凝灰岩，硬岩と軟岩の中間的な一軸圧縮強度レベルと

して砂岩としている。岩盤の表面は自然破断面としている。レベルコンク

リートの強度は，代表的なレベルコンクリート（推定強度 180kg/cm2）と

同程度と考えられる呼び強度 15N/mm2としている。 

 

第 3－1 表 実験因子と水準 

実験因子 水準 

岩盤の種類 ①花崗岩（圧縮強度 150N/mm2程度） 

②砂 岩（圧縮強度 100N/mm2程度） 

③凝灰岩（圧縮強度 20N/mm2程度） 

岩盤の表面粗さ 平滑面（自然破断面：凹凸 10～20mm程度） 

コンクリート強度 呼び強度 15N/mm2 

 

3.2.2 試験方法 

(1) 岩盤の物性 

岩盤の物性は，一軸圧縮強度（ＪＧＳ２５２１－2000），圧裂引張強度

（ＪＧＳ２５５１－2000），及び超音波伝播速度（ＪＧＳ２１１０－1998）

を測定している。 

 

(2) コンクリートの物性 

コンクリートの物性は，材齢 28日及び直接引張試験材齢における圧縮強

度と割裂引張強度を測定している。 

 

(3) 直接引張試験 

試験体寸法は 60cm×10cm×20cm とした。高さ 10cm の岩盤の上部にコン

クリートを厚さ 10cmで打設し，湿布養生を行ったとしている。 

試験体は１種類の岩盤に対して６体作製し，１試験体について２箇所実

施している。試験体にはあらかじめ下部の岩盤に達するまでの切れ込みを

コンクリートカッターで入れたとしている。加力箇所上面には 10cm×10cm

の鋼製治具をエポキシ樹脂で接着したとしている。加力は第 3－2 図に示す

方法で行い，岩盤とコンクリートの界面が剥離破壊するまでの荷重を測定

している。直接引張試験による付着力Ｆtは，下式より算定している。 
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ここで，Ｆt  ：付着力（N/mm2） 

Ｐ   ：最大荷重（N） 

Ａ   ：破断面積（mm2） 

 

 

第 3－2 図 直接引張試験方法 

Ｆt＝ 
Ｐ 

Ａ 
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(4) 曲げ試験 

試験体寸法は長さ 40cm×幅 10cm×高さ 10cmとしている。長さ 20cmの岩

盤を縦に設置し，その上部にレベルコンクリートを厚さ 20cmで打設して湿

布養生を行ったとしている。加力は第 3－3図に示す方法で行い，界面が剥

離破壊するまでの荷重を測定している。曲げ試験による付着力Ｆbは，下式

より算定している。 

 

 

 

ここで， Ｆｂ ：付着力（N/mm2） 

Ｐ   ：最大荷重（N） 

Ｌ   ：支点間距離（300mm） 

Ｂ   ：破断面幅（mm） 

Ｈ   ：破断面高さ（mm） 

 

 

第 3－3 図 曲げ引張試験方法 

Ｆb＝ ＰＬ 

ＢＨ2  
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3.2.3 実験結果 

(1) 岩盤の物性 

岩盤の超音波伝播速度測定結果及び圧縮強度と圧裂引張強度試験結果を

第 3－4図に示す。 

 

 

（a）超音波伝播速度        （b）強度試験 

第 3－4 図 岩盤の試験結果 

 

(2) コンクリートの物性 

レベルコンクリートの圧縮強度は，材齢 28日では平均 21.9N/mm2，直接

引張試験と曲げ試験を実施した材齢 30日では平均 24.7N/mm2であったとし

ている。また，割裂引張強度は材齢 28日では平均 2.25N/mm2，材齢 30日で

は平均 2.38N/mm2であり，圧縮強度の約 1/10であったとしている。 
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(3) 直接引張試験 

第 3－5図に直接引張試験結果を示す。界面で破壊しなかった結果は点線

で示している。付着力の平均値は，砂岩（1.73N/mm2）＞花崗岩（1.22N/mm2）

＞凝灰岩（0.35N/mm2）となった。岩盤の圧裂引張強度は，砂岩（6.7N/mm2）

＞花崗岩（5.5N/mm2）＞凝灰岩（0.9N/mm2）の順となっており，付着力は岩

盤の圧裂引張強度の順と同じ傾向となったとしている。 

 

第 3－5 図 直接引張試験による付着力 
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(4) 曲げ試験 

第 3－6図に曲げ試験結果を示す。付着力の平均値は，砂岩（1.98N/mm2）

＞花崗岩（1.86N/mm2）＞凝灰岩（1.04N/mm2）となったとしている。付着力

は岩盤の圧裂引張強度の順と同じ傾向にあり，これは直接引張試験の場合

と同様であるとしている。 

 

直接引張試験による付着力に対する曲げ試験による付着力の比は，花崗

岩では 1.5，砂岩では 1.15，凝灰岩では 3.0となったとしている。コンク

リートでは一般的に曲げ強度は引張強度の 1.2倍～３倍程度とされており，

今回の試験結果は概ね同じ程度であったとしている。 

 

 

第 3－6 図 曲げ試験による付着力 
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3.3 中規模試験 

3.3.1 実験因子と水準 

中規模試験シリーズの実験変数を第 3－2表に示す。岩盤とレベルコン

クリート間を対象としたＲＣシリーズでは，岩盤を花崗岩とし，その表面

は粗面と平滑面の２種類の自然破砕面としている。粗面及び平滑面の最大

凹凸差は，それぞれ，80mm程度と 20mm程度としている。また，レベルコ

ンクリートと基礎コンクリート間を対象としたＣＢシリーズでは，実施工

の状況を考慮し，レベルコンクリートの表面を木ごて仕上げとし，レイタ

ンスの除去等の処理を施さない状態で接合面に基礎コンクリートを打設

したとしている。試験体は各試験シリーズにつき３体としている。岩盤は

「3.2 要素試験」と同一種類の花崗岩を使用している。 

 

第 3－2 表 中規模試験体シリーズ 

試験 

シリーズ 
下層材 上層材 下層材表面 

ＲＣ－Ｎ 
花崗岩 

（圧縮強度 150N/mm2程度） 

レベルコンクリート 

（呼び強度 15N/mm2） 

粗面 

（凹凸 80mm程度） 

ＲＣ－Ｆ 
花崗岩 

（圧縮強度 150N/mm2程度） 

レベルコンクリート 

（呼び強度 15N/mm2） 

平滑面 

（凹凸 20mm程度） 

ＣＢ 
レベルコンクリート 

（呼び強度 15N/mm2） 

基礎コンクリート 

（呼び強度 30N/mm2） 
木ごて仕上げ 

 

3.3.2 試験方法 

ＲＣシリーズの形状・寸法を第 3－7図に示す。接合面の寸法は，1.5m

×1.5mであり，接合面は，岩盤下面から 400mm～480mm程度の高さに位置

している。ＣＢシリーズ試験体では，下層材と上層材の厚さを 400mmとし，

他の形状寸法はＲＣシリーズと同一としている。 

第 3－8図に加力方法を示す。下層材の３辺をＰＣ鋼棒により反力床に

固定し，基礎浮上がり時における付着力の応力勾配を模擬するため，上層

材の偏心位置に引張力を載荷したとしている。 
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第 3－7 図 試験体形状・寸法（ＲＣシリーズ） 

 

 

第 3－8 図 加力方法 
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3.3.3 実験結果 

各試験シリーズのコンクリートの強度試験結果を第 3－3表に示す。 

 

第 3－3 表 コンクリートの強度試験結果 

試験 

シリーズ 
部位 

圧縮強度 

（N/mm2） 

引張強度 

（N/mm2） 

ヤング係数 

（N/mm2） 

ＲＣ－Ｎ レベルコンクリート 19.5 1.96 2.26×104 

ＲＣ－Ｆ レベルコンクリート 20.7 1.89 2.28×104 

ＣＢ 
レベルコンクリート 20.5 2.19 2.27×104 

基礎コンクリート 33.6 2.68 2.84×104 

 

実験結果の一覧を第 3－4表に示す。最大荷重は上層材と加力治具の重

量を差し引いた値としている。また，付着力は，偏心引き上げ荷重に対し

て接合面の付着応力分布を線形と仮定して力のつり合いより評価した値

であるとしている（第 3－9図）。こうした評価方法による付着力は，花

崗岩とレベルコンクリート間で花崗岩表面の粗度によらず，0.5N/mm2程度

となり，また，レベルコンクリートと基礎コンクリート間で 0.6N/mm2程度

となったとしている。 

 

第 3－4 表 実験結果 

試験体 
最大荷重 

（kN） 

付着力 

（N/mm2） 

平均付着力 

（N/mm2） 

ＲＣ－Ｎ１ 360.9 0.45 

0.53 ＲＣ－Ｎ２ 462.9 0.58 

ＲＣ－Ｎ３ 447.1 0.56 

ＲＣ－Ｆ１ 437.0 0.54 

0.54 ＲＣ－Ｆ２ 442.8 0.55 

ＲＣ－Ｆ３ 415.5 0.52 

ＣＢ－Ｗ１ 550.8 0.69 

0.63 ＣＢ－Ｗ２ 404.3 0.50 

ＣＢ－Ｗ３ 572.3 0.71 
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第 3－9 図 中規模試験による付着力評価方法 
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3.4 中規模試験体を対象とした３次元ＦＥＭ解析 

3.4.1  解析概要 

花崗岩とレベルコンクリートの付着力は，直接引張試験では平均値が

1.2N/mm2程度であり，偏心引き上げ荷重に対して付着応力に線形分布を仮

定した場合の中規模試験結果は 0.5N/mm2程度となったとしている。両者に

よる付着力の評価結果の差を検討するため，ＲＣシリーズ試験体を対象に，

接合面の付着特性をジョイント要素でモデル化した３次元ＦＥＭ解析を

実施している。 

第 3－10図に解析モデルを示す。対称性を考慮し，試験体の半分を解析

モデルとしている。 

花崗岩とレベルコンクリートはソリッド要素，両者の界面はジョイント

要素でモデル化したとしている。花崗岩とレベルコンクリートは弾性体と

し，弾性定数は第 3－5表に示す材料試験結果を用いたとしている。また，

ジョイント要素は，第 3－11図に示すように相対変位が 0.002mmまでは付

着力を保持するものとし，この付着力は直接引張試験結果を参考に１N/mm2

としたとしている。 

 
第 3－10 図 解析モデル（「ＪＮＥＳ報告書」記載図に一部加筆） 

 

第 3－5 表 弾性定数 

材料 ヤング係数（N/mm2） ポアソン比 

レベルコンクリート 2.3×104 0.18 

花崗岩 4.45×104 0.24 

 

 

Ｄ面 
Ａ面 

対称面 
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第 3－11 図 ジョイント要素の特性 

 

3.4.2  解析結果 

解析の結果，引き上げ荷重が 448kNで接合面前面に剥離が生じ，最大荷

重に達したとしている。ＲＣシリーズ試験体の最大荷重は 361kN～463kN

（第 3－4 表）であり，最大荷重の解析結果は中規模試験結果と概ね良好

に対応したとしている。 

最大荷重時のジョイント要素の，対称面（x=0m）とＤ面（X=0.75m），

及び加力治具近傍の X=0.25mでの垂直応力分布を第 3－12図に示す。 

レベルコンクリート側面（Ｄ面）におけるジョイント要素の垂直応力分

布はほぼ線形と見なせるものの，中心軸近傍では，加力点側の端面（Ａ面）

に大きな垂直応力が生じる非線形分布を呈している。 

中規模試験と直接引張試験による付着力の評価結果の差は，接合面の付

着応力分布の評価方法に起因していると考えられ，付着力の材料特性値と

しては，直接引張試験による値がより適切と考えられるとしている。 

 

 

 

第 3－12 図 ジョイント要素の垂直応力分布（断面） 
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3.5  まとめ 

「ＪＮＥＳ報告書」の知見の島根原子力発電所への適用性の確認と，「ＪＮ

ＥＳ報告書」の試験方法を参考とした４章の試験計画の策定を目的として，

「ＪＮＥＳ報告書」の研究内容を確認した。 

確認の結果，「ＪＮＥＳ報告書」で対象としている岩盤は実機と同程度の

硬岩であり，レベルコンクリートは一般的な強度のものを用いていることか

ら，その知見は島根原子力発電所において適用することが可能と考えられる。 

また，４章の試験計画の策定にあたっては，「ＪＮＥＳ報告書」の知見を

踏まえた考察を行った。 

「ＪＮＥＳ報告書」では以下の知見が得られたとされている。 

・面的な広がりをもつ中規模試験体の試験及びそのシミュレーション解析

結果から，基礎浮上り挙動時の建物－地盤間の接合面の付着応力分布は，

基礎浮上りが生じている側の端面に大きな垂直応力が生じる非線形分布

となる。 

・付着力として設定する値として，接合面を 100mm×100mmとした直接引張

による付着力試験結果を用いることで基礎浮上り挙動をよく再現できた。 

これに対し，以下の考察を行い，４章の試験計画を策定した。 

・実際の建物・構築物は面的な広がりをもつことから，基礎浮上り挙動時

の建物－地盤間の接合面の付着応力分布は，中規模試験体と同様に，基

礎浮上りが生じている側の端面に大きな垂直応力が生じる非線形分布と

なると考えられる。 

・基礎浮上り挙動の接合面の応力状態は，各要素レベルでは上向きの引張

応力に対し付着力が抵抗する状態となることから，解析においては，接

合面の各要素レベルに設定する付着力の値は単純引張の応力状態での試

験結果に基づく必要があると考えられる。 

・単純引張の応力状態を試験体で再現するにあたっては，試験体のスケー

ルが大きいとせん断や曲げが生じやすく，また，スケールが小さいと粗

骨材等の影響を受け試験結果が安定しないことから，試験体形状を適切

に設定しなければならないと考えられる。「ＪＮＥＳ報告書」の直接引

張試験の結果は，中規模試験体の基礎浮上り挙動をよく再現できている

ことから，直接引張試験体の接合面（100mm×100mm程度）は単純引張の

応力状態を測定するにあたり，適切なスケールであると考えられる。 
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4.  付着力試験 

「ＪＮＥＳ報告書」の結果を踏まえて，実際の建物・構築物の建物－地盤間

に設定する付着力として，直接引張試験結果を用いることとする。よって，島

根原子力発電所の地震応答解析モデルに設定する付着力の値を求めるため，発

電所サイトの岩を用いた付着力試験を実施した。付着力試験方法の策定にあた

っては，強度試験の項目・試験内容及び接合面の形状（スケール）について，

「ＪＮＥＳ報告書」を参考とした。付着力試験方法の策定概要を第 4－1図に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4－1 図 付着力試験方法の策定概要 

 

4.1  試験概要 

建物の建設にあたっては，施工精度確保の観点から岩盤上にコンクリート

（レベルコンクリート）を打設し基礎底面を平坦にした後，基礎コンクリー

トの打設を行っている。 

そこで，建物基礎底面と地盤（岩盤）間に生じる付着力を把握するため，

岩盤－レベルコンクリート間，及びレベルコンクリート－基礎コンクリート

間を模擬した試験体を用いて付着力試験を行った。なお，岩盤－レベルコン

クリート間の付着力試験は，敷地の岩盤状況の影響を考慮するため敷地内の

岩盤上で実施する。 

地震応答解析に用いる付着力はこれらの試験結果に基づき設定する。 

 

4.2  岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験 

4.2.1  使用材料の概要 

(1)  岩盤の種類 

島根原子力発電所の耐震上重要な建物が設置されている岩盤（以下「建

物直下地盤」という。）と同種の岩を用いることとし，付着力試験に用い

た岩盤の種類を第 4－1表に示す。いずれも岩盤の表面は自然面とした。 

試験材料の選定 ･･･ 実際の発電所サイトの岩を使用 

＜付着力試験のフロー＞ 

材料強度試験 

試験体の製作 

試験実施 ･･･ 直接引張試験を実施 

･･･ 接合面の形状をφ100mmと設定 

･･･ ＪＥＮＳ報告書と同種の試験を

実施 
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敷地の地質水平断面図を第 4－2 図に，地質鉛直断面図を第 4－3 図に示

す。 

建物直下地盤は主に黒色頁岩，凝灰岩及びこれらの互層から構成されて

いる。 

 

第 4－1 表 岩盤の種類 

No. 岩盤種類 岩盤表面の状態 試験(付着力試験種別) 

① 黒色頁岩 自然面：比較的平滑 現地試験注 1 

② 凝灰岩 自然面：凹凸数 mm程度 現地試験注 1 

   注 1：敷地内の岩盤に直接コンクリートを打設 

 

 

第 4－2 図 地質水平断面図（２号炉） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物処理建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ. 0.0m） 

制御室建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ.+0.1m） 

原子炉建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ.- 4.7m） 

注 2：一部凝灰岩を含む黒色頁岩主体層を 

頁岩と称している。 

注 2 

1号炉廃棄物処理建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ.+5.0m） 

1号炉原子炉建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ.+0.1m） 
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第 4－3(1)図 地質鉛直断面図（南北方向）（２号炉） 

 

第 4－3(2)図 地質鉛直断面図（東西方向）（２号炉） 

廃棄物処理建物 

制御室建物注２ 

制御室建物注１ 

廃棄物処理建物注１ 

注 2：制御室建物位置を投影 

注 1：制御室建物，廃棄物処理建物位置を投影 

 

注 3：一部凝灰岩を含む黒色頁岩 

主体層を頁岩と称している。 

注 3 

注３ 

注 3：一部凝灰岩を含む黒色頁岩 

主体層を頁岩と称している。 

１号炉廃棄物処理建物 

1号炉原子炉建物 
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(2)  レベルコンクリートの強度 

レベルコンクリートの強度は，18N/mm2とした。 

 

4.2.2  岩盤及びレベルコンクリートの強度試験 

(1)  岩盤の強度試験 

岩盤の強度試験として，地盤工学会の「地盤工学関係規格・基準(2)」に基

づき，圧縮強度，圧裂引張強度の測定を行った。 

 

(2)  コンクリートの強度試験 

コンクリートの強度試験として，付着力試験材齢における圧縮強度（Ｊ

ＩＳ Ａ１１０８）と割裂引張強度（ＪＩＳ Ａ１１１３）の測定を行っ

た。 

 

4.2.3  付着力試験 

試験は，建物直下地盤と同等な岩盤を対象に，敷地内の岩盤(黒色頁岩及び凝

灰岩)上にφ100mm，高さ約 100mm のコンクリートを直接打設した。試験位置を

第 4－4 図に，試験位置付近の地質断面図(水平，鉛直)を第 4－5 図に，試験体

の概要を第 4－6図に，岩盤の状況を第 4－7図に示す。第 4－5図は，敷地地盤

の傾斜から試験位置の地質を推定したものであり，第 4－7図のスケッチ図と比

較的整合していることが分かる。 

試験体は試験材齢前に型枠を脱型し，上部の引張治具をロードセルに接続し，

岩盤とコンクリート境界面が剥離破壊する際の最大荷重を測定した。 

付着力試験装置の概要を第 4－8図に示す。既工認実績における付着力試験法

方法との比較を補足資料－1に示す。 

付着力Ｆtは下式により算出した。 

 

 

ここで， Ｆt ：付着力（N/mm2） 

 Ｐ ：最大荷重（N） 

Ａ ：断面積（mm2） 

 

標本数は，ＪＮＥＳ報告書と同様に１岩種あたり 12 個とし，全部で 24 個の

試験体を用いて付着力試験を実施した。なお，標本数の妥当性について，他の

原位置試験における標本数を確認すると，土木学会指針(3)に規定されている原位

置における岩盤試験の標本数は，３ないし４個以上注 1 とされており，地盤工学

会の「岩盤の原位置一軸引張り試験方法」注 2 においても３個以上とされている

ことから，これらと比べても十分な標本数といえる。 

 

 

Ｆt＝ Ｐ 

Ａ 

注 1：土木学会指針に規定された試験の標本数（原位置岩盤の平板載荷試験：３個以上， 

原位置岩盤のせん断試験：４個以上，岩盤の孔内載荷試験：３点以上） 

注 2：令和元年６月末で公示終了 
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第 4－4 図 試験位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付着力試験実施位置 

原子炉建物 

廃棄物処理建物 

制御室建物 

１号炉原子炉建物 

１号炉廃棄物処理建物 
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第 4－5(1)図 試験位置付近の水平地質断面図(T.P.-10.2m)  

 

 

 

 

 

 

 

第 4－5(2)図 試験位置付近の鉛直地質断面図(A2－A2’断面) 

 

 

試験位置の想定地質(T.P.-10.2m) 

試験位置の想定地質(T.P.-10.2m) 

Ｎ 
A2 
 

T.P.（m） 

A2’ 

A2 

-10.2 

50.0 

100.0 

0.0 0.0 

-50.0 

試験位置(T.P.+6.5m) 

Ｓ 
A2’ 

 

T.P.（m） 

100.0 

50.0 

-50.0 

6.5 

試験位置を投影(T.P.+6.5m) 

-10.2 

6.5 

Ｎ 
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第 4－6 図 試験体の概要（直接引張試験） 

 
            

                                                   

第 4－7 図 岩盤の状況（直接引張試験） 

  

第 4－8 図 付着力試験装置の概要（直接引張試験） 

 

φ100mm 

引張治具 

コンクリート 

岩盤 

接合面 

約 100mm 

約 10m 

約
1
5
m
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4.2.4  試験結果 

(1)  岩盤の強度 

試験に用いた岩盤の圧縮強度及び圧裂引張強度の試験結果を第 4－2表に

示す。 

 

第 4－2 表 岩盤の物性試験結果注 1 

岩盤種類 
圧縮強度 

(N/mm2) 

圧裂引張強度 

(N/mm2) 

黒色頁岩 47.6 7.14 

凝灰岩 49.1 9.36 

注 1：試験体６本の平均値 

 

(2)  コンクリートの強度 

試験に用いたコンクリートの圧縮強度及び割裂引張強度を第4－3表に示

す。 

 

第 4－3 表 コンクリートの物性試験結果注 2 

材齢 

(日) 

圧縮強度 

(N/mm2) 

割裂引張強度 

(N/mm2) 

７ 26.5 2.52 

注 2：試験体６本の平均値 

 

(3)  付着力 

付着力試験の結果を第 4－4表，第 4-9図に示す。 

建物直下地盤は主に黒色頁岩と凝灰岩で構成されていることを踏まえ，

岩盤全体として評価した付着力の平均値は 0.98N/mm2（標準偏差：0.30N/mm2）

となった。 

なお，個々の岩盤における付着力の平均値は，黒色頁岩 0.81N/mm2（標準

偏差：0.26N/mm2），凝灰岩 1.15N/mm2（標準偏差：0.24N/mm2）であった。 

 

第 4－4 表 付着力試験の結果（岩盤－レベルコンクリート） 

試験体の種類 
平均値 

(N/mm2) 

岩盤－レベルコンクリート  

0.98 
 

黒色頁岩－レベルコンクリート 0.81 

凝灰岩－レベルコンクリート 1.15 
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岩盤－レベルコンクリート間における付着力試験実施後の破断面の状況

を，参考資料－3に示す。 

なお，凝灰岩－レベルコンクリート間の付着力は，ＪＮＥＳ報告書に比

べて大きな値となっている（島根：1.15N/mm2，ＪＮＥＳ報告書：0.35N/mm2）

が，ＪＮＥＳ報告書では，「直接引張試験による付着力は岩盤の圧裂引張

強度の順と同じ傾向となった。」と報告されていることを踏まえ，付着力

と圧裂引張強度に関係性があると判断し，両者の圧裂引張強度を比較する

と，島根がＪＮＥＳ報告書に比べて約 11倍大きな値（島根：9.36N/mm2，Ｊ

ＮＥＳ報告書：0.868N/mm2）となっていることから，この差は凝灰岩自体の

物性（圧裂引張強度）の違いによるものである。 

 

 

 

 

 
第 4－9 図 付着力試験の結果（岩盤－レベルコンクリート） 
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黒色頁岩 

 付着力範囲(N/mm2) 

 

度
 
数

 

【全体】 
 n=24 
 平 均 値：0.98 
 標準偏差：0.30 
 最 大 値：1.49 
 最 小 値：0.50 
【黒色頁岩】 
 n=12 
 平 均 値：0.81 
 標準偏差：0.26 
 最 大 値：1.31 
 最 小 値：0.50 
【凝灰岩】 
 n=12 
 平 均 値：1.15 
 標準偏差：0.24 
 最 大 値：1.49 
 最 小 値：0.74 

全体平均：0.98 

黒色頁岩平均：0.81 凝灰岩平均：1.15 
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4.3  レベルコンクリート－基礎コンクリート間の付着力試験 

4.3.1  レベルコンクリート及び基礎コンクリートの強度 

レベルコンクリートの強度は 18N/mm2とし，基礎コンクリートの強度は

21N/mm2とした。 

 

4.3.2  コンクリートの強度試験 

コンクリートの強度試験として，付着力試験材齢における圧縮強度（Ｊ

ＩＳ Ａ１１０８）と割裂引張強度（ＪＩＳ Ａ１１１３）の測定を行っ

た。 

 

4.3.3  付着力試験 

試験体は，高さ約 100mmに打設したレベルコンクリートを７日間養生し

た後に，高さ約 100mmの基礎コンクリートを打設し，φ100mm×高さ 200mm

の試験体を作製し，さらに７日間養生した後に試験を実施した。レベルコ

ンクリートの接合面の状態は木ごて押えとした。 

付着力は，岩盤－レベルコンクリート間の付着試験と同様に，コンクリ

ート相互の境界面が剥離破壊する際の最大荷重を測定し算出した。試験体

及び付着力試験方法の概要を第 4－10図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4－10 図 試験体及び付着力試験方法の概要（室内試験）  

引張治具 

引張治具 

試験体(基礎コンクリート) 

試験体(レベルコンクリート) 

φ100mm 

接合面 

約 100mm 

約 100mm 
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4.3.4  試験結果 

(1)  コンクリートの強度 

コンクリートの圧縮強度及び割裂引張強度の試験結果を第4－5表に示す。 

 

第 4－5 表 コンクリートの物性試験注 1 

種類 
材齢 

(日) 

圧縮強度 

(N/mm2) 

割裂引張強度 

(N/mm2) 

レベルコンクリート(Ｆｃ18) 14 33.3 3.04 

基礎コンクリート(Ｆｃ21) ７ 27.2 2.79 

注１ 試験体３本の平均値 

 

(2)  付着力 

付着力試験の結果を第 4－11図に示す。 

付着力の平均値は，1.61N/mm2（標準偏差：0.12N/mm2）であった。 

 

 

 

 第 4－11 図 付着力試験の結果  

（レベルコンクリート－基礎コンクリート） 
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付着力範囲（N/mm2） 

 n=12 

 平 均 値：1.61N/mm2 

 標準偏差：0.12N/mm2 

 最 小 値：1.42N/mm2 

 最 大 値：1.82N/mm2 

平均：1.61 
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5.  地震応答解析に用いる付着力の設定 

「岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験」及び「レベルコンクリート－

基礎コンクリート間の付着力試験」の結果並びに設定付着力を第 5－1表に示す。

「岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験」の付着力の方が小さいことから，

「岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験」の付着力試験結果より，地震応

答解析に用いる付着力を設定する。 

第 5－1表に示す通り，地震応答解析に用いる付着力は，２種の岩種のうち平

均値の小さい黒色頁岩の平均値 0.81N/mm2 に対して２倍の安全率を考慮し

0.40N/mm2を採用することとした。 

 

第 5－1 表 付着力試験の結果及び設定付着力 

試験 試験体の種類 
平均値 

(N/mm2) 

設定付着力 

(N/mm2) 

原位置 

試験注 1 

岩盤－レベルコンクリート  

0.98 

0.40 注 2  
黒色頁岩－レベルコンクリート 0.81 

凝灰岩－レベルコンクリート 1.15 

室内 

試験 
レベルコンクリート－基礎コンクリート  1.61 

注 1：直接引張試験 

注 2：各試験のうち，平均値の小さい黒色頁岩の平均値に対して２倍の安全率を考慮 

 

ここで，付着力として設定した 0.40N/mm2という値について，定量的な評価を

行い，その保守性を確認する。 

第 5－1 表に示す通り，「岩盤－レベルコンクリート」の付着力の平均値は

0.98N/mm2 となっている。また，岩種別の平均値では，黒色頁岩は 0.81N/mm2，

凝灰岩は 1.15N/mm2となっており，黒色頁岩は凝灰岩より付着力の平均値が小さ

くなっている。 

岩盤物性を用いる解析では一般に試験結果の平均値を用いるが，今回実施し

た付着力試験は試験方法が標準化されていない注 1ことから，物性値のばらつき，

原位置試験の不確実性を踏まえて，平均値をそのまま用いるのではなく，保守

性を考慮し，平均値に対して２倍の安全率を考慮した。 

また，建物直下地盤は主に黒色頁岩，凝灰岩及びこれらの互層から構成され

ているが，実際の建物直下地盤における黒色頁岩と凝灰岩の構成割合を定量的

に確認できないこと，建物毎でその構成割合が異なることを踏まえ，付着力の

設定には，岩盤全体の平均値ではなく，保守的に値の小さい黒色頁岩のみ建物

直下地盤を構成するものと見なして黒色頁岩の平均値 0.81N/mm2 に２倍の安全

率を考慮した 0.40N/mm2を採用した。なお，設定した付着力は，試験結果の最低

値 0.50N/mm2を下回る値となっている。 
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設定付着力に関する統計的な考察を参考資料－4 に示す。設定付着力

0.40N/mm2は，岩盤全体の平均値 0.98N/mm2 に対して－1.93σ，黒色頁岩の平均

値 0.81N/mm2に対して－1.58σに相当する。 

なお，設定した付着力は，既工認実績と比較しても試験結果に対して十分な

保守性を考慮した値である（補足資料－2参照）。 

 

以上より，地震応答解析に用いる付着力 0.40N/mm2は十分に保守的な値である。 

 

注 1：地盤工学会において，「岩盤の原位置一軸引張り試験方法」（令和元年６月末公示終了）

が定められ，その適用範囲に「岩盤とコンクリートの付着強さを求める場合にも適用で

きる。」されている。今回実施した付着力試験は，本基準に示されているものと同等の

試験方法となっていることを確認した。 
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6.  適用性の確認 

付着力について，島根原子力発電所の建物・構築物への適用性を以下の通り

検討した。 

 

6.1  材料条件 

6.1.1  岩盤 

建物直下地盤及び試験地盤における岩盤物性を第 6－1表に示す。 

   物性値を比較すると建物直下地盤と試験地盤はほぼ同等と見なせるこ

とから，地盤の差異による試験結果への影響はない。 

両者の比較の詳細を参考資料－5に示す。 

   

第 6－1 表 建物直下地盤及び試験地盤における岩盤物性 

 建物直下地盤注 2 試験地盤 

岩種 

主に黒色頁岩，凝灰岩及び

これらの互層から構成さ

れる 

黒色頁岩，凝灰岩 

岩の状態 
岩盤分類：大部分がＣH級

及びＣM級注 1 

亀裂，風化等がないこと

を目視で確認 

弾性波速度 

建物直下地盤：ＰＳ検層 

試験地盤：超音波速度測定 

黒色頁岩 

 縦波：約 4.4km/s 

 横波：約 2.1km/s 

凝灰岩 

 縦波：約 4.2km/s 

 横波：約 2.0km/s 

黒色頁岩 

 縦波：約 3.8km/s 

 横波：約 2.3km/s 

凝灰岩 

 縦波：約 2.9km/s 

 横波：約 1.5km/s 

圧裂引張強度 
黒色頁岩：8.82N/mm2 

凝灰岩 ：9.03N/mm2 

黒色頁岩：7.14N/mm2 

凝灰岩 ：9.36N/mm2 

注 1：電研式岩盤分類（田中治雄 土木技術者のための地質学入門，1966）による。 

ＣH級：造岩鉱物及び粒子は石英を除けば風化作用を受けてはいるが，岩質は比較的堅硬であ

る。一般に褐鉄鉱などに汚染せられ，節理あるいは亀裂間の粘着力はわずかに減少し

ており，ハンマーの強打によって割れ目に沿って岩塊が剥脱し，剥脱面には粘土質物

質の薄層が残留することがある。ハンマーによって打診すれば，少し濁った音を出す。 

ＣM級：造岩鉱物及び粒子は石英を除けば風化作用を受けて多少軟質化しており，岩質も多少

軟らかくなっている。節理あるいは亀裂間の粘着力は多少減少しており，ハンマーの

普通程度の打撃によって割れ目に沿って岩塊が剥脱し，剥脱面には粘土質物質の層が

残留することがある。ハンマーによって打診すれば，多少濁った音を出す。 

注 2：島根２号炉原子炉建物位置のボーリング孔から採取した試料による試験。 

（島根原子力発電所原子炉設置許可変更申請書（平成 25年 12月 25日）） 
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6.1.2  レベルコンクリート 

レベルコンクリートの強度は，「ＪＮＥＳ報告書」を参考に，代表的な

レベルコンクリート（推定強度 180kg/cm2）と同程度の呼び強度 18N/mm2

としたことから，レベルコンクリート強度による試験結果への影響はない。 

 

6.1.3  基礎コンクリート 

基礎コンクリートの強度は，試験においては 21N/mm2，実機においては

23.5N/mm2（ただし制御室建物は 22.1N/mm2）であり，試験と実機は同程度

であることから，基礎コンクリート強度による試験結果への影響はない。 

 

6.2  試験体 

6.2.1  岩盤－レベルコンクリート間 

試験体形状については，接合面寸法はφ100mmとし，表面形状は黒色頁

岩，凝灰岩共に凹凸 10mm程度とした。 

これは，「3.ＪＮＥＳ報告書による付着力試験に関する研究」の「3.2 

要素試験」の直接引張試験とほぼ同一の接合面寸法としている。 

一方，表面形状はＪＮＥＳ報告書に比べて平滑であるが，「3.3中規模

試験」によると，表面粗度によらず同程度の付着力が得られている。以上

より，試験体による影響はない。 

 

6.2.2  レベルコンクリート－基礎コンクリート間 

接合面寸法は，φ100mmとした。表面形状はレベルコンクリートの標準

的な仕上げである木ごて仕上げとした。 

これは，「3. ＪＮＥＳ報告書による付着力試験に関する研究」の「3.2 

要素試験」の直接引張試験とほぼ同一の接合面寸法及び表面形状であるこ

とから試験体による影響はない。 

 

6.2.3  試験方法の違いについて 

「ＪＮＥＳ報告書」による直接引張試験及び本章の付着力試験（直接引

張試験及び室内試験）の試験方法の違いを第 6－1図に示す。各試験方法

は反力の取り方は異なるが，接合面はほぼ同一形状であり，接合面の応力

状態も同一である。また，付着力に対して，コンクリート及び岩盤の引張

強度及び圧縮強度は十分に大きいことから，基本的には接合面以外での破

壊は生じない。以上より，それぞれの試験から求まる付着力について，試

験方法の違いによる影響はない。 
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(A)「ＪＮＥＳ報告書」による   (B)直接引張試験    (C)室内試験 

直接引張試験 

第 6－1 図 試験方法の違い 

 

 

6.3  設計用付着力としての信頼性，保守性及び地盤のばらつきを踏まえた網羅

性・代表性について 

 5．及び 6.1のとおり，建物基礎底面の付着力として設定した値に十分な

保守性・妥当性があると判断しているが，試験地盤と建物直下地盤が離れ

ており，建物直下地盤近傍での直接的な付着力試験データが得られていな

いため，設計に用いる付着力について，信頼性，保守性及び地盤のばらつ

きを踏まえた網羅性・代表性に対する説明性を向上させる観点から，１，

２号炉建物近傍において追加試験を実施する。追加付着力試験の方針を6.4

に示す。 

また，詳細設計段階において，追加試験結果も踏まえ，建物基礎底面の

付着力として設定した値の保守性・妥当性を説明する。 

 

6.4 追加付着力試験の方針 

6.4.1 追加試験の目的 

設計に用いる付着力について，説明性を向上させる観点から，１，２号

炉建物近傍において追加試験を実施する。 

  

 

岩盤 

 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

ﾚﾍﾞﾙ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 
 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

 

岩盤 

ﾚﾍﾞﾙ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

基礎  

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

 
ﾚﾍﾞﾙ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 
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6.4.2  試験場所の選定 

１，２号炉エリアを対象に，耐震上重要な建物が設置されている岩盤と

同様な岩盤とする。また，追加試験の目的，３号炉エリアで実施した試験

(以下，「前回試験」という)条件を踏まえて，以下の岩相，岩級が確認さ

れる場所を選定する。追加試験の候補地を第 6－2図に示す。 

        ・岩相：黒色頁岩 

        ・岩級：ＣＨ級 

なお，１，２号炉エリアでは，所定の岩盤が出現するまでに相当程度の

掘削が必要であることから，工事で掘削済みの箇所を中心に候補地を選定

した。 

 

 
 

第 6－2 図 追加試験の候補地 

 

6.4.3 試験方法 

       前回試験と同様の試験方法(原位置試験(直接引張試験))を基本とする。 

        （4.2を参照） 
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評価技術に関する試験及び調査 原子力施設の非線形地盤・構造物相互作

用試験及び基準整備 基礎浮上り評価手法の調査に関する報告書，2007 

(2) 地盤工学会：地盤工学関係 規格・基準 

ＪＧＳ ２５２１－2009 岩石の一軸圧縮試験方法 

ＪＧＳ ２５５１－2009 圧裂による岩石の引張り強さ試験方法 

 (3) 土木学会：原位置岩盤試験法の指針，2000 

 

 

 

前回試験位置 

３号炉エリア 

１，２号炉エリア 

原子炉建物南側地盤 

 Ｎ 

追加試験候補地 
 



4条-別紙 2-添 2-1 

添付資料－２ 

 

廃棄物処理建物の地震応答解析 

 

1. 概要 

本資料は，廃棄物処理建物の地震応答解析に採用するジョイント要素を用い

た３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析について，解析結果が解析モデルの

適用範囲内に収まることを確認した結果について説明する。 

 

2. 廃棄物処理建物の概要 

2.1 位置 

  廃棄物処理建物の設置位置を第 2.1－1図に示す。 

 

 

第 2.1－1図 廃棄物処理建物の設置位置 

  

凡例 

廃棄物処理建物 
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2.2 構造概要 

廃棄物処理建物は，地上５階，地下２階建の鉄筋コンクリート造の建物で

ある。 

廃棄物処理建物の平面寸法は，54.9m（一部 37.86m）注１（ＮＳ）×56.97m

（一部 40.5m）注１（ＥＷ）である。基礎スラブ底面からの高さは 42.0mであ

る。また，廃棄物処理建物は隣接する他の建物と構造的に分離している。 

廃棄物処理建物の概要を第 2.2－1図及び第 2.2－2図に示す。 

廃棄物処理建物の基礎は厚さ 3.0mのべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

建物に加わる地震時の水平力はすべて耐震壁に負担させている。 

 

注１：建物寸法は壁外面寸法とする。 

 

PN

 

 

第 2.2－1 図 廃棄物処理建物の概要（平面図）（ＥＬ 8.8m 注２）（単位：m） 

注２：｢ＥＬ｣は東京湾平均海面（Ｔ.Ｐ.）を基準としたレベルを示す。 
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BB

PN

 

 

（ＥＷ断面） 

A

A

PN

 

 

（ＮＳ断面） 

第 2.2－2 図 廃棄物処理建物の概要（断面図）（単位：m） 
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3. 検討用地震動 

検討に用いる地震動は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓ

ｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２とする。 

 

4. 地震応答解析 

 4.1 入力地震動の算定 

水平方向の入力地震動は，建物直下地盤を水平成層にモデル化した実地盤

モデルを用いた一次元波動論によって算定する。 

まず，解放基盤表面（Ｔ.Ｐ.－10m）で定義される基準地震動Ｓｓ（２Ｅ０）

を用いて，Ｔ.Ｐ.－10m以浅の地盤を取り去った解放地盤モデルで一次元波動

論による応答解析を行い，実地盤モデル下端位置（Ｔ.Ｐ.－215m）への入力

地震動（２Ｅ１）を算定する。次に，この地震動を用いて，Ｔ.Ｐ.－10m以浅

の地盤を考慮した実地盤モデルで一次元波動論による応答解析を行い，建物

基礎下端位置（Ｔ.Ｐ. 0.0m）における応答波（Ｅ＋Ｆ）を求め，これを建物

モデルへの入力地震動とする。この時，底面切欠き力も併せて考慮する。 

表層は，拘束圧依存性と「せん断剛性－せん断ひずみ関係（Ｇ／Ｇ０－γ曲

線）」及び「減衰定数－せん断ひずみ関係（ｈ－γ曲線）」を基に，地震時

のひずみレベルを考慮した等価な剛性と減衰を設定している。 

水平方向の入力地震動作成の概要を第 4.1－1図に，地盤各層の物理定数を

第 4.1－1表に示す。 

なお，地盤を３次元ＦＥＭでモデル化することから，基礎底面レベルにお

ける地盤の応答が基礎底面切欠き力を考慮した入力地震動と一致するように

補正した地震動を，３次元ＦＥＭ地盤モデルの底面に入力する。 

建物への入力地震動（Ｅ＋Ｆ）の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクト

ルを第 4.1－2図～第 4.1－6図に示す。 

入力地震動の算定には解析コード「ＳＨＡＫＥ」を用いる。 
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［実地盤モデル］

一次元波動論に
よる応答計算

一次元波動論に
よる応答計算

基準地震動
Ｓｓ(2E0)

［解放地盤モデル］

入力地震動
(E+F)

反射波(F2)入射波(E1)入射波(E1)反射波(F1)

岩盤③

岩盤④

岩盤⑤

表層①-1

岩盤③

岩盤④

岩盤⑤

岩盤⑥ 岩盤⑥

地表面
T.P. 15.0m

T.P.-160.0m

解放基盤表面
T.P.-10.0m

T.P.-60.0m

T.P.-110.0m

T.P.-215.0m

T.P.-165.0m

T.P.-115.0m

T.P.-70.0m

T.P.-215.0m

建物基礎下端
T.P.  0.0m

 

第 4.1－1図 入力地震動作成の概要（水平方向） 
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第 4.1－1表 地盤の物理定数 

 

  

層 

Ｓ波 

速度 

Ｖｓ 

Ｐ波 

速度 

Ｖｐ 

単位体積 

重量 

γ 

ポアソン 

比 

ν 

ヤング 

係数 

Ｅ 

せん断 

弾性係数 

Ｇ 

減衰 

定数 

ｈ 

番号 m/s m/s 
kN/m3 

(tf/m3) 
 

×10５kN/m2 

(×10４tf/m2) 

×10５kN/m2 

(×10４tf/m2) 
％ 

表層 

①－1 
Ｓｓ 127 422 

20.7 

(2.11) 
0.45 

0.99 

(1.01) 

0.341 

(0.348) 
8 

岩盤③ 1600 3600 
24.5 

(2.50) 
0.377 

176.5 

(180.0) 

64.0 

(65.3) 
3 

岩盤④ 1950 4000 
24.5 

(2.50) 
0.344 

256.0 

(261.0) 

95.1 

(97.0) 
3 

岩盤⑤ 2000 4050 
26.0 

(2.65) 
0.339 

283.4 

(289.0) 

105.9 

(108.0) 
3 

岩盤⑥ 2350 4950 
27.9 

(2.85) 
0.355 

427.6 

(436.0) 

157.9 

(161.0) 
3 
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（Ｓｓ－ＤＨ：水平方向） 

第 4.1－2図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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（Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＮＳ成分）：ＮＳ方向） 

 

 

（Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＥＷ成分）：ＥＷ方向） 

第 4.1－3図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｆ１） 

  

 

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速
度
（

c
m/
s
2 ）

時刻（秒）

0

500

1000

1500

2000

2500

0.01 0.1 1 10

応
答

加
速

度
（

cm
/
s2
）

周期（秒）

h=5%

 

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速

度
（

c
m/

s
2 ）

時刻（秒）

0

500

1000

1500

2000

2500

0.01 0.1 1 10

応
答

加
速

度
（

cm
/
s2
）

周期（秒）

h=5%

○  最大加速度470cm/s2 

○  最大加速度510cm/s2 



4条-別紙 2-添 2-9 

 

 

（Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＮＳ成分）：ＮＳ方向） 

 

 

（Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＥＷ成分）：ＥＷ方向） 

第 4.1－4図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｆ２） 
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（Ｓｓ－Ｎ１Ｈ：水平方向） 

第 4.1－5図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｎ１）  

 

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

0 5 10 15 20

加
速
度
（

c
m/
s
2 ）

時刻（秒）

0

500

1000

1500

2000

2500

0.01 0.1 1 10

応
答
加
速

度
（

cm
/
s2
）

周期（秒）

h=5%

○  最大加速度538cm/s2 



4条-別紙 2-添 2-11 

 

 

（Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分）：水平方向） 

 

 

 

（Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分）：水平方向） 

第 4.1－6図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｎ２） 
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 4.2 ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析 

  (1) 地震応答解析モデル 

廃棄物処理建物は，建物と地盤との相互作用，基礎浮上り非線形及び基礎

と岩盤との付着力を考慮した，建物を質点系，地盤を３次元ＦＥＭでモデル

化した地震応答解析モデルにより，地震応答解析を行う。 

水平方向の建物の地震応答解析モデルは，主要な耐震壁を曲げ・せん断部

材に置換し，重量を各階床位置に集中させた１軸多質点系モデルとする。な

お，回転慣性重量は基礎下端に集約して評価する。 

建物の減衰はモード減衰とし，各次のモード減衰定数は建物のひずみエネ

ルギーに比例した値として算定する。建物の鉄筋コンクリート部分について

は減衰定数を５％とする。 

建物の非線形特性については，「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」に基

づき鉄筋コンクリート部には最大点指向型のトリリニア・スケルトン曲線を

設定する。 

地盤は，建物基礎下端以下を実地盤モデルに基づき成層地盤とし，「ＪＥ

ＡＧ４６０１－1991 追補版」により，成層補正を行ったのち，等価な一様

地盤としての物性値を定め，３次元ＦＥＭを用いてモデル化する。３次元Ｆ

ＥＭ地盤モデルと建物基礎底面の間には，島根原子力発電所における付着力

試験の結果に基づき設定した付着力 0.40N/mm2を考慮する。 

建物の基礎浮上り非線形については，建物基礎と３次元ＦＥＭ地盤モデル

との間に設定した付着力を超える引張力を負担しないジョイント要素注１を

用いることにより，浮上りを評価する。 

地盤モデル底面及び側面は粘性境界を設けることにより，遠方地盤への波

動の逸散を考慮する。 

地震応答解析は，上記復元力特性を用いた弾塑性時刻歴応答解析とし，地

震応答解析モデル（水平方向）を第 4.2－1 図に，建物質点系モデルの諸元

を第 4.2－2図及び第 4.2－3図に示す。 

地震応答解析には解析コード「ＮＡＰＩＳＯＳ Ｖｅｒ.2.0」を用いる。 

 

注１：建物モデルの自重によりジョイント要素に発生する応力（地反力）を算定し，こ

れを地震応答解析の初期応力とする。 
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         （付着力を考慮したジョイント 

要素の応力－変形関係） 

    

（全体） 

  
（建物）          （質点番号及び部材番号） 

第 4.2－1図 廃棄物処理建物の地震応答解析モデル（水平方向） 
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Ec=2.25×1010 N/m2

Gc=9.38×109 N/m2

hc=5%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

56580

68.3
80.2

165.1
242.1

198.5
222.7

226.9
305.2

256.4
362.7

255.8
406.5

272.5
457.6

363.3
537.5

302.3
568.7

70250

116610

127370

143040

72010

60460

79760

148550

189550

質点重量(kN)

せん断断面積(m2)
断面2次モーメント
　　　　(×102m4)

総重量：1.16717×109 N
JF =2.9351×1011 N･m2

5
3
.
0
7
mN

53.64m

振動方向

2846.67
6681.20

102990EL 0.0

EL 3.0

EL 8.8

EL 12.3

EL 15.3

EL 16.9

EL 22.1

EL 26.7

EL 32.0

EL 37.5

EL 42.0

(m)

10

11

第 4.2－2図 建物質点系地震応答解析モデルの諸元（ＮＳ方向） 

  

PN 

質点番号 

JF=29.35×107kN・m2 
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総重量：1.16717×109 N
JF =3.1607×1011 N･m2
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第 4.2－3図 建物質点系地震応答解析モデルの諸元（ＥＷ方向） 

 

PN 

質点番号 

JF=31.61×107kN・m2 
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  (2) 地震応答解析結果 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ

２（水平動）による最大応答値を第 4.2－4図～第 4.2－9図に示す。最大接

地圧及び最小接地率を第 4.2－1表に示す。 

参考として，耐震壁の最大応答せん断ひずみは，最大で 0.51×10－３（Ｓ

ｓ－ＤＨ，ＮＳ方向）であり，評価基準値（2.0×10－３）に対して十分な余

裕があることを確認している。 

検討の結果，ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルによる最小接地

率は 98.8％（Ｓｓ－ＤＨ，ＮＳ方向），93.9％（Ｓｓ－ＤＨ，ＥＷ方向）で

あり，「ＪＥＡＣ４６０１-2008」で適用範囲の目安とされている 35％を上

回っていることから，解析結果が解析モデルの適用範囲内に収まることを確

認した。 

以上のことから，廃棄物処理建物の地震応答解析にジョイント要素を用い

た３次元ＦＥＭモデルを採用する。 

 



4条-別紙 2-添 2-17 

 

質点 

番号 

最大応答加速度（m/s2） 

Ｓｓ－ＤＨ 
Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 
Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 

1 18.2 13.8 16.1 16.1 14.8 16.7 

2 13.9 11.3 11.2 11.7 12.0 13.4 

3 12.5 10.6 9.59 9.73 8.87 9.67 

4 11.2 9.46 8.98 9.88 8.22 8.01 

5 10.6 8.51 8.90 8.25 8.00 7.81 

6 10.2 8.12 8.31 7.75 7.31 7.07 

7 10.0 7.89 7.59 7.41 6.76 6.62 

8 9.66 7.56 7.36 6.88 7.13 6.05 

9 9.43 7.36 6.89 6.54 6.98 5.77 

10 7.52 6.04 5.58 5.40 5.17 5.14 

11 7.46 5.89 5.30 5.26 5.01 5.09 

第 4.2－4 図 最大応答加速度（ＮＳ方向） 

 

 

 

部材 

番号 

最大応答せん断力（MN） 

Ｓｓ－ＤＨ 
Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 
Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 

1 103 79.5 92.0 91.4 84.7 96.5 

2 197 159 165 172 167 189 

3 312 256 250 266 269 294 

4 416 367 343 341 338 368 

5 527 481 445 452 407 420 

6 577 525 484 493 447 442 

7 624 568 525 522 476 464 

8 674 627 569 550 510 484 

9 757 724 647 600 576 515 

10 803 820 727 637 632 585 

第 4.2－5 図 最大応答せん断力（ＮＳ方向） 
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 部材 

番号 

最大応答曲げモーメント（MN･m） 

Ｓｓ－ＤＨ 
Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 
Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 

1 511 387 432 450 414 459 

2 1550 1230 1320 1400 1300 1490 

3 3200 2580 2580 2770 2690 3040 

4 5060 4090 4000 4280 4240 4710 

5 7480 6470 6140 6300 6210 6820 

6 8360 7320 6860 6950 6850 7490 

7 10100 8990 8290 8270 8070 8690 

8 12200 11100 10200 10100 9590 10200 

9 16400 15300 13700 13600 12600 12600 

10 18800 17800 15800 15400 14200 13800 

第 4.2－6 図 最大応答曲げモーメント（ＮＳ方向） 
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 質点 

番号 

最大応答加速度（m/s2） 

Ｓｓ－ＤＨ 
Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 

（ＥＷ成分） 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 
Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 

1 17.9 12.0 14.1 16.3 15.8 14.8 

2 14.6 10.7 11.6 13.9 12.6 12.0 

3 12.0 9.79 9.06 11.1 11.6 9.28 

4 11.8 8.50 8.73 9.73 10.6 8.68 

5 10.2 7.96 8.90 8.39 9.68 7.94 

6 9.60 7.33 7.90 8.34 9.16 8.34 

7 10.7 6.91 7.25 8.33 9.58 8.29 

8 9.06 6.43 6.79 7.87 7.14 7.81 

9 8.86 6.20 5.86 7.91 6.08 7.15 

10 7.84 5.82 5.17 5.39 4.86 6.89 

11 7.75 5.75 5.15 5.26 4.74 6.89 

第 4.2－7 図 最大応答加速度（ＥＷ方向） 

 

 

 部材 

番号 

最大応答せん断力（MN） 

Ｓｓ－ＤＨ 
Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 

（ＥＷ成分） 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 
Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 

1 98.7 69.2 81.6 94.2 92.7 86.7 

2 190 142 165 189 185 164 

3 316 257 263 316 302 268 

4 432 357 341 406 415 349 

5 568 452 427 499 536 443 

6 626 493 471 545 593 473 

7 671 529 515 583 645 495 

8 724 569 558 619 692 519 

9 817 653 630 682 750 601 

10 897 749 675 762 807 695 

第 4.2－8 図 最大応答せん断力（ＥＷ方向） 
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 部材 

番号 

最大応答曲げモーメント（MN･m） 

Ｓｓ－ＤＨ 
Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 

（ＥＷ成分） 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 
Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 

1 487 340 398 450 443 409 

2 1530 1110 1300 1480 1470 1330 

3 3080 2430 2690 3070 2970 2720 

4 4970 4060 4230 4840 4710 4270 

5 7710 6400 6250 7230 7400 6390 

6 8710 7180 6950 8050 8340 7100 

7 10700 8750 8330 9650 10200 8470 

8 13100 10700 10000 11800 12600 10100 

9 17800 14300 13100 15700 16900 13200 

10 20500 16400 15000 17900 19300 14900 

第 4.2－9 図 最大応答曲げモーメント（ＥＷ方向） 
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第 4.2－1表 最大接地圧及び最小接地率 

 ＮＳ方向 

Ss-DH 
Ss-F1H 

（NS成分） 

Ss-F2H 

（NS成分） 
Ss-N1H 

Ss-N2H 

（NS成分） 

Ss-N2H 

（EW成分） 

最大接地圧 

(kN/m2) 
6457 5389 5728 6059 5856 5743 

最小接地率 

(％) 
98.8 100.0 100.0 99.0 100.0 100.0 

 ＥＷ方向 

Ss-DH 
Ss-F1H 

（EW成分） 

Ss-F2H 

（EW成分） 
Ss-N1H 

Ss-N2H 

（NS成分） 

Ss-N2H 

（EW成分） 

最大接地圧 

(kN/m2) 
6828 6221 5760 5834 5916 6183 

最小接地率 

(％) 
93.9 98.5 100.0 100.0 100.0 99.0 
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添付資料－３ 

 

制御室建物の地震応答解析 

 

1. 概要 

本資料は，制御室建物について「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」に示さ

れる浮上り線形地震応答解析を実施し，基礎浮上りが発生しないために必要な

付着力が，付着力試験に基づき設定した値を超えないことを確認した結果につ

いて説明する。 

 

2. 制御室建物の概要 

 2.1 位置 

   制御室建物の設置位置を第 2.1－1図に示す。 

 

 

第 2.1－1図 制御室建物の設置位置 

  

凡例 

制御室建物 
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 2.2 構造概要 

制御室建物は，４階建の鉄筋コンクリート造の建物である。 

制御室建物の平面寸法は，22.0m 注１（ＮＳ）×37.0m 注１（ＥＷ）の矩形を成

している。基礎スラブ底面からの高さは 21.95mである。また，制御室建物は

隣接する他の建物と構造的に分離している。 

制御室建物の概要を第 2.2－1図及び第 2.2－2図に示す。 

制御室建物の基礎は厚さ 1.5mのべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

建物に加わる地震時の水平力はすべて耐震壁に負担させている。 

 

注１：建物寸法は壁外面寸法とする。 

 

PN

 

 

第 2.2－1 図 制御室建物の概要（平面図）（ＥＬ 1.6m 注２） 

（単位：m） 

注２：｢ＥＬ｣は東京湾平均海面（Ｔ.Ｐ.）を基準としたレベルを示す。 
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BB

PN

 

 

（ＥＷ断面） 

A

A

PN

 

 

（ＮＳ断面） 

第 2.2－2 図 制御室建物の概要（断面図）（単位：m） 
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3. 検討用地震動 

検討に用いる地震動は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓ

ｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２とする。 

 

4. 地震応答解析 

4.1 入力地震動の算定 

水平方向の入力地震動は，建物周辺地盤の状況を適切に考慮した二次元ＦＥ

Ｍ地盤モデルによって算定する。 

まず，解放基盤表面（Ｔ.Ｐ.－10m）で定義される基準地震動Ｓｓ（２Ｅ０）

を用いて，Ｔ.Ｐ.－10m以浅の地盤を取り去った解放地盤モデルで一次元波動

論による応答解析を行い，二次元ＦＥＭ地盤モデル下端位置（Ｔ.Ｐ.－215m）

への入力地震動（２Ｅ１）を算定する。次に，この地震動を用いて二次元ＦＥ

Ｍ地盤モデルによる地盤応答解析を行い，建物基礎下端位置（Ｔ.Ｐ.0.1m）に

おける応答波（２Ｅ）を求め，これを建物－地盤連成モデルへの入力地震動と

する。 

なお，二次元ＦＥＭ地盤モデルの側面はエネルギー伝達境界，底面は粘性境

界を設けることにより，遠方地盤への波動の逸散を考慮する。 

表層は，拘束圧依存性と「せん断剛性－せん断ひずみ関係（Ｇ／Ｇ０－γ曲

線）」及び「減衰定数－せん断ひずみ関係（ｈ－γ曲線）」を基に，地震時の

ひずみレベルを考慮した等価な剛性と減衰を設定している。 

水平方向の入力地震動作成の概要を第 4.1－1 図に，地盤各層の物理定数を

第 4.1－1表に示す。 

建物－地盤連成モデルへの入力地震動（２Ｅ）の加速度時刻歴波形と加速度

応答スペクトルを第 4.1－2図～第 4.1－7図に示す。 

入力地震動の算定には解析コード「ＳＨＡＫＥ」及び「ＳｕｐｅｒＦＬＵＳ

Ｈ」を用いる。 

  



4条-別紙 2-添 3-5 

 

第 4.1－1図 入力地震動作成の概要（水平方向） 

 

 

第 4.1－1表 地盤の物理定数 

  

層 

Ｓ波 

速度 

Ｖｓ 

Ｐ波 

速度 

Ｖｐ 

単位体積 

重量 

γ 

ポアソン 

比 

ν 

ヤング 

係数 

Ｅ 

せん断 

弾性係数 

Ｇ 

減衰 

定数 

ｈ 

番号 m/s m/s 
kN/m3 

(tf/m3) 
 

×10５kN/m2 

(×10４tf/m2) 

×10５kN/m2 

(×10４tf/m2) 
％ 

表層 

①－1 
Ｓｓ 127 422 

20.7 

(2.11) 
0.45 

0.99 

(1.01) 

0.341 

(0.348) 
8 

岩盤①－2 250 800 
20.6 

(2.10) 
0.446 

3.80 

(3.88) 

1.31 

(1.34) 
3 

岩盤② 900 2100 
23.0 

(2.35) 
0.388 

52.9 

(53.9) 

19.0 

(19.4) 
3 

岩盤③ 1600 3600 
24.5 

(2.50) 
0.377 

176.5 

(180.0) 

64.0 

(65.3) 
3 

岩盤④ 1950 4000 
24.5 

(2.50) 
0.344 

256.0 

(261.0) 

95.1 

(97.0) 
3 

岩盤⑤ 2000 4050 
26.0 

(2.65) 
0.339 

283.4 

(289.0) 

105.9 

(108.0) 
3 

岩盤⑥ 2350 4950 
27.9 

(2.85) 
0.355 

427.6 

(436.0) 

157.9 

(161.0) 
3 
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（Ｓｓ－ＤＨ：ＮＳ方向） 

 

 

（Ｓｓ－ＤＨ：ＥＷ方向） 

第 4.1－2図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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（Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＮＳ成分）：ＮＳ方向） 

 

 

（Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＥＷ成分）：ＥＷ方向） 

第 4.1－3図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｆ１） 
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（Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＮＳ成分）：ＮＳ方向） 

 

 

（Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＥＷ成分）：ＥＷ方向） 

第 4.1－4図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｆ２） 
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（Ｓｓ－Ｎ１Ｈ：ＮＳ方向） 

 

 

（Ｓｓ－Ｎ１Ｈ：ＥＷ方向） 

第 4.1－5図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｎ１） 
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（Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分）：ＮＳ方向） 

 

 
（Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分）：ＥＷ方向） 

第 4.1－6図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｎ２） 
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（Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分）：ＮＳ方向） 

 

 

（Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分）：ＥＷ方向） 

第 4.1－7図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｎ２） 
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4.2 地震応答解析モデル 

水平方向の地震応答解析モデルは，主要な耐震壁を曲げ・せん断部材に置

換し，重量を各階床位置に集中させた多質点系のスウェイ・ロッキングモデ

ルとする。なお，回転慣性重量は基礎に集約して評価する。 

建物と地盤の相互作用は，基礎スラブ底面を等価な地盤ばね（水平・回転）

に置換して評価する。建物底面に付く地盤ばねは，振動アドミッタンス理論

により求めた振動数依存の複素ばねを，剛性は０Hz での実部の値（静的ばね

値）で，減衰係数は建物－地盤連成系の１次固有振動数での虚部の値と原点

とを結ぶ直線の傾きで，それぞれ近似する。 

建物の減衰はモード減衰とし，各次のモード減衰定数は建物のひずみエネ

ルギーに比例した値として算定する。建物の鉄筋コンクリート部分について

は減衰定数を５％とする。 

建物の非線形特性については，鉄筋コンクリート部には最大点指向型のト

リリニア・スケルトン曲線を「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」に基づき

設定する。 

基礎底面回転ばねは線形とした。 

地震応答解析は，上記復元力特性を用いた弾塑性時刻歴応答解析とし，地震

応答解析モデル（水平方向）を第 4.2－1図に，解析モデルの諸元を第 4.2－2

図及び第 4.2－3図に，地盤のばね定数と減衰係数を第 4.2－1表に示す。 

地震応答解析には解析コード「ＮＵＰＰ４」を用いる。 
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第 4.2－1 図 制御室建物の地震応答解析モデル 
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第 4.2－2図 地震応答解析モデルの諸元（ＮＳ方向） 
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第 4.2－3図 地震応答解析モデルの諸元（ＥＷ方向） 

 



4条-別紙 2-添 3-16 

第 4.2－1表 地盤のばね定数と減衰係数 

地盤ばね 方向 ばね定数 減衰係数 

基礎底面 ＮＳ    5.10 ×10 ８   (N/mm) 2.84 ×10 ６   (N･s/mm) 

水平ばね(Kg,Cg) ＥＷ 4.86 ×10 ８   (N/mm) 2.58 ×10 ６   (N･s/mm) 

基礎底面 ＮＳ 7.45 ×1016 (N･mm/rad) 2.13 ×1013 (N･mm･s/rad) 

回転ばね(Kθ,Cθ) ＥＷ 1.57 ×1017 (N･mm/rad) 1.19 ×1014 (N･mm･s/rad) 
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4.3 地震応答解析 

(1) 地震応答解析結果 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ

２（水平動）による最大応答値を第 4.3－1図～第 4.3－36図に示す。 

参考として，耐震壁の最大応答せん断ひずみは，最大で 0.55×10－３（Ｓｓ

－ＤＨ，ＮＳ方向）であり，評価基準値（2.0×10－３）に対して十分な余裕が

あることを確認している。 
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第 4.3－1 図 最大応答加速度（ＮＳ方向）基準地震動Ｓｓ－ＤＨ 

 

 

第 4.3－2 図 最大応答せん断力（ＮＳ方向）基準地震動Ｓｓ－ＤＨ 
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第 4.3－3 図 最大応答曲げモーメント（ＮＳ方向） 
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第 4.3－4 図 最大応答加速度（ＥＷ方向）基準地震動Ｓｓ－ＤＨ 

 

第 4.3－5 図 最大応答せん断力（ＥＷ方向）基準地震動Ｓｓ－ＤＨ
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第 4.3－6 図 最大応答曲げモーメント（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－ＤＨ 

  

0 5.0 X 10
8
Nm

(単位: x10
8
Nm)

0.00

2.79

2.79

5.98

5.98

9.90

9.90

18.49
19.25
21.14

21.23

EL+22.05M

EL+16.90M

EL+12.80M

EL+ 8.80M

EL+ 1.60M

EL+ 0.10M



4条-別紙 2-添 3-22 

 

第 4.3－7 図 最大応答加速度（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＮＳ成分） 

 

第 4.3－8図 最大応答せん断力（ＮＳ方向） 
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第 4.3－9 図 最大応答曲げモーメント（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＮＳ成分） 
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第 4.3－10 図 最大応答加速度（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＥＷ成分） 

 

第 4.3－11 図 最大応答せん断力（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＥＷ成分） 
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第 4.3－12 図 最大応答曲げモーメント（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＥＷ成分） 
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第 4.3－13 図 最大応答加速度（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＮＳ成分） 

 

第 4.3－14 図 最大応答せん断力（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＮＳ成分） 
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第 4.3－15 図 最大応答曲げモーメント（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＮＳ成分） 
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第 4.3－16 図 最大応答加速度（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＥＷ成分） 

 

第 4.3－17 図 最大応答せん断力（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＥＷ成分） 
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第 4.3－18 図 最大応答曲げモーメント（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＥＷ成分） 
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第 4.3－19 図 最大応答加速度（ＮＳ方向）基準地震動Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

 

第 4.3－20 図 最大応答せん断力（ＮＳ方向）基準地震動Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 
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第 4.3－21 図 最大応答曲げモーメント（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 
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第 4.3－22 図 最大応答加速度（ＥＷ方向）基準地震動Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

 

第 4.3－23 図 最大応答せん断力（ＥＷ方向）基準地震動Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 
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第 4.3－24 図 最大応答曲げモーメント（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 
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第 4.3－25 図 最大応答加速度（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分） 

 

第 4.3－26 図 最大応答せん断力（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分） 
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第 4.3－27 図 最大応答曲げモーメント（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分） 
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第 4.3－28 図 最大応答加速度（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分） 

 

第 4.3－29 図 最大応答せん断力（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分） 

0 10
m/s

2

(単位: x10
-2

m/s
2
)

893

787

729

665

543

536

EL 22.05M

EL 16.90M

EL 12.80M

EL  8.80M

EL  1.60M

EL  0.10M

0 0.5 X 10
8
N

(単位: x10
4

N)

2476

3926

5167

6848

8442

EL 22.05M

EL 16.90M

EL 12.80M

EL  8.80M

EL  1.60M

EL  0.10M



4条-別紙 2-添 3-37 

 

第 4.3－30 図 最大応答曲げモーメント（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分） 
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第 4.3－31 図 最大応答加速度（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分） 

 

第 4.3－32 図 最大応答せん断力（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分） 

0 10
m/s

2

(単位: x10
-2

m/s
2
)

1251

843

832

692

500

489

500

692

EL 22.05M

EL 16.90M

EL 12.80M

EL  8.80M

EL  1.60M

EL  0.10M

0 0.5 X 10
8
N

(単位: x10
4

N)

3416

4837

5674

3430

7436

3368

EL 22.05M

EL 16.90M

EL 12.80M

EL  8.80M

EL  1.60M

EL  0.10M



4条-別紙 2-添 3-39 

 

第 4.3－33 図 最大応答曲げモーメント（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分） 
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第 4.3－34 図 最大応答加速度（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分） 

 

第 4.3－35 図 最大応答せん断力（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分） 
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第 4.3－36 図 最大応答曲げモーメント（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分） 
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(2)基礎浮上りが発生しないために必要な付着力の算定 

a．算定方法 

地震応答解析結果の最大転倒モーメントが浮上り限界モーメントを上回る

ときに基礎浮上りが発生する。 

浮上り限界モーメントは，「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」より以下の

式で表される。 

Ｍ０=ＷＬ／6（kN・m） 

ここで， 

Ｍ０：浮上り限界モーメント（kN・m） 

Ｗ：建物の総重量（kN） 

Ｌ：建物の基礎幅（m） 

 

基礎浮上りが発生しないために必要な単位面積当たりの付着力は以下の通

りである。 

Ｍ＝σat ＡＬ／6＋Ｍ０（kN・m） 

σat＝6（Ｍ－Ｍ０）／ＡＬ（kN/m2）＝6（Ｍ－Ｍ０）／1000ＡＬ（N/mm2） 

ここで， 

Ｍ：最大転倒モーメント（kN・m） 

σat：単位面積当たりの付着力（kN/m2） 

Ａ：基礎底面積（m2） 

 

b．算定結果 

基礎浮上りが発生しないために必要な付着力の算定結果を第 4.3－1 表に示

す。 

検討の結果，基礎浮上りが発生しないために必要な付着力の最大値は 0.32 

N/mm2 であることから，島根原子力発電所における付着力試験の結果に基づき

設定した値（0.40N/mm2）を超えないことを確認した。 

以上のことから，制御室建物の地震応答解析に基礎浮上り線形解析を適用す

る。 
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第 4.3－1表 基礎浮上りが発生しないために必要な付着力 

地震動 方向 
Ｗ 

（×103kN） 

Ｌ 

（m） 

Ａ 

（m2） 

Ｍ 

（×105kN・m） 

Ｍ0 

（×105kN・m） 

σat 

（N/mm2） 

Ｓｓ－ＤＨ 

ＮＳ 

132.04 

22 814 14.52 4.84 0.32 

ＥＷ 37 814 21.23 8.14 0.26 

Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 
（ＮＳ成分） 

ＮＳ 

132.04 

22 814 13.64 4.84 0.29 

Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 
（ＥＷ成分） 

ＥＷ 37 814 18.00 8.14 0.20 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 
（ＮＳ成分） 

ＮＳ 

132.04 

22 814 12.47 4.84 0.26 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 
（ＥＷ成分） 

ＥＷ 37 814 18.05 8.14 0.20 

Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

ＮＳ 

132.04 

22 814 11.68 4.84 0.23 

ＥＷ 37 814 13.05 8.14 0.10 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 
（ＮＳ成分） 

ＮＳ 

132.04 

22 814 11.76 4.84 0.23 

ＥＷ 37 814 11.21 8.14 0.06 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 
（ＥＷ成分） 

ＮＳ 

132.04 

22 814 11.88 4.84 0.24 

ＥＷ 37 814 16.11 8.14 0.16 
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参考資料－１ 

 

付着力を考慮した３次元ＦＥＭモデルの適用性について 

 

1. 「ＪＥＡＣ４６０１－2015」における３次元ＦＥＭモデルの適用性について 

(1) ジョイント要素（付着力無視）を用いた３次元ＦＥＭモデルの適用範囲及

び適用性 

「ＪＥＡＣ４６０１－2015 参考資料 3.5(3)」及び引用している既往論文(1)

によると，時間領域のグリーン関数法の地震応答解析結果との比較を行い，接

地率ηが 30％程度まで時間領域のグリーン関数法の結果と概ね一致するとさ

れている。この結果を基に，ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルの適

用範囲として接地率η≧35％を提案している。「ＪＥＡＣ４６０１－2015 参

考資料 3.5(3)」を補足 1に示す。 

既往論文の解析条件と，島根２号炉において３次元ＦＥＭモデルを採用する

廃棄物処理建物の解析条件の比較を第 1 表に示す。基礎底面の付着力以外は，

実際の建物の大きさや解析モデル規模も含めて，ほぼ同じ解析条件となってい

る。 

(2)  ジョイント要素（付着力考慮）を用いた３次元ＦＥＭモデルの適用性 

「ＪＥＡＣ４６０１－2015 参考資料 3.5(7)」及び引用している既往論文(1)

では，上記(1)のモデルをベースに更に現実に近い解析条件を設定した検討と

して，建物基礎底面の付着力を考慮した検討を実施し，最大加速度が 900Gal

の地震波を入力した際に，基礎底面の付着力として 0.49N/mm2 を考慮した時の

接地率は約 30～50％となっていることが示されている。既往論文における３次

元ＦＥＭモデルの応答解析結果を第 1図に示す。 

「ＪＥＡＣ４６０１－2015 参考資料 3.5(7)」において，ジョイント要素に

付着力を考慮した３次元ＦＥＭモデルは，低接地率の範囲まで適用可能とされ

ている。「ＪＥＡＣ４６０１－2015 参考資料 3.5(7)」を補足 2に示す。 
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第 1表 ３次元ＦＥＭモデルの既往論文との解析条件の比較 

項目 既往論文 評価対象建物 

対象建物 
ＰＷＲ 

原子炉建屋 

ＢＷＲ 

２号炉廃棄物処理建物 

建物モデル 多軸多質点系モデル 単軸多質点系モデル 

地盤のせん断波速度 1,000m/s及び 2,000m/s 
約 1,660m/s 

(標準地盤の等価せん断波速度) 

基礎浮上り ジョイント要素で考慮 ジョイント要素で考慮 

基礎幅 約 60m ＮＳ：53.07m ＥＷ：53.64m 

地盤モデル化 

範囲 

水平 基礎幅の 5倍 基礎幅の約 5倍 

鉛直 基礎幅の 1.5倍 基礎幅の約 1.5倍 

基礎底面の付着力 無視※１，考慮※２ 考慮 

※１：接地率の適用範囲に関する検討（「1.(1)ジョイント要素(付着力無視)を用いた３次元ＦＥＭモデル」に対応） 

※２：現実に近い解析条件を設定した検討（「1.(2)ジョイント要素(付着力考慮)を用いた３次元ＦＥＭモデル」に対応） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 島根２号炉における３次元ＦＥＭモデルの適用性について 

島根２号炉において採用した３次元ＦＥＭモデルは，既往論文における接地

率の適用範囲に関する検討及び基礎底面に付着力を考慮した検討とほぼ同じ解

析条件となっている。 

「ＪＥＡＣ４６０１－2015」において，ジョイント要素に付着力を考慮した

３次元ＦＥＭモデルが提案されており，低接地率の範囲まで適用可能とされて

いることから，当社が付着力を考慮した場合も適用できると判断し，接地率η

≧35％を目安値として設定した。 

なお，島根２号炉において今回採用する３次元ＦＥＭモデルによる接地率は

35%を大きく上回る見込みである。 

 

3. 参考文献 

(1) Nakamura, N. et al.：An estimation method for basemat uplift behavior 

of nuclear power plant buildings, Nuclear Engineering and Design, 

Vol.237, 2007.7, pp.1275-1287 

第 1図 既往論文における３次元ＦＥＭモデルの応答解析結果 

（Ｖｓ＝1,000m/s） （Ｖｓ＝2,000m/s） 
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（補足 1） 

 

「ＪＥＡＣ４６０１－2015 参考資料 3.5(3) ジョイント要素を用いた３次元 

ＦＥＭ地盤モデル」（※ 1.(1)への引用箇所を下線で示す） 
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（補足 2） 

 

「ＪＥＡＣ４６０１－2015 参考資料 3.5(7) 基礎底面の付着力を考慮した 

基礎浮き上がり解析法」（※ 1.(2)への引用箇所を下線で示す） 
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参考資料－２ 

 

付着力の考慮の有無による建物応答への影響の検討 

 

1. 概要 

1.1 検討概要 

島根原子力発電所２号炉の建物の地震応答解析には，ＳＲモデル，ジョイン

ト要素を用いた３次元ＦＥＭモデル及び基礎固定モデルを用いている。今回工

認で採用する地震応答解析モデルにおける付着力の考慮の有無を第 1.1－1表に

示す。 

付着力試験結果を踏まえ，建物の基礎底面と地盤間には付着力が存在すると

考えられることから，今回，ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデル及び

ＳＲモデル（浮上り線形地震応答解析）では付着力を考慮することとした。一

方で，ＳＲモデル（浮上り非線形地震応答解析）については，既工認でも実績

のある手法として，付着力を考慮していない。また，基礎固定モデルについて

は，建物と地盤の相互作用を考慮していない。 

以上を踏まえ，付着力を考慮していないＳＲモデル（浮上り非線形地震応答

解析）について，付着力の考慮の有無による建物応答への影響の検討を行う。 

検討は，建物の重要度，内包する施設の重要度及び接地率を踏まえ，原子炉

建物を代表として，今回工認で採用する地震応答解析モデル（以下「今回工認

モデル」という。）と，今回工認モデルに基礎底面の付着力を考慮したモデル

（以下「付着力考慮モデル」という。）を用いた地震応答解析を行い，解析結

果の比較を行う。 

 

第 1.1－1表 地震応答解析モデルにおける付着力の考慮の有無 

採用する地震応答解析モデル 

（基礎浮上り評価法） 
建物名 

付着力の 

考慮 

ジョイント要素を用いた 

３次元ＦＥＭモデル 
廃棄物処理建物，１号炉原子炉建物 考慮する 

ＳＲモデル 

（浮上り線形地震応答解析） 
制御室建物，１号炉廃棄物処理建物 考慮する注１ 

ＳＲモデル 

（浮上り非線形地震応答解析） 

原子炉建物，タービン建物，ガスタービ

ン発電機建物，緊急時対策所，１号炉タ

ービン建物，サイトバンカ建物 

考慮 

しない 

基礎固定モデル 

サイトバンカ建物（増築部），２号炉排

気筒モニタ室，燃料移送ポンプエリア竜

巻防護対策設備 

－ 

注１：基礎浮上りが発生しないために必要な付着力が，付着力試験に基づき設定した値を超え

ないことを確認する。 
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2. 解析モデル 

 2.1 今回工認モデル 

今回工認モデルは，ＳＲモデル（浮上り非線形地震応答解析）とし，地震

応答解析モデルを第 2.1－1図及び第 2.1－2図に示す。 

 

  



4条-別紙 2-参 2-3 

71.8
112.7

18

77.5
518.8

82.4
928.7

51.1
34.2

83.9
939.5

77.5
548.6

6

1

2

3

4

5

9

10

11

12

13

7

8

15

16

17

14

34

35

20

23

24

25

26

27

21

22

29

30

31

32

33

28

OW-13 IW-11 DW IW-3 OW-1

JF =12.25×108 kN･m2

7
0
.
0
m

Kθ
Cθ Kg Cg

N

22760 22760

3764033920

45840 80980 55130 21280

19670

16740

41190

50380

42670 101600

80750

67690

42010

63480 130490

149510

150490

146660

96380

779000

441870

65550

37910

73560

76350

107560

26450

18000

40400

49050

41940

77.5
381.6

99.8
694.9

120.7
787.7

133.0
1053.7

116.2
944.5

69.3
393.0

54.8
276.8

54.8
276.8

69.3
524.1

64.8
19.3

53.3
265.1

29.1
87.0

76.8
460.5

116.2
948.0

72.0
96.0

75.5
115.9

131.8
1296.7

139.5
1370.8

117.5
694.9

133.0
1053.7

164.2
1639.3

151.0
201.4

164.4
1627.5

162.9
1608.7

164.5
1640.0

121.4
778.8

6260.0
25600.0

30.2
87.0

19

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 23.8

EL 30.5

EL 34.8

EL 42.8

EL 51.7

EL 63.5

EL 10.1

EL 15.3

89.4m

質点番号 質点重量(kN)

せん断断面積（m2)
断面二次モーメント（×102m4）

206

部材番号

217

228 14 28

1 9 15 23 29

2 10 16 24 30

3 11 17 25 31

4 12 18 26 32
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地盤ばね ばね定数 減衰係数 

基礎底面水平ばね(Kg,Cg) 1.55 ×10 12 (N/m) 2.23 ×10 10 (N･s/m) 

基礎底面回転ばね(Kθ,Cθ) 2.13 ×1015 (N･m/rad) 4.32 ×1012 (N･m･s/rad) 

 

第 2.1－1図 原子炉建物の地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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地盤ばね ばね定数 減衰係数 

基礎底面水平ばね(Kg,Cg) 1.51 ×10 12 (N/m) 2.13 ×10 10 (N･s/m) 

基礎底面回転ばね(Kθ,Cθ) 3.02 ×1015 (N･m/rad) 9.01 ×1012 (N･m･s/rad) 

 

第 2.1－2図 原子炉建物の地震応答解析モデル（ＥＷ方向）  

Kθ1=2.195×1012(N･m/rad) 

Kθ2=135.2×1012(N･m/rad) 



4条-別紙 2-参 2-5 

 2.2 付着力考慮モデル 

付着力考慮モデルは，今回工認モデルを基本とし，田中ほか（１）に基づき，

基礎底面と地盤間における付着力を考慮した基礎浮上り特性によるＳＲモデ

ルとする。 

付着力を考慮した基礎浮上り特性について，基礎下の転倒モーメントＭと

回転角θの関係を第 2.2－1図に示す。なお，付着力は島根原子力発電所にお

ける付着力試験結果に基づき設定した 0.40N/mm2（添付資料－１参照）を用い

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2－1 図 基礎下の転倒モーメントＭと回転角θの関係 

 

 

 

3. 検討用地震動  

検討に用いる地震動は，基準地震動Ｓｓ－Ｄとする。 

 

4. 地震応答解析結果  

4.1 最大応答加速度 

最大応答加速度を第 4.1－1表及び第 4.1－2表に示す。 
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⑥ 
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Ｍat0 

Ｍ0 

θ 

 

 

 

 

 

：今回工認モデルにおけるＭ－θ関係 

：付着力考慮モデルにおけるＭ－θ関係 
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第 4.1－1表 原子炉建物の最大応答加速度（ＮＳ方向） 

質点 

番号 

最大応答加速度（m/s2） 比率 

（付着力考慮モデル／今回工認モデル） 付着力考慮モデル 今回工認モデル 

1 10.2 10.2 1.00 

2 10.1 10.2 0.990 

3 8.71 8.58 1.02 

4 8.61 8.61 1.00 

5 8.02 8.02 1.00 

6 24.0 24.1 0.996 

7 16.6 16.8 0.988 

8 12.4 12.5 0.992 

9 10.2 10.2 1.00 

10 9.39 9.39 1.00 

11 8.71 8.58 1.02 

12 8.61 8.61 1.00 

13 8.02 8.02 1.00 

14 12.4 12.5 0.992 

15 10.2 10.2 1.00 

16 9.39 9.39 1.00 

17 8.71 8.58 1.02 

18 8.61 8.61 1.00 

19 9.93 9.37 1.06 

20 24.0 24.1 0.996 

21 17.4 17.6 0.989 

22 12.4 12.5 0.992 

23 10.2 10.2 1.00 

24 9.39 9.39 1.00 

25 8.71 8.58 1.02 

26 8.61 8.61 1.00 

27 8.06 8.06 1.00 

28 12.4 12.5 0.992 

29 10.2 10.2 1.00 

30 10.2 10.1 1.01 

31 8.71 8.58 1.02 

32 8.61 8.61 1.00 

33 8.06 8.06 1.00 

34 6.91 6.91 1.00 

35 6.76 6.76 1.00 
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第 4.1－2表 原子炉建物の最大応答加速度（ＥＷ方向） 

質点 

番号 

最大応答加速度（m/s2） 比率 

（付着力考慮モデル／今回工認モデル） 付着力考慮モデル 今回工認モデル 

1 8.39 8.39 1.00 

2 8.26 8.26 1.00 

3 26.9 27.0 0.996 

4 17.9 17.9 1.00 

5 13.7 13.7 1.00 

6 11.3 11.3 1.00 

7 12.6 12.2 1.03 

8 8.61 8.67 0.993 

9 8.39 8.39 1.00 

10 8.26 8.26 1.00 

11 13.7 13.7 1.00 

12 11.3 11.3 1.00 

13 11.7 11.6 1.01 

14 8.61 8.67 0.993 

15 8.39 8.39 1.00 

16 9.42 9.42 1.00 

17 26.9 27.0 0.996 

18 17.2 17.2 1.00 

19 13.7 13.7 1.00 

20 11.3 11.3 1.00 

21 11.7 11.6 1.01 

22 17.2 17.2 1.00 

23 13.7 13.7 1.00 

24 11.3 11.3 1.00 

25 11.1 10.4 1.07 

26 8.61 8.67 0.993 

27 8.39 8.39 1.00 

28 8.44 8.44 1.00 

29 11.3 11.3 1.00 

30 10.0 10.8 0.926 

31 8.61 8.67 0.993 

32 8.39 8.39 1.00 

33 8.44 8.44 1.00 

34 7.65 7.65 1.00 

35 7.52 7.52 1.00 
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4.2 最大応答せん断ひずみ  

最大応答せん断ひずみを第 4.2－1表及び第 4.2－2表に示す。 
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第 4.2－1表 原子炉建物の最大応答せん断ひずみ（ＮＳ方向） 

部材 

番号 

最大応答せん断ひずみ(γ)（×10-3） 比率 

（付着力考慮モデル／今回工認モデル） 付着力考慮モデル 今回工認モデル 

1 0.289 0.280 1.03 

2 0.357 0.349 1.02 

3 0.355 0.356 0.997 

4 0.370 0.364 1.02 

5 0.434 0.406 1.07 

6 0.281 0.268 1.05 

7 0.307 0.293 1.05 

8 0.335 0.324 1.03 

9 0.330 0.316 1.04 

10 0.327 0.324 1.01 

11 0.353 0.355 0.994 

12 0.368 0.363 1.01 

13 0.432 0.405 1.07 

14 0.115 0.115 1.00 

15 0.148 0.139 1.06 

16 0.155 0.156 0.994 

17 0.215 0.218 0.986 

18 0.659 0.609 1.08 

19 0.201 0.197 1.02 

20 0.253 0.235 1.08 

21 0.360 0.361 0.997 

22 0.337 0.327 1.03 

23 0.330 0.316 1.04 

24 0.327 0.324 1.01 

25 0.353 0.355 0.994 

26 0.355 0.355 1.00 

27 0.446 0.413 1.08 

28 0.341 0.330 1.03 

29 0.266 0.259 1.03 

30 0.344 0.337 1.02 

31 0.344 0.346 0.994 

32 0.351 0.350 1.00 

33 0.445 0.413 1.08 
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第 4.2－2表 原子炉建物の最大応答せん断ひずみ（ＥＷ方向） 

部材 

番号 

最大応答せん断ひずみ(γ)（×10-3） 比率 

（付着力考慮モデル／今回工認モデル） 付着力考慮モデル 今回工認モデル 

1 0.322 0.324 0.994 

2 0.226 0.226 1.00 

3 0.284 0.293 0.969 

4 0.374 0.368 1.02 

5 0.187 0.186 1.01 

6 0.181 0.181 1.00 

7 0.392 0.389 1.01 

8 0.484 0.477 1.01 

9 0.309 0.312 0.990 

10 0.221 0.221 1.00 

11 0.0818 0.0818 1.00 

12 0.0644 0.0648 0.994 

13 0.257 0.255 1.01 

14 0.353 0.347 1.02 

15 0.288 0.287 1.00 

16 0.160 0.163 0.982 

17 0.231 0.234 0.987 

18 0.431 0.433 0.995 

19 0.169 0.168 1.01 

20 0.173 0.172 1.01 

21 0.389 0.387 1.01 

22 0.455 0.458 0.993 

23 0.202 0.201 1.00 

24 0.252 0.262 0.962 

25 0.361 0.351 1.03 

26 0.487 0.481 1.01 

27 0.219 0.218 1.00 

28 0.299 0.303 0.987 

29 0.315 0.325 0.969 

30 0.322 0.315 1.02 

31 0.488 0.481 1.01 

32 0.219 0.218 1.00 

33 0.298 0.303 0.983 
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4.3 床応答スペクトル  

床応答スペクトル（ｈ＝１％及びｈ＝５％）の比較を第 4.3－1 図～第 4.3

－16図に示す。 

 

 

第 4.3－1図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 1.3m（質点番号 34）） 

 

 

第 4.3－2図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 15.3m（質点番号 4）） 
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第 4.3－3図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 42.8m（質点番号 8）） 

 

 

第 4.3－4図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 63.5m（質点番号 6）） 
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第 4.3－5図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 1.3m（質点番号 34）） 

 

 

第 4.3－6図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 15.3m（質点番号 1）） 
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第 4.3－7図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 42.8m（質点番号 5）） 

 

 

第 4.3－8図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 63.5m（質点番号 3））  
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第 4.3－9図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 1.3m（質点番号 34）） 

 

 

第 4.3－10 図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 15.3m（質点番号 4）） 
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第 4.3－11 図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 42.8m（質点番号 8）） 

 

 

第 4.3－12 図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 63.5m（質点番号 6）） 
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第 4.3－13 図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 1.3m（質点番号 34）） 

 

 

第 4.3－14 図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 15.3m（質点番号 1）） 
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第 4.3－15 図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 42.8m（質点番号 5）） 

 

 

第 4.3－16 図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 63.5m（質点番号 3）） 
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4.4 接地率の比較  

接地率の比較を第 4.4－1表に示す。 

 

第 4.4－1表 接地率の比較 

地震応答解析モデル 
接地率η(%) 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

今回工認モデル 68.9 82.3 

付着力考慮モデル 100 100 

    

 

5. 付着力の考慮の有無による建物応答への影響の検討結果 

原子炉建物を対象とし，今回工認モデルと付着力考慮モデルを用いた地震

応答解析を行った結果，付着力により接地率は改善され，両モデルとも同等

の応答値を示した。このことから，付着力の考慮の有無による建物応答（水

平方向）への影響は軽微である。 

 

6. 参考文献 

(1) 田中英朗ほか：基礎底面の付着力を考慮した基礎浮き上がり解析法，日本建

築学会学術講演梗概集（中国），2008年 9月，pp.1069－1070 
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参考資料－３ 

 

岩盤－レベルコンクリート間における付着力試験実施後の破断面について 

 

1. 概要 

岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験実施後の破断面の写真及びスケッ

チ図に基づき考察を行う。 

 

2. 岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験実施後の破断面の状況 

  第 2－1図，第 2－2図に黒色頁岩－レベルコンクリート間及び凝灰岩－レベ

ルコンクリート間における付着力試験後の破断面の状況（写真及びスケッチ図）

を示す。 

  岩種に関わらず，岩盤面には薄いコンクリートの層が広く付着しているが，

破断位置はいずれも岩盤とレベルコンクリートの境界面であったことから，試

験値は岩盤とレベルコンクリート間の付着力を示しているといえる。 
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第 2－1 図（１） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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第 2－1 図（２） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 

 

 

      コンクリート 

      岩片 

      骨材 

      空洞痕 

凡
例 

      岩盤 

      コンクリート片 

      コンクリートが薄く付着 

      空洞痕 

凡
例 



4条-別紙 2-参 3-4 

 
第 2－1 図（３） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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第 2－1 図（４） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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第 2－1 図（５） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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第 2－1 図（６） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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第 2－1 図（７） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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第 2－1 図（８） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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第 2－1 図（９） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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第 2－1 図（10） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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第 2－1 図（11） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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第 2－1 図（12） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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第 2－2 図（１） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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第 2－2 図（２） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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第 2－2 図（３） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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第 2－2 図（４） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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第 2－2 図（５） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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第 2－2 図（６） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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第 2－2 図（７） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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第 2－2 図（８） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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第 2－2 図（９） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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第 2－2 図（10） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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第 2－2 図（11） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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第 2－2 図（12） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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参考資料－４ 

 

設定付着力に関する統計的な考察について 

 

1. 概要 

今回設定した付着力について統計的な観点も含めた考察を行う。 

 

2. 岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験結果と設定付着力の関係 

  第 2－1図に岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験結果と設定付着力の関

係を示す。 

  設定付着力（0.40N/mm2）は，平均値の小さい黒色頁岩の平均値（0.81N/mm2）

に対して－1.58σに相当する。参考として，凝灰岩の平均値（1.15N/mm2）に対

して－3.13σ，黒色頁岩と凝灰岩を合わせた全体の平均値（0.98N/mm2）に対し

て－1.93σとなる。 

なお，試験結果のばらつきについて，岩種毎に評価した場合は試験によるも

のであるが，岩盤全体として評価した場合には試験によるものと岩種の違い 

によるものが含まれている。 
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第 2－1 図 岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験の結果と 

設定付着力の関係 
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参考資料－５ 

 

試験地盤と建物直下地盤の同等性について 

 

1. 概要 

試験地盤は，建物直下地盤から離れているため，両者の同等性を確認し試験

地盤における付着力試験結果を基に設定した付着力を建物直下地盤に適用する

ことの妥当性を以下に示す。 

 

2. 検討方法 

  試験地盤と建物直下地盤の同等性について，地質・地質構造の観点から比較

を行う。また，参考に岩盤物性の観点からも比較を行う。 

  試験地盤と建物直下地盤の同等性確認の流れを第 2－1図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 2－1 図 試験地盤と建物直下地盤の同等性確認の流れ 

地質・地質構造の比較 

地盤が同様の堆積環境で形成されたもの 
であり，同一の地層区分であることを確認 

岩相，岩級が同一であることを確認 

試験地盤と建物直下地盤は 
同等の岩盤である 

《参考》岩盤物性の比較 
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3. 試験地盤と建物直下地盤の地質・地質構造の比較 

3.1  敷地地盤について 

  敷地地盤における地質断面図を第 3－1図に示す。また，２号炉エリア（１号

炉エリア含む）及び３号炉エリアの地質・地質構造を補足資料－3に示す。 

敷地地盤は，新第三紀中新世の堆積岩類から成る成相寺層と貫入岩類から構

成されており，２号炉及び３号炉原子炉建物基礎地盤周辺は北に向かって約 10

～30°傾斜している。 

これまでのボーリング調査の結果，成相寺層中において，連続性の高い堆積

層（フローユニット）が，２号炉エリア（１号炉エリア含む）から３号炉エリ

アまで連続していることを確認しており，試験地盤及び建物直下地盤を構成す

る地質は，いずれもこの連続性の高い堆積層の上位に位置し，同一の「下部頁

岩部層」に区分される。 

このことから，試験地盤及び建物直下地盤の地質は，同様の堆積環境で形成

されたものであり，岩相及び岩種が同一であれば，両者の岩盤は同等であると

判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

第 3－1 図 敷地地盤における地質断面図 

  

東西断面 

南北断面 
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3.2  試験地盤と建物直下地盤の岩相及び岩級について 

   試験地盤と建物直下地盤の岩相及び岩級の比較を行う。 

 (1) 岩相の比較 

   試験地盤と建物直下地盤における岩相の比較を第 3－2図に示す。 

   試験地盤は黒色頁岩及び凝灰岩で構成されており，建物直下地盤は試験地盤

と同様に黒色頁岩，凝灰岩及びこれらの互層が広く分布している。 

   また，試験地盤が局所的であるため，試験地盤を含む建物直下地盤（３号炉）

及び原子炉建物南側に隣接する原子炉建物南側地盤における岩相区分の比較

を行う。第 3－3図にそれぞれの地盤における岩相区分及び位置関係を示す。 

   いずれの地盤においても主に黒色頁岩及び凝灰岩から構成されている。 
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(2) 岩級の比較 

試験地盤と建物直下地盤における岩級区分の比較を第 3－4図に示す。 

試験地盤における岩級は主にＣＨ級であり，建物直下地盤における岩級は試

験地盤と同様に主にＣＨ級である。 

また，試験地盤が局所的であるため，試験地盤を含む建物直下地盤（３号炉）

及び原子炉建物南側に隣接する原子炉建物南側地盤における岩級区分の比較

を行う。第 3－5図にそれぞれの地盤における岩級区分及び位置関係を示す。 

いずれの地盤においても岩級は主にＣＨ級である。 
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4. 試験地盤と建物直下地盤の岩盤物性値の比較 

参考として，試験地盤と建物直下地盤（２号炉）の岩盤物性値の比較を行う。 

岩盤物性値については，「ＪＮＥＳ報告書」によると，「直接引張試験によ

る付着力は岩盤の圧裂引張強度の順と同じ傾向となった。注１」とされているこ

とから，付着力は岩盤の圧裂引張強度と関係性があると判断し，ここでは試験

地盤と建物直下地盤（２号炉）における圧裂引張強度注２の比較を行う。併せて

３号炉原子炉建物直下地盤における圧裂引張強度注３も示す。 

  第 4－1図に試験地盤及び建物直下地盤（２号炉及び３号炉）における圧裂引

張強度の比較を示す。 

黒色頁岩，凝灰岩とも試験地盤の圧裂引張強度の平均値は，建物直下地盤（２

号炉）の圧裂引張強度の平均値と同程度であり，試験地盤の個々の圧裂引張強

度も建物直下地盤（２号炉）の±１σの範囲内に概ね収まっていることから，

試験地盤と建物直下地盤（２号炉）は同等の岩盤である。また，３号炉建物直

下地盤の値とも同程度であることを確認した。 

 

 注１：「ＪＮＥＳ報告書」では，岩盤物性試験として，一軸圧縮強度，圧裂引張強度，超音波伝

播速度を計測しており，このうち圧裂引張強度の順と付着力の順が同じ傾向(砂岩＞花崗

岩＞凝灰岩)となったことが示されている。 

 注２：島根２号炉原子炉建物位置のボーリング孔から採取した試料による試験。 

（島根原子力発電所原子炉設置許可変更申請書（平成 25年 12月 25日）） 

 注３：島根３号炉原子炉建物位置のボーリング孔から採取した試料による試験。 

（島根原子力発電所原子炉設置許可変更申請書（平成 17年 4月 26 日）） 
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第 4－1 図（１） 試験地盤及び建物直下地盤（２号炉及び３号炉） 

における岩盤の圧裂引張強度の比較（黒色頁岩） 

第 4－1 図（２） 試験地盤及び建物直下地盤（２号炉及び３号炉） 

における岩盤の圧裂引張強度の比較（凝灰岩） 
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5. まとめ 

  試験地盤と建物直下地盤の同等性を地質・地質構造の観点から確認した。 

  試験地盤と建物直下地盤の地質が同様の堆積環境で形成されたものであり，

同一の地層区分であることを確認した。 

試験地盤と建物直下地盤の岩相は主に黒色頁岩及び凝灰岩で構成されている

こと，及び岩級はＣＨ級であり，岩相及び岩級が同一であることを確認した。 

  また，参考として，試験地盤と建物直下地盤の岩盤物性値（圧裂引張強度）

を比較し，同程度であることを確認した。 

 

  以上より，試験地盤と建物直下地盤は同等のものであり，試験地盤における

付着力試験結果を基に設定した付着力を建物直下地盤に適用することは妥当で

あると判断する。 
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補足資料－１ 

 

既工認実績における付着力試験方法との比較 

 

島根サイトと既工認実績における付着力試験方法を第１表に示す。なお，参考

に「ＪＮＥＳ報告書」及び地盤工学会の「岩盤の原位置一軸引張り試験方法」の

試験方法も同表に示す。 

 

第１表 島根サイトと既工認実績における付着力試験方法の比較 

サイト 試験体形状 
接合面の凹凸の

状態 

レベルコンクリート 

対象岩種等 標本数 圧縮強度 

(N/mm2) 
養生日数 

島根 
直円柱① 

(φ10㎝) 
10mm程度② 18③ ７日④ 

黒色頁岩， 

凝灰岩 
24⑤(１岩種当り 12) 

既
工
認
実
績 

高浜 
直四角柱 

(10㎝×10㎝) 
10～20mm程度 15 27日 流紋岩 27 

大飯 
直四角柱 

(10㎝×10㎝) 
10～20mm程度 15 28日 石英閃緑岩 19 

美浜 
直四角柱 

(10㎝×10㎝) 
10～20mm程度 15 28日 花崗岩 15(現地)＋25(室内) 

川内＊１ 
直四角柱 

(150㎝×150㎝) 
木ごて仕上げ 

15 62～68日 レベルコンクリート 
3 

30 31～37日 基礎コンクリート 

参
考 

ＪＮＥＳ 

報告書 

直四角柱 
(10㎝×10㎝) 

10～20mm 
程度 

15 28日 
花崗岩，砂岩， 

凝灰岩 
36(1岩種当り 12) 

直四角柱 
(150㎝×150㎝) 

粗面(80mm程度) 
平滑面(20mm程度) 

15 28日 花崗岩 6(1水準当り 3) 

地盤 

工学会 

直円筒，直円柱， 
直四角柱 

(100～1000mm) 
規定なし 規定なし 規定なし 

軟岩から硬岩まで 

を対象 
3以上 

《既工認実績と異なる方法を採用した理由》 
① コンクリートの充填性を考慮し試験体形状を直円柱とした。なお，地盤工学会の試験方法では直円柱も採用されている。 

② 「ＪＮＥＳ報告書」によると，「岩盤表面の凹凸状況の差が接合面の剥離性状にほとんど影響を及ぼしていないことが
認められた。」とあることから，接合面の凹凸による付着力への影響は軽微であると考え 10mm程度に設定した。 

③ 市中生コンプラントで調達可能で最も低いＦｃ＝18N/mm2とした。 

④ 養生期間を短縮するため，早強コンクリート(調合材齢７日)を採用した。 
⑤ 標本数は，「ＪＮＥＳ報告書」を参考に１岩種当り 12 個とした。なお，地盤工学会の試験方法では３個以上とされて

いる。 

＊１：「ＪＮＥＳ報告書」のレベルコンクリートと基礎コンクリート間の付着力試験結果を用いている。 

注：他サイトの情報等に係る記載内容については，公開資料を基に当社の責任において記載したものです。 
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補足資料－２ 

 

既工認実績における設定付着力との比較 

 

島根サイトと既工認実績における設定付着力の比較を第１表に示す。 

島根サイトの建物直下地盤は主に黒色頁岩，凝灰岩及びこれらの互層から構成

されており，実際の建物直下地盤における黒色頁岩と凝灰岩の構成割合を定量的

に確認できないこと，建物毎でその構成割合が異なることから，付着力の設定に

は，岩盤全体の平均値(0.98N/mm2)ではなく，保守的に値の小さい黒色頁岩の平均

値(0.81N/mm2)に基づき設定した。また，物性値のばらつき，原位置試験の不確実

性を踏まえて，平均値をそのまま用いるのではなく，保守性を考慮し，平均値に

２倍の安全率を考慮し，かつ試験結果の最低値を下回るよう設定した。 

よって，島根サイトの設定付着力は，岩盤全体の平均値(0.98N/mm2)に対して２

倍以上の余裕があることから，既工認実績と比較しても遜色なく，試験結果に対

して十分な保守性を考慮した値である。 

 

第１表 島根サイトと既工認実績における設定付着力の比較 

サイト 建物 

採用する地震 

応答解析モデル 
(基礎浮上り評価法) 

付着力の設定 

試験の平均値 

(N/mm2) 

試験の 
最小値 
(N/mm2) 

設定 
付着力 
(N/mm2) 

保守性の考え方等 

島根 

廃棄物処理建物 
ジョイント要素を 

用いた３次元 

ＦＥＭモデル＊１ 1.15(凝灰岩) 
0.81(黒色頁岩) 

0.50 0.40 

２種の岩種のうち平均値の小さい

黒色頁岩の平均値に対して２倍の
安全率を考慮するとともに最小値
0.50を下回るよう設定 制御室建物 

ＳＲモデル＊２ 
(浮上り線形 

地震応答解析) 

既
工
認
実
績 

高浜 中間建屋 

ジョイント要素を 

用いた３次元 
ＦＥＭモデル＊１ 

0.92 0.55 0.3 

平均値に対して十分な余裕を考慮

するとともに最小値 0.55 を下回る
よう設定 

大飯 制御建屋 

ジョイント要素を 

用いた３次元 
ＦＥＭモデル＊１ 

0.71 0.44 0.3 

平均値に対して十分な余裕を考慮

するとともに最小値 0.44 を下回る
よう設定 

美浜 原子炉建屋 

ジョイント要素を 

用いた３次元 
ＦＥＭモデル＊１ 

0.91 0.57 － 

補足説明資料において工認ケース
との比較ケース(側面回転ばね非考
慮モデル)に平均値（0.91N/mm2）を

設定＊３ 

川内 
ディーゼル建屋， 
主蒸気管室建屋 

基礎固定 
モデル＊２ 

0.63 0.50 
0.18 

（必要付着力） 

「ＪＮＥＳ報告書」のレベルコンク
リートと基礎コンクリート間の試

験結果の平均値（0.6N/mm2）と比較 

＊１：ジョイント要素に付着力を考慮。 

＊２：基礎浮上りが発生しないために必要な付着力が設定付着力を超えないことを確認。 

＊３：工認ケースにおいては，付着力を考慮していない。 

注：他サイトの情報に係る記載内容については，公開資料を基に当社の責任において記載したものです。 
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補足資料－３ 

 

島根原子力発電所 敷地の地質・地質構造について 

(第 223回審査会合資料再掲) 

 

以下に，島根原子力発電所の２号炉エリア（１号炉エリア含む）及び３号炉エ

リアの地質・地質構造を示す（第 223回審査会合，資料 2－1の再掲）。 

 

 

第 223回審査会合 

資料２-1 P９再掲 
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第 223回審査会合 

資料２-1 P10再掲 

第 223回審査会合 
資料２-1 P11再掲 
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第 223回審査会合 
資料２-1 P12再掲 

第 223回審査会合 
資料２-1 P13再掲 
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第 223回審査会合 
資料２-1 P15再掲 

第 223回審査会合 

資料２-1 P17再掲 
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第 223回審査会合 
資料２-1 P18再掲 

第 223回審査会合 

資料２-1 P20再掲 

注：３号炉の地質断面図では，２号炉の地質断面図で互層として区分していた地質を細分している。 
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第 223回審査会合 

資料２-1 P21再掲 

第 223回審査会合 
資料２-1 P22再掲 

注：３号炉の地質断面図では，２号炉の地質断面図で互層として区分していた地質を細分している。 
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補足資料－４ 

 

建物直下地盤周囲の地盤状況について 

 

建物直下地盤周囲の地盤状況として，原子炉建物南側に隣接した土木構造物（第

１ベントフィルタ格納槽及び低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽）の設置地盤にお

ける岩相区分及び岩級区分を第１図に示す。 

建物直下地盤周囲における岩相は黒色頁岩（一部凝灰質頁岩）及び凝灰岩が確

認され，岩級は主にＣＨ級であることから，試験地盤は建物直下地盤と同等の地

盤である。 

 

        
 

 

     
 

（第１ベントフィルタ格納槽） 

第１図（１） 原子炉建物南側に隣接する土木構造物の設置地盤における 

岩相区分及び岩級区分 

第１ベントフィルタ格納槽 

 Ｎ 

原子炉建物 

岩相区分              岩級区分 

掘削面（T.P.－5.0m） 
（配置図） 
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（低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽） 

第１図（２） 原子炉建物南側に隣接する土木構造物の設置地盤における 

岩相区分及び岩級区分 

岩相区分              岩級区分 

※：岩相区分及び岩級区分と方位を合わせるため， 
写真を 180°回転させている。 

掘削面（T.P.－1.6m） 

（配置図） 

 Ｎ 

原子炉建物 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 
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1. 概要 

島根原子力発電所の建設時の工事計画認可申請書（以下「既工認」という。）で

は，原子炉建物の基礎スラブ等の鉄筋コンクリート部材の応力解析において，３

次元ＦＥＭモデル等を用いた弾性解析により評価を実施していた。 

今回の工事計画認可申請書（以下「今回工認」という。）では，入力地震動の増

大に伴い，鉄筋コンクリート部材の塑性化が想定されることから，鉄筋コンクリ

ートの弾塑性挙動を踏まえた適切な評価を実施するために，基準地震動Ｓｓによ

る検討においては，基本的に材料（コンクリート，鉄筋）の非線形特性を考慮し

た弾塑性解析を採用する予定である。 

本資料は，鉄筋コンクリート構造物の３次元弾塑性解析が先行電力を含めた既

工認での採用事例がないことを踏まえ，その妥当性・適用性について説明するも

のである。 

本資料では，まず既工認モデルと今回工認モデルの差異について整理・考察し，

新手法としての妥当性を確認するべき項目として，弾塑性解析の採用のみが抽出

されることを確認する。その上で，弾塑性解析を採用する際の論点を整理する。

次に，抽出された論点に対して，既往の研究から得られた知見の整理を通して，

その適用性・妥当性について考察する。 

 

2. 既工認モデルと今回工認で採用予定のモデルの差異について 

原子炉建物の基礎スラブを代表として既工認モデルと今回工認で採用予定のモ

デルの差異を整理し，論点を抽出する。 

2.1 原子炉建物の基礎スラブの構造概要 

島根原子力発電所２号炉（以下，「島根２号炉」という。）原子炉建物の基礎

スラブは，70.0m（ＮＳ）×89.4m（ＥＷ）の矩形を成しており，厚さ 6.0mの鉄

筋コンクリート造のべた基礎で，岩盤に直接設置している。また，原子炉格納

容器及びその内部構造物，原子炉一次しゃへい壁並びに原子炉建物の内外壁等

から伝わる荷重を支持する部材である。 

原子炉建物の基礎スラブの概要を第 2－1図に示す。 
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（ＥＬ 1.3m） 

 

第 2－1 図 原子炉建物の基礎スラブの概要（単位：ｍ） 
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2.2 既工認モデルと今回工認で採用予定のモデルの差異について 

まず，既工認で採用した原子炉建物の基礎スラブの解析モデルと今回工認で

採用する予定の解析モデルとの差異を整理し，論点となり得る項目を整理する。 

既工認における原子炉建物の基礎スラブの解析モデルと今回工認で採用予定

の解析モデルの比較表を第 2－1表に示す。 

第 2－1表で整理したとおり，既工認と今回工認における解析モデルの差異と

しては，以下の２点が抽出された。 

（１）応力解析に弾塑性解析を採用すること 

（２）コンクリートの物性値（ヤング係数，ポアソン比） 
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第 2－1 表 応力解析モデル及び手法の比較（原子炉建物の基礎スラブ） 
項目 既工認時 今回工認時 

解析手法 
・弾性地盤上に支持された厚さ 6.0m の一枚の版として有限要素法に

より解析する。 
・同左 

解析コード ・NASTRAN ・ABAQUS 

荷重 ・固定荷重，機器配管荷重，積載荷重，地震荷重（S2），土圧等 
・固定荷重，機器配管荷重，積載荷重，地震荷重（Ss）， 

土圧等 

モデル化 

モデル化 

範囲 

・基礎スラブ全体と剛性の高い一部壁をモデル化する。従って，モ

デルの大きさは外壁の最外端までの 70.0m（ＮＳ）×89.4m（ＥＷ）

となる。 

・同左 

メッシュ 

サイズ 
・モデル全体で概ね 1～3m 程度 ・同左 

要素 

タイプ 

・基礎スラブ全体をシェル要素でモデル化する。 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁（外部ボックス壁，内部

ボックス壁及びドライウェル外側壁）は，その剛性を考慮した等価

な梁要素でモデル化する。外部ボックス壁及び内部ボックス壁は燃

料取替床レベル（ＥＬ 42.8m）まで，ドライウェル外側壁はＥＬ約

23m までの剛性を考慮する。また，梁要素の剛性算定においては開口

部による影響は考慮しない。 

・同左 

（ただし，基礎スラブのシェル要素は，コンクリート及び鉄

筋それぞれに弾塑性特性を設定した積層シェル要素でモデル

化） 

材料物性 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.1×106（t/m2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.167 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.25×104（N/mm2）※1 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.2※1 

評価方法 

応力解析 ・弾性解析 ・弾塑性解析 

許容限界 

（機能維持） 

部材に発生する応力が終局強度を超えないことを確認する。 

接地圧が地盤の許容支持力度を超えないことを確認する。 

（機能維持） 

部材に発生する応力，ひずみが終局強度を超えないことを確

認する。※2 

接地圧が地盤の極限支持力度を超えないことを確認する。 

モデル 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁は，その剛性を考慮した

等価な梁要素でモデル化，底面には支持地盤と等価な弾性ばねをモ

デル化。 

・基礎スラブより立ち上がっている独立柱はその剛性を考慮しない。 

・B2F 壁の開口は比較的小さく影響はないと判断し，梁要素には開口

部をモデル化しない。 

 

・同左 

※1：コンクリートのヤング係数及びポアソン比は，日本建築学会「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－ 」 

（1999）による計算式に基づく値を用いる。 

※2：許容限界については，日本機械学会「発電用原子力設備規格コンクリート製原子炉格納容器規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＥＩ－2003」等 

によるものとし，設定の考え方については添付資料－１に示す。 

注 1：コンクリート圧縮側の応力ひずみ曲線の折れ線近似については添付資料－２に示す。 

注 2：ドライウェル外側壁内部の構造物から基礎スラブに伝達される荷重等の考え方については添付資料－３に示す。 

注 3：タービン建物及び制御室建物の基礎スラブについては，剛性の高い壁のうち低層部の一部をシェル要素でモデル化し，壁の立体

的な形状による剛性への寄与を考慮する予定であるが，詳細については，詳細設計段階で説明する。モデル化の考え方について

は添付資料－４に示す。 

注 4：弾塑性解析の適用に関する先行プラントとの比較を参考資料－１に示す。 

注 5：内部ボックス壁は二次格納施設を構成するバウンダリであることから，詳細設計段階において，基礎スラブからの反力の影響を

確認する。 

注 6：耐震壁が塑性化することによる影響について，詳細設計段階で建物ごとに確認する。 

   

梁要素（耐震壁の剛性を考慮） 



4条-別紙 3-5 

2.3 既工認との差異についての考察 

  (1) 応力解析に弾塑性解析を採用することについて 

弾塑性解析については，基準地震動Ｓｓによる入力の増大に伴い，原子炉建

物の鉄筋コンクリート構造全体としての挙動が塑性領域に入ると考えられる

ため，その塑性域の挙動を適切に評価するために採用するものである。 

島根２号炉原子炉建物の基礎スラブに要求される機能は，基準地震動Ｓｓに

対する間接支持構造物としての機能であり，許容限界としては機能維持となる。

原子炉建物の基礎スラブの耐震重要度分類の考え方及び耐震評価方針につい

て参考資料－2 に示す。また，鉄筋コンクリート造構造物に関する規格である

日本機械学会「発電用原子力設備規格コンクリート製原子炉格納容器規格 Ｊ

ＳＭＥ Ｓ ＮＥＩ－2003」（以下「ＣＣＶ規格」という。）は，基準地震動Ｓｓ

に対して主要施設としての機能確保が必要な施設に対する設計規格である。 

以上のことから，基礎スラブの弾塑性解析はＣＣＶ規格に基づき実施する。 

ただし，鉄筋コンクリート構造物の弾塑性解析については先行電力を含めた

既工認で採用された事例がなく，手法自体の変更となることから解析結果に与

える影響も大きいと判断し，以降でその詳細について分析・検討し，今回工認

で新手法として採用することの妥当性を確認することとする。なお，弾塑性解

析の採用に当たって解析コードとして「ABAQUS」を採用しているが，汎用の有

限要素解析コードであり，鉄筋コンクリート構造物に対する既往知見もあるこ

と（詳細は，本資料「4．材料構成則の適用性・妥当性について 4.1 (2) 解析

プログラム「ABAQUS」を用いた検討例」を参照）から，ここでは論点として取

り上げないこととする。なお，今回工認では，添付資料として「計算機プログ

ラム（解析コード）の概要」を添付し，その妥当性を説明する予定である。 

 

  (2) コンクリートの物性値（ヤング係数，ポアソン比） 

コンクリートの物性値のうち，ヤング係数については，設計基準強度に基づ

き算定した値を採用する予定である。 

一方，ポアソン比の変更については適用基準を日本建築学会「鉄筋コンクリ

ート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－ 」（1999）（以下，ＲＣ規準

という。）に見直したことによるものであり，同様の変更については先行審査

でも認可実績があり，論点とはならないと考えている。 

以上のことから，コンクリートの物性値の変更については，本資料における

論点としては取り扱わないこととする。 
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3. 弾塑性解析を採用する目的と論点について 

3.1 弾塑性解析を採用する目的 

弾性解析と弾塑性解析の応答性状の違いを示した概念図を第 3－1 図に示す。

弾性解析は，どれだけ入力が大きくなっても初期の剛性が維持され続けるとい

う仮定での解析を実施することとなるので，入力レベルが小さい場合は実現象

を精度良く再現することができるが，入力の増大により挙動が塑性領域に入る

ような場合，部材の塑性化により剛性が低下する現象を模擬できない。そのた

め，実挙動が塑性領域に入る場合に弾性解析を用いると，応力を過大に評価し，

ひずみ（変形量）は過小に評価することとなる。この傾向は入力が大きくなれ

ばなるほど，より顕著になると考えられる。 

今回工認では，基準地震動Ｓｓによる入力の増大に伴い，原子炉建物等の鉄

筋コンクリート構造全体としての挙動が塑性領域に入ると考えられることから，

入力レベルに応じた構造物の挙動を適切に評価することを目的として弾塑性解

析を採用することが必要であると判断した。 

 

  

第 3－1 図 弾性解析と弾塑性解析の違い（概念図）  
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3.2 弾塑性解析を採用するに当たっての論点 

3.1で説明したとおり，原子炉建物の基礎スラブ等の応力解析に弾塑性解析を

取り入れることによる利点としては，既工認で採用していた弾性解析では表現

出来ないような大入力時の弾塑性挙動を評価できることにある。弾塑性挙動を

適切に評価するに当たっては，塑性領域を含めた鉄筋及びコンクリートの材料

構成則（材料の応力とひずみの関係をモデル化したもの）を適切に設定し解析

を実施する必要があると考えられる。 

今回工認で採用予定の材料構成則を第 3－2図に示す。ここで，コンクリート

（圧縮側）は CEB-FIP(1)モデル，コンクリート（引張側）はＲＣ規準（ひび割れ

点の評価）と岡村・出雲モデル(2)（ひび割れ点以降の引張軟化曲線），鉄筋（圧

縮・引張側）は完全弾塑性型を用いているが，弾塑性挙動へ与える影響が大き

いため，その設定の妥当性・適用性については十分に確認する必要があると判

断し，「材料構成則の設定の妥当性」を弾塑性解析採用に当たっての論点として

位置づけ，その妥当性・適用性を検討することとした。 

また，応力解析においてシェル要素を用いた弾塑性解析を採用することにつ

いても，その妥当性・適用性を検討する。 

なお，本材料構成則については，柏崎刈羽原子力発電所６号炉及び７号炉の

鉄筋コンクリート製原子炉格納容器（以下「ＲＣＣＶ」という。）の設置変更許

可段階の審査において採用している手法と同様である。 
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(a)コンクリートの応力－ひずみ関係 

 
 

 
(b)鉄筋の応力－ひずみ関係 

 
Fc：コンクリートの設計基準強度，σy：鉄筋の降伏強度 

第 3－2 図 採用予定の材料構成則  

 

 

ひずみε 
（×10-6） 

応力σ 
（N/mm2） 

-3000 -2000 

-0.85Fc 

0 

0.38√Fc 

引張強度：ＲＣ規準 
引張軟化曲線：岡村・出雲モデル 

（付着特性のパラメータ C=0.4） 

圧縮側：CEB-FIPモデル 

ひずみε 
（×10-6） 

-5000 

-σy 

5000 0 

σy 

応力σ 
（N/mm2） 

 

完全弾塑性型 
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4. 材料構成則の適用性・妥当性について 

原子炉建物の基礎スラブ等の応力解析では，基準地震動Ｓｓによる外力の増大

に伴い，鉄筋コンクリート部材の塑性化が想定されることから，鉄筋コンクリー

トの弾塑性挙動を踏まえた適切な評価を実施するために弾塑性解析を採用する予

定である。その中でも適用した材料構成則が弾塑性挙動に直結する項目であるこ

とから，弾塑性解析を採用する上での論点として位置づけ，以下で設定に当たっ

て適用した文献の内容を整理し，その妥当性・適用性を検討する。 

 

4.1 コンクリート（引張側） 

コンクリートの引張側の材料構成則のうち，ひび割れが発生するまでのコン

クリートの剛性は圧縮側の初期剛性と同様の値とし，引張強度については，Ｒ

Ｃ規準における曲げひび割れ時のコンクリート引張強度に関する記載である

(4.1)式を参考に，その下限値を設定している。なお，ＲＣ規準は，既工認でも

適用実績のある規格規準である。また，今回の検討では保守的に引張強度の下

限値を参照し，コンクリート引張側のエネルギー消費を低く見積もることによ

り鉄筋の引張側の負担が増えるように配慮しており，十分に保守的な設定であ

ると考えられる。 

𝜎𝜎𝑡𝑡𝑐𝑐 =(0.38～0.75)�𝜎𝜎𝑏𝑏  ・・・(4.1) 

𝜎𝜎𝑡𝑡𝑐𝑐 :コンクリートの引張強度 

𝜎𝜎𝑏𝑏:コンクリートの圧縮強度 

 

また，ひび割れ発生後は応力再配分により力の大部分は鉄筋が負担すること

となるものの，実現象としては，鉄筋とコンクリート間の付着によりひび割れ

後のコンクリートも構造全体に生じる応力の一部を負担することから，ひび割

れ後の性状を考慮するために，ひび割れ点以降のコンクリートの構成則として

引張軟化曲線を定義している。引張軟化曲線としては，弾塑性解析で使用する

計算機コード「ABAQUS」で，各種実験結果との対応が良いことが確認されてい

る岡村・出雲モデルを採用する予定である。 

岡村・出雲モデルは，既往文献における知見を参照して設定した項目であり，

既工認で適用実績がないため，以下で，モデルの概要（モデルが提唱された論

文における妥当性検証の内容含む）について整理した上で，既往の検討例を整

理することにより原子炉建物の基礎スラブ等の弾塑性解析への適用性を検討す

る。 
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(1) 岡村・出雲モデルの概要

岡村・出雲モデルは，ひび割れた鉄筋コンクリートの引張軟化を評価する際

に設定するコンクリートの引張軟化曲線である。鉄筋に関係なく，ひび割れ後

のコンクリートの平均応力-平均ひずみの関係を与えているのが特徴であり，

下記の式により表現される。 

σt
ft

= �εcr
εt
�

c
・・・(4.2)

σt：ひび割れと直角方向のコンクリートの平均引張応力

ft：２軸応力下のコンクリートの引張強度

εcr：ひび割れ発生時の平均引張ひずみ

εt：ひび割れと直角方向の平均引張ひずみ

c：付着性状を表すパラメータ

本モデルの妥当性については，原論文においても既往の実験結果との比較に

より検証されているため，以下ではその概要について記載する。 

原論文では，(4.2)式を用いることで既往の実験（Collins-Vecchio の実験(3)，

森田・角の実験(4)）から求められたコンクリートの平均応力-平均ひずみ曲線を

ほぼ再現できることを確認している（第 4－1 図）。ここで，付着性状を表す

パラメータ c としては，鉄筋として溶接された金網を用いた Collins-Vecchio 

の実験では c=0.2，異形鉄筋を用いた森田・角の実験は c=0.4 が採用されてい

る。なお，今回工認の原子炉建物の基礎スラブ等の応力解析モデルでは，原子

炉建物の基礎スラブ等で用いている鉄筋が異形鉄筋であることを踏ま

え，c=0.4 を採用している。 

また，ひび割れ後のコンクリートの構成則として(4.2)式を用いた検討を実

施し，既往の実験時の挙動を再現できるかを確認している。ここでは，既往の

実験（Collins-Vecchio の実験及び青柳・山田の実験(5)）からコンクリートの

引張剛性の影響を受ける供試体を選定し，鉄筋コンクリート部材の挙動（せん

断ひずみ，鉄筋のひずみ）が実験値とよく一致する結果となることを確認して

いる（第 4－2 図）。このことから岡村・出雲モデルがひび割れ後の挙動をよく

表現できるモデルであるとしている。 
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第 4－1 図 岡村・出雲モデルと他のモデルとの比較 

（文献(2)より引用）

第 4－2 図 コンクリート引張剛性モデルの検証結果 

（文献(2)より引用） 
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(2) 解析プログラム「ABAQUS」を用いた検討例

ａ． 日本建築学会「コンクリート系構造の部材解析モデルと設計への応用」で

の検討例 

日本建築学会「コンクリート系構造の部材解析モデルと設計への応用」(6)

には，鉄筋コンクリート部材の応力解析に用いる予定の解析プログラム

「ABAQUS」を使用した解析例が示されている。 

ここでもコンクリートの引張軟化曲線として岡村・出雲モデルを用いた検

討例が示されており，既往の試験結果と解析結果との対応が良好であること

が確認されている。 

本文献においては，簡易要素ベンチマークテスト，梁せん断試験，床曲げ

試験の検討例が示されている。以下にその概要を述べる。 

梁せん断破壊試験については，既往の文献(7)に示される試験体を模擬して，

試験体中央部に鉛直方向単調荷重を変位制御で載荷する静的漸増非線形解析

を実施し，「ABAQUS」で用いる塑性損傷モデルに係るパラメータを検討したも

のである（第 4－3 図）。ここでの検討の結論としても，コンクリートの引張

軟化曲線は，岡村・出雲モデルを用いた検討ケースが文献における実験結果

との対応が良好とされている。 

鉄筋コンクリート床の曲げ破壊試験については，既往の文献(8)に示される

試験体を模擬し，荷重積載部に鉛直方向単位荷重を変位制御で載荷する静的

漸増非線形解析を実施し，「ABAQUS」で用いる塑性損傷モデルに係るパラメー

タを検討したものである（第 4－4 図）。ここでの検討の結論としても，コン

クリートの引張軟化曲線は，岡村・出雲モデルを用いた検討ケースが文献に

おける実験結果との対応が良好とされている。 
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第 4－3 図 梁せん断破壊試験に基づく検証結果（文献(6)より引用）  
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第 4－4 図 鉄筋コンクリートの曲げ破壊試験に基づく検証結果 

（文献(6)より引用） 
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ｂ． 原子炉格納容器信頼性実証事業における検討例 

財団法人原子力発電技術機構が実施した原子炉格納容器信頼性実証事業(9)

においても，基礎要素特性試験（二軸引張基礎要素特性試験）の結果を用い

て，「ABAQUS」による検討を実施しており，そこで得られた知見として，コン

クリートの構成則特性については，出雲式が実験との整合が良いと記載され

ている。試験及び解析の概要を以下に示す。 

基礎要素特性試験は，ＲＣＣＶの限界挙動を評価する解析モデルの妥当性

検証を主たる目的として実施されたものであり，ＲＣＣＶにおいて想定され

る破損部位とモードを踏まえて試験内容が設定されている。ＲＣＣＶの破壊

想定部位及びモードは第 4－5図に示すとおりとしており，このうち，局部的

な損傷が大きくなる領域（円筒壁脚部：面外せん断，面外曲げ，大開口部：

引張，トップスラブ開口部：円周方向引張曲げ，トップスラブ隅角部：面外

せん断，面外曲げ）に対しては，部分詳細モデルを用いた解析を実施し，特

に，円筒壁における大開口部周りでは，開口部周りの厚板部と薄板の接合部

等の開口部を構成する補強部材等の影響で，ライナにひずみ集中が発生する

ことが想定された。このため，開口部及び周囲の鉄筋コンクリート／ライナ

性状を模擬した２軸引張試験が実施されることとなったものである。 

試験ではＲＣＣＶの開口部及び周囲の鉄筋コンクリート／ライナ性状を模

擬した試験体（ライナあり・なしの２種類の試験体）を直角２方向に引張加

力し，その構造的挙動を確認している。試験体の材料（鉄筋，コンクリート）

は実機と同等のものを用いており，配筋についても実機をできる限り忠実に

モデル化するとしている。試験体の縮尺は，ライナの破損を評価するために

はできるだけ大きな縮尺が望ましいとして，１／２倍としている。試験体形

状及び加力装置を第 4－6図に示す。 

 

 

第 4－5 図 ＲＣＣＶの破損想定部位とモード 

（文献(9)より引用）  
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第 4－6 図 二軸引張基礎要素特性試験の試験体及び試験装置 

（文献(9)より引用） 
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実験結果を踏まえた解析としては，荷重分布・材料物性・構成則・要素の

種類（シェル要素，ソリッド要素）・ライナアンカのモデル化が及ぼす影響に

ついて検討が行われている。シェル要素での検討は，解析コード「LASHET」(清

水建設（株）所有)，ソリッド要素での検討では，解析コードとして「ABAQUS」

が使用されている。 

ソリッド要素モデルは，開口部周りや円筒部脚部，トップスラブ隅角部を

対象とする解析に用いられており，検討に当たっては，第 4－7図に示すとお

り，ライナなしのＲＣのみのモデルとライナありのモデルが作成されている。

ライナなしのモデルはコンクリートの引張強度とテンションスティフニング

特性（引張軟化曲線）をパラメータとして解析し，シェル要素モデルと解析

精度の比較が行われている。 

解析結果を第 4－8図に示す。この解析から得られた知見のうち，コンクリ

ート構成則特性については，出雲式(岡村・出雲モデル)が実験との整合が良

いとされている。 

なお，NUPECによる解析において，岡村・出雲モデル適用時の付着性状を

表すパラメータは，岡村・出雲モデルの原論文で異形鉄筋に対する適用性が

確認されている c=0.4が使用されている。  
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第 4－7 図 ソリッド要素による解析モデル（文献(9)より引用） 

 

 

第 4－8 図 解析結果（文献(9)より引用，加筆） 
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ｃ． 基礎スラブをシェル要素でモデル化した場合の検討例 

弾塑性解析による既往の検討(10)(11)では，基礎スラブをシェル要素でモデル

化した場合の面外変形時の応力分布性状に関する比較検討を行っており，Ａ

ＩＪ指針，道路橋示方書，鉄道構造物等設計標準，Eurocodeに記述されてい

る柱・梁部材の塑性ヒンジ領域の長さと部材せいの関係におおむね整合する

解析結果が得られることを示している。（第 4－9図） 

 

 

第 4－9 図 弾塑性解析による既往の検討例 

（文献(10)，(11)より引用）  
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  (3) 岡村・出雲モデルの鉄筋コンクリート部材の応力解析への適用性について 

岡村・出雲モデルは，提案時より既往の複数の実験結果を用いて妥当性が十

分に検証されていること，また，今回使用する解析プログラム「ABAQUS」を用

いた検討例でも鉄筋コンクリート部材の各種実験結果との対応が良好とされ

ていることから，３次元ＦＥＭモデルによる弾塑性解析を実施する際のコンク

リート（引張側）の構成則（引張軟化曲線）として，採用することは妥当であ

ると考えている。 
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4.2 コンクリート（圧縮側） 

コンクリートの圧縮応力度とひずみの関係は，ＣＣＶ規格の図 CVE3511.2-1

を参考にした上で，パラボラ型の応力ひずみ曲線を想定するに当たって標準的

な CEB-FIP Model Codeに基づき設定している。 

CEB-FIP Model Codeにおけるコンクリート（圧縮側）の構成則は以下の(4.3)

式により規定されている。なお，(4.3)式に基づく場合，島根２号炉のコンクリ

ート強度は 50MPa(N/mm2)以下であるため，終局ひずみは 0.0035となるが，ＣＣ

Ｖ規格における終局ひずみは 0.003であるため，鉄筋コンクリート部材の応力

解析で用いるのは 0.003までの範囲内とする。 

σcd=0.85fcd �2 �
εc
εc1
� − � εc

εc1
�

2
� （εc＜εc1の場合） 

σcd=0.85fcd   （εc1≦εc≦εcuの場合） ・・(4.3) 
σcd=0    （εcu＜εcの場合） 

ここで， 
εc1=0.002   
εcu=0.0035  （fck≦50MPa の場合） 

εcu=0.0035 �50
fck
�  （50MPa＜fck≦80MPa の場合） 

σcd：コンクリートの応力 
εc：コンクリートのひずみ 
εcu：コンクリートの終局ひずみ 
fcd，fck：コンクリート圧縮強度 
 

ＣＣＶ規格では，鉄筋コンクリート部材から構成されるＲＣＣＶにおいて，

荷重状態Ⅳに対する応力解析から求まる応力（膜力，曲げモーメント等）をも

とにコンクリートの圧縮ひずみを算定する際，パラボラ型の応力ひずみ曲線を

仮定している。ＣＣＶ規格に示されるコンクリートの応力度・ひずみ関係を第 4

－9図に示す。 

なお，今回工認で参照した CEB-FIP Model Code はパラボラ型であるものの，

前掲した第 3－2図に示したとおり，今回工認では折れ線近似している。 

今回工認で適用するコンクリート圧縮側の応力ひずみ曲線の設定について添

付資料－2に示す。 

以上のことから，コンクリートの圧縮側の弾塑性特性については，CEB-FIP 

Model Codeに基づき設定することは妥当であると考えている。 
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第 4－9 図 コンクリートの応力度・ひずみ関係（ＣＣＶ規格より引用） 

 

4.3 鉄筋（引張側，圧縮側） 

鉄筋の非線形特性については，ＣＣＶ規格（CVE-3511.2の記載）に基づき完

全弾塑性型として設定している。 

ＣＣＶ規格では，鉄筋コンクリート部材から構成されるＲＣＣＶにおいて，

荷重状態Ⅳに対する応力解析から求まる応力をもとに鉄筋の圧縮及び引張ひず

みを算定する際，完全弾塑性型を仮定している。ＣＣＶ規格に示される鉄筋の

応力度・ひずみ関係を第 4－10図に示す。 

以上のことから，３次元ＦＥＭモデルによる弾塑性応力解析を実施する際の

鉄筋（引張側，圧縮側）の材料構成則として，完全弾塑性型を採用することは

妥当であると考えている。 

 

第 4－10 図 鉄筋の応力度・ひずみ関係（ＣＣＶ規格より引用） 
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5. 既往研究に基づく弾塑性解析の適用性・妥当性について 

  (1) 基礎スラブの応力解析における適用要素の規基準類上の扱い 

「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987」の「5.3.2 応

力解析」には，「格納施設の基礎マット等の厚いコンクリート構造のＦＥＭ解

析のモデル化については，基礎の幾何学的形状，上部構造及び基礎の解析モデ

ル作成上の整合性を考慮して適切な要素を選択しなければならない。一般的に，

原子炉建屋の基礎マットのようにマット厚の厚い部位の３次元ＦＥＭ解析に

はソリッド要素，又は面外せん断を考慮した平板要素を採用するのが良い。」

と記載されている。ここで，面外せん断を考慮した平板要素とは，今回適用す

るシェル要素に該当する。 

日本建築学会「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」（2005）

の「8 条 構造解析の基本事項」の解説には，「基礎スラブは荷重状態が複雑な

ため，弾性地盤に支持された板としてＦＥＭでモデル化する場合が多い。要素

としてはシェル要素またはソリッド要素が用いられる。」とされており，また，

「11条 基礎スラブ」の解説には，「原子炉建屋の基礎スラブの解析モデルは図

11.1に示すように基礎スラブの形状に応じて，シェル要素やソリッド要素によ

りモデル化する。また，ボックス壁やボックス壁に接合する上層の床スラブに

よる全体変形の拘束効果を適切に反映する。」として，シェル要素を用いた基

礎スラブのモデル化例（第 5－1図）が記載されている。 
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第 5－1 図 ＦＥＭによる解析モデルの例 

（文献(12)より引用） 
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  (2) 弾塑性解析を用いた解析的検討 

小栁他，小林他が実施した「原子炉建屋基礎スラブの合理的応力評価方法に

関する解析的検討」(10)(11)においては，基礎スラブをシェル要素でモデル化した

場合とソリッド要素でモデル化した場合の弾性解析及び弾塑性解析を実施し，

曲げモーメント及びせん断力の応力性状について比較検討することにより，合

理的な応力評価法について検討している。 

検討に当たっては，曲げモーメントについては，厚さ 5.5m 程度の基礎スラ

ブを対象に積層シェル要素を，面外せん断力に対しては厚さ 8m 程度の基礎ス

ラブを対象にソリッド要素をそれぞれ用いて検討を実施している。解析結果の

概要を第 5－2図及び第 5－3図に示す。 

第 5－2 図に示したシェル要素によるモデルでは，弾塑性解析結果の各要素

の曲げモーメントと弾性解析結果の曲げモーメントの比率の分析から，これら

の比率が一定とみなせる範囲を評価している。この結果，基礎スラブ程度の厚

さの範囲では応力比率がほぼ一定であり，弾塑性モデルにおいてコンクリート

のひび割れ等により応力が平均化されていると評価している。また，この結果

は既往知見に基づく柱・梁接合部の塑性ヒンジ領域と同等であるとしている。 

第 5－3 図に示したソリッド要素によるモデルの場合は，基礎スラブの断面

内の応力分布から圧縮ストラット角度を 30～45°と評価し，柱・梁部材に関す

る既往知見とおおむね対応することを示している。圧縮ストラット角度から面

外せん断力に関する平均化応力の範囲を基礎スラブ厚さの 0.8 倍～1.4 倍，平

均的には 1.0倍程度と想定できると評価している。また，この結果は実験等に

よる既往知見ともおおむね対応しているとしている。 

本文献は，塑性化が生じる応力レベルの基礎スラブの部位についての合理的

な応力評価法について検討した文献であり，検討の過程において厚さ 5.5m 程

度の基礎スラブの曲げモーメントに対してはシェル要素の弾性解析及び弾塑

性解析を，厚さ 8m 程度の基礎スラブの面外せん断力に対してはソリッド要素

を用いて検討を実施している。これらより，曲げモーメントに関しては，弾性

解析結果と弾塑性解析結果の比較により平均化応力の範囲を検討し，既往知見

の塑性ヒンジ領域と同等であることが確認された。また，検討に用いているモ

デルは違うものの，シェル要素とソリッド要素を用いた検討では同程度の平均

化応力の範囲を示していることが確認された。 
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第 5－2 図 シェル要素を用いた基礎スラブの弾塑性解析結果の概要 

（文献(11)より引用） 
 

 

第 5－3 図 ソリッド要素を用いた基礎スラブの弾塑性解析結果の概要 

（文献(11)より引用）  
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  (3) ソリッド要素と梁要素及びシェル要素の比較検討 

山田が実施した「ＦＥＭにおける構造モデリング－ソリッド要素と構造要素

（はり，シェル）の選択－」(12)においては，「コンピュータ性能の飛躍的な進

歩により，非常に大規模な連続体の数値シミュレーションが可能となっている

現状では，はり要素やシェル要素によってモデル化されてきた対象を，連続体

としてソリッド要素によってモデル化し，大規模問題として複雑な構造物の応

力解析を行うことが可能となっている。しかしながら，工学的観点で計算の精

度や効率を考えたとき，すべてをソリッド要素でモデル化することは必ずしも

適切ではない」との観点に基づき，モデル化の選択について考察を加えている。

本文献では，はり要素やシェル要素の構造要素とソリッド要素とした場合につ

いて，片持ちはりを対象とした解析を行い，たわみの理論値との比較から要素

選定に関する検討を行っている。 

第 5－1表及び第 5－4図は，せん断変形の影響が表れる問題として，片持ち

はりの長さが比較的短い場合の結果であり，たわみの数値をソリッド要素（双

１次四辺形要素）とティモシェンコはり要素で比較したものである。表中の値

は，ソリッド要素を用いた詳細な分割（1000×2000）による結果を参照解とし

て正規化したものである。局所的な応力集中が無く曲げとほぼ一様なせん断変

形が支配的な状況においては，はり要素が適用可能であること，また，ある程

度詳細な要素分割を行うことで，ソリッド要素についても適用可能であること

が分かる。「以上では，はりにより議論を進めてきたが，シェル要素について

も基本的には同様である」とされている。 

なお，基礎スラブに支配的な地震時においては，ほぼ同様な応力状態にある

と考えられる。 

本論文では，はり，シェルの構造要素について，「一般に構造要素が適用可

能な場合には，連続体としてソリッド要素によりモデル化するよりも効率的で

精度の高いシミュレーションが可能となる」としている。 

 

第 5－1 表 梁モデルを用いたソリッド要素と梁要素の解析結果の概要 

（文献(12)より引用） 
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第 5－4 図 梁モデルを用いたソリッド要素と梁要素の解析検討モデル 

概要図（文献(12)より引用） 

 

 

  (4) まとめ 

既往研究に基づき，弾塑性解析の妥当性・適用性についての検討を行った結

果，シェル要素を用いた基礎スラブの応力解析については規基準類上採用でき

ること，また既往文献における適用実績があることを確認した。 

以上より，原子炉建物の基礎スラブ等の応力解析において，シェル要素を用

いた弾塑性解析による手法を採用することは妥当であると考えられる。 

また，シェル要素を用いた応力解析の検証の観点から，面外せん断応力が大

きい場合には，詳細設計段階において代表ケースを選定してソリッド要素で基

礎スラブをモデル化した解析を行い，モデル化手法による比較を行うこととす

る。なお，基礎スラブとドライウェル外側壁の接合部のモデル化による影響に

ついて，ソリッド要素でモデル化し確認する。 
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6. まとめ 

原子炉建物の基礎スラブ等の応力解析で採用予定の解析モデルについて，既工

認との手法の差異を整理した。論点として，弾塑性挙動に与える影響が大きい材

料構成則（鉄筋，コンクリート）を抽出した。今回工認で採用する材料構成則に

ついて，適用文献の内容を整理し，その適用性・妥当性を確認した。また，応力

解析においてシェル要素を用いた弾塑性解析を採用することについても，既往研

究に基づき適用性・妥当性を確認した。 

以上より，今回採用予定の応力解析モデルの妥当性を確認した。 

 

7. 参考文献 

 (1) Comite Euro-International du Beton : CEB-FIP MODEL CODE 1990 (DESIGN 

CODE),1993 

(2) 出雲 淳一，島 弘，岡村 甫：面内力を受ける鉄筋コンクリート板要素の解析

モデル，コンクリート工学，Vol.25，No.9，pp.107-120，1987.9 

(3) M.P.Collins, F.J. Vecchio: The response of reinforced concrete to in-plane 

shear and normal stresses, University of Toronto，March 1982 

(4) 森田司郎・角徹三 : 鉄筋コンクリート部材の引張試験による付着効果の研究, 

セメント技術年報, Vol.18, pp.426-430, 昭 39 

(5) 山田一宇，青柳征夫:ひび割れ面におけるせん断伝達，第 2 回ＲＣ構造物のせ

ん断問題に対する解析的研究に関するコロキウム論文集，pp.19-26，1983.10 

(6) 日本建築学会：コンクリート系構造の部材解析モデルと設計への応用，2008 

(7) Saito,H et al.:Ultimate strength of reinforced concrete members subjected 

to transient high temperature distribution, Transactions of the 12th 

international conference on Structural Mechanics in Reactor Technology 

(SMiRT), Volume H, pp.31-36, Aug. 1993 

(8) Kumagai,H. et al.:Fiber optic distributed sensor for concrete structures， 

Proceeding of the 1st fib Congress， Session 15，pp.179-184，2002 

(9) 財団法人 原子力発電技術機構：重要構造物安全評価（原子炉格納容器信頼性

実証事業）に関する総括報告書，平成 15年 3月 

(10) 小栁他：原子炉建屋基礎スラブの合理的応力評価方法に関する解析的検討（そ

の１）基礎スラブの試解析，日本建築学会学術講演梗概集，構造Ⅱ，

pp.1039-1040，2009 

(11) 小林他：原子炉建屋基礎スラブの合理的応力評価方法に関する解析的検討（そ

の２）合理的応力評価法（案），日本建築学会学術講演梗概集，構造Ⅱ，

pp.1041-1042，2009 

(12) 山田貴博：ＦＥＭにおける構造モデリング－ソリッド要素と構造要素（はり，

シェル）の選択－，精密工学会誌 Vol.77,No9,2011 
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添付資料－１ 

 

ＣＣＶ規格等における許容限界設定の考え方について 

 

ＣＣＶ規格等における荷重状態Ⅳのコンクリート及び鉄筋のひずみ，面外せん断

力の許容限界設定の考え方について以下に示す。 

 

1. コンクリート 

ＣＣＶ規格において荷重状態Ⅳのコンクリートのひずみの許容値としては，

0.003(3000μ)が採用されている。 

これは， American Concrete Institute「Building Code Requirements for 

Reinforced Concrete (ACI318-02)」の Chapter 10 Flexual and axial loads の

記載に基づき設定されている。 

コンクリートのひずみが 3000μに達した状態は，最大圧縮強度時のひずみ（2000

μ程度）を超えた応力下降域（軟化域）の状態にあり，若干のひび割れが入って

いるものの，ある程度の強度を有している状態である。また，一般的に，コンク

リートのひび割れは，スリット状ではなく，複雑な形状で生じるため，放射線の

低減効果が期待でき，遮蔽性能にあたえる影響は無い。 

なお，コンクリートの最大圧縮強度については，American Concrete Institute

「Building Code Requirements for Reinforced Concrete (ACI 318-02)」の Chapter 

10 Flexual and axial loads の記載に基づき，0.85Fc（設計基準強度の 0.85 倍）

に制限しており，実際のコンクリートの最大圧縮強度に対して余裕を見込んだ数

値が設定されている。 

 

2. 鉄筋 

ＣＣＶ規格において荷重状態Ⅳの鉄筋のひずみの許容値としては，0.005(5000

μ)が採用されている。 

鉄筋のひずみを 5000μとした理由について，ＣＣＶ規格の解説に「部材の変形

が過大にならないように配慮して定めた」とし，「一般的に多く使用されている

SD345 及び SD390 の降伏ひずみ（中略）は 0.0017 及び 0.0019 であり，鉄筋の最

大ひずみはこれら降伏ひずみの 2から 3倍程度とした」と記載されている。 

一般に，鉄筋のひずみが 5000μに達した状態は，降伏ひずみの 2～3 倍程度で

あり，最大引張強度に至るまでには程遠い状態である。また，JIS に示される鉄

筋の機械的性質としては，SD345 及び SD390 の場合，伸びが 16～19%(160000～

190000μ)以上とされており，5000μは破断に対しても十分余裕のある状態にある

といえる。 

 

3. 鉄筋コンクリートの面外せん断力 

面外せん断力の許容値は短期許容応力度を基本とし，発生値が短期許容応力度
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を上回る場合には，日本建築学会「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・

同解説」（2005）に記載の荒川平均式等の適用を検討する。 

なお，荒川平均式等を適用した場合における設備の支持性能については，地震

によってコンクリートにひび割れが発生した場合の設備への影響を詳細設計段階

で説明を行う。 

また，既往研究に基づく応力平均化の適用範囲は基礎スラブが厚い原子炉建物

を対象としたものであるため，タービン建物及び制御室建物を含む各建物の基礎

スラブに対して応力平均化を適用する場合は，詳細設計段階でその適用性を確認

する。 
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添付資料－２ 

 

コンクリート圧縮側の応力ひずみ曲線の設定について 

 

コンクリート圧縮側の応力ひずみ曲線の設定の考え方について，以下に示す。 

 

1. CEB-FIP Model Codeの適用について 

ＣＣＶ規格では，鉄筋コンクリート部材から構成されるＲＣＣＶにおいて，荷

重状態Ⅳに対する応力解析から求まる応力（膜力，曲げモーメント等）をもとに

コンクリートの圧縮ひずみを算定する際，パラボラ型の応力ひずみ曲線を仮定し

ている。また，ＣＣＶ規格（CVE-3511.2）では，「コンクリートの圧縮応力度とひ

ずみの関係は，矩形，放物線または実験で妥当なことが確認された形に設定して

よい。」とされていることから，今回工認では，放物線である CEB-FIP Model Code

を採用する。なお，CEB-FIP Model Codeによる応力ひずみ曲線はＣＣＶ規格の放

物線による応力ひずみ曲線と同じであると考えている。 

 

2. CEB-FIP Model Codeの概要について 

コンクリートの圧縮応力度とひずみの関係は，ＣＣＶ規格の図 CVE3511.2-1を

参考にした上で，パラボラ型の応力ひずみ曲線を想定するに当たって標準的な

CEB-FIP Model Codeに基づき設定している。CEB-FIP Model Codeにおけるコンク

リート（圧縮側）の構成則は本編で示した以下の（4.3）式により規定されている。

なお，（4.3）式に基づく場合，島根２号炉のコンクリート強度は 50MPa(N/mm2)以

下であるため，終局ひずみは 0.0035となるが，ＣＣＶ規格における終局ひずみは

0.003であるため，鉄筋コンクリート部材の応力解析に用いる範囲は 0.003まで

とする。 

σcd=0.85fcd �2 �
εc
εc1
� − � εc

εc1
�

2
� （εc＜εc1の場合） 

σcd=0.85fcd   （εc1≦εc≦εcuの場合） ・・（4.3） 
σcd=0    （εcu＜εcの場合） 
ここで， 
εc1=0.002   
εcu=0.0035  （fck≦50MPa の場合） 

εcu=0.0035 �50
fck
�  （50MPa＜fck≦80MPa の場合） 

σcd：コンクリートの応力 
εc：コンクリートのひずみ 
εcu：コンクリートの終局ひずみ 
fcd，fck：コンクリート圧縮強度 
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3. コンクリート圧縮側の応力ひずみ曲線の折れ線近似について 

コンクリート圧縮側の構成則の設定に当たって参照している CEB-FIP Model 

Code では，コンクリートの応力ひずみ関係はパラボラ型として定義されている。

一方，今回工認の鉄筋コンクリート部材の応力解析に当たっては，CEB-FIP Model 

Codeに基づくパラボラ型を折れ線近似した応力ひずみ関係を用いて解析を実施す

る予定である。 

今回工認で用いる予定の材料構成則について，折れ線近似を用いるに当たって

の考え方を下記の①～③及び第 2－1図に示す。 

 

① CEB-FIP Model Codeに基づくパラボラ型の応力ひずみ曲線（図中破線）を

算定する。算定式については，本編で示した（4.3）式を用いることとする。 

② 初期剛性（ヤング係数）については，ＲＣ規準に基づく算定式により算定

する。なお，ＣＣＶ規格（CVE-3320）においても解析に用いる材料定数は本

算定式を用いて設定することとされている。 

③ CEB-FIP Model Codeによるパラボラ型の曲線が包絡する面積と，折れ線近

似の応力ひずみ関係が包絡する面積が等価となる初期剛性上の折れ点を算出

し，解析に用いる折れ線近似の応力ひずみ関係とする。 

 

以上で示したとおり，今回工認で採用予定のコンクリート圧縮側の応力ひずみ

関係は，折れ線近似しているものの，包絡面積は CEB-FIP Model Codeに基づくパ

ラボラ型と等価としており，保守性を損なうような近似方法ではないと考えられ

る。また，ＲＣ規準において，初期剛性は第 2－2図に示すとおりセカントモジュ

ラス（応力度－ひずみ度曲線におけるコンクリート強度の 1/4または 1/3の応力

度の点と原点を結んだ直線の傾斜）から設定しており，初期剛性からある一定範

囲について剛性を一定とすることを示していることから，直線により初期剛性を

設定することは妥当であると考えている。 

なお，CEB-FIP Model Code に対する折れ線近似の考え方は，柏崎刈羽原子力発

電所６号炉及び７号炉ＲＣＣＶの設置変更許可段階の審査において採用している

手法と同様である。 
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第 2－1 図 CEB-FIP Model Code に基づくパラボラ型と 

折れ線近似の応力ひずみ関係 

 

 

第 2－2 図 セカントモジュラスによる初期剛性の設定（ＲＣ規準より引用） 
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添付資料－３ 

 

ドライウェル外側壁内部の構造物から 

基礎スラブに伝達される荷重等の考え方について 

 

1. はじめに 

原子炉建物の基礎スラブの応力解析において，ドライウェル外側壁内部の構造

物に関するモデル化及び基礎スラブへ伝達する荷重の考え方を以下に示す。 

 

2. 基礎スラブのモデル化の考え方 

基礎スラブの解析モデルでは，基礎スラブは一律 6mの厚さとしてモデル化して

おり，原子炉本体他ＰＣＶ内機器やＰＣＶ底部コンクリート，ＰＣＶ下部コンク

リートの剛性についてはモデル化上考慮せず，これらの常時荷重，地震時の慣性

力は考慮している。これは既工認と同様の考え方である。 

 

3. 基礎スラブへ伝達する荷重の考え方 

  (1) 鉛直荷重の考え方 

ドライウェル外側壁内部の鉛直荷重については，基礎に作用する荷重を当該

作用位置に応じて入力する。ドライウェル外側壁から作用する鉛直荷重につい

ては，当該壁位置に入力している。原子炉本体他ＰＣＶ内機器，ＰＣＶ底部コ

ンクリート，ＰＣＶ下部コンクリートの自重及び鉛直地震荷重（質点系モデル

による応答結果に基づき設定）は，基礎スラブに直接作用する荷重として入力

しており，第 3－1 図に鉛直荷重の考え方を示す。また，ドライウェル外側壁

内部以外の荷重についても考え方は同様である。 

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 15.3

EL 23.8

EL 63.5

EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

GL=EL15.0

サプレッションチェンバ

燃料取替床

(m)

原子炉本体

ドライウェル外側壁から
作用する鉛直荷重 原子炉本体他PCV内機器、PCV底部コンクリート、

PCV下部コンクリートから作用する鉛直荷重

基礎スラブ

 

第 3－1 図 ドライウェル外側壁内部の鉛直荷重の考え方  
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具体的な鉛直地震荷重の設定方法は次のとおり。 

  ① 壁から作用する鉛直地震荷重 

   壁から作用する鉛直地震荷重は，基礎スラブの解析モデルにおいて当該部分

が支える重量（原子炉本体他ＰＣＶ内機器，ＰＣＶ底部コンクリート，ＰＣＶ

下部コンクリートは含まない）に係数を乗じて算定する。算定に用いる係数は，

質点系モデルによる鉛直方向の地震応答解析により算定される基礎スラブ直上

の軸力を，質点系モデルにおいて当該部分が支える重量で除して求める。ここ

で，鉛直方向の質点系モデルの質点重量は水平方向の質点系モデルの質点重量

と整合した値としている。 

 

  ② 基礎スラブに直接作用する鉛直地震荷重 

   基礎スラブに直接作用する鉛直地震荷重は，質点系モデルによる鉛直方向の

地震応答解析より算定される基礎底面地盤ばねの軸力から，壁から作用する鉛

直地震荷重を差し引いた値を，基礎スラブ各部に直接作用する重量（原子炉本

体他ＰＣＶ内機器，ＰＣＶ底部コンクリート，ＰＣＶ下部コンクリートの他，

基礎スラブの自重を含む）に応じて分配する。すなわち，基礎スラブの解析モ

デルにおける鉛直方向地盤ばねの反力の総和と，質点系モデルの基礎底面ばね

の軸力が等価になるように設定する。第 3－2図に基礎スラブに直接作用する鉛

直地震荷重の算定の考え方を示す。 

 
第 3－2 図 基礎スラブに直接作用する鉛直地震荷重の算定の考え方 
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  (2) 水平荷重の考え方 

ドライウェル外側壁内部の水平荷重については，質点系モデルによる地震応

答解析結果より得られるドライウェル外側壁脚部のせん断力，曲げモーメント

を用い，基礎上端（ＥＬ 1.3m）と基礎スラブのモデル化位置である基礎スラ

ブ中心（ＥＬ -1.7m）との離間距離により付加される曲げモーメント分につい

ても考慮のうえ，ドライウェル外側壁位置に入力※する。 

質点系モデルでは，原子炉本体他ＰＣＶ内機器，ＰＣＶ底部コンクリート，

ＰＣＶ下部コンクリートの重量は，ＤＷ軸の質点重量に集約している。重量を

算入する質点レベルはＲＰＶスタビライザや原子炉本体基礎脚部の位置を考

慮して，第 3－3図に示すように算入している。 

このため，ドライウェル外側壁内部の構造物に作用する水平地震時慣性力は，

原子炉建物地震応答解析により得られるＤＷ軸の応答（せん断力，曲げモーメ

ント）に含まれ，曲げモーメントは各重量算入質点の高さを考慮した値として

得られる。 

曲げモーメントの補正方法を第 3－4 図に，ドライウェル外側壁から伝達す

る水平地震荷重の基礎スラブ解析における入力イメージを第 3－5 図に示す。

なお，ドライウェル外側壁内部以外の荷重についても考え方は同様である。 

 

※：耐震設計上，当該レベルの耐震要素として評価しているドライウェル外側壁部で地震力を

負担することとしているが，原子炉本体基礎からの反力等についてはその影響に応じて詳

細設計段階で検討していく。 

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 15.3

EL 23.8

EL 63.5

EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

GL=EL15.0

サプレッションチェンバ

燃料取替床

(m)

原子炉
本体

原子炉建物地震応答解析モデル
（DW軸及び基礎スラブ部のみ表示）

重量算入質点
（緑色ハッチング部分）

重量算入質点
（灰色ハッチング部分）

重量算入質点
（赤色ハッチング部分）

重量算入質点
（青色ハッチング部分）

 

第 3－3 図 原子炉本体他ＰＣＶ内機器，ＰＣＶ底部コンクリート，ＰＣＶ下

部コンクリートの重量算入質点の考え方 
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EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 15.3

EL 23.8
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EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

OW-I IW-H DW IW-D IW-B OW-A

曲げモーメント M

せん断力 Q

基礎スラブモデル化
位置

M＋Q×(D/2)
（D：基礎スラブ厚）

 
 

第 3－4 図 基礎スラブの解析モデルに用いる曲げモーメントの補正方法 

 

 

第 3－5 図 ドライウェル外側壁から伝達する水平地震荷重の基礎スラブの 

解析モデルにおける入力イメージ 
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添付資料－４ 

 

耐震壁のシェル要素でのモデル化について 

（タービン建物及び制御室建物） 

 

1. タービン建物 

タービン建物の既工認における基礎スラブの応力解析は，原子炉建物と同様に

３次元ＦＥＭモデルによる評価を行い，剛性の高い壁を等価な剛性を考慮した梁

要素でモデル化している。今回工認では，壁の立体的な形状による剛性への寄与

を考慮することを目的に，耐震壁の一部をシェル要素でモデル化することとする。

既工認におけるタービン建物の基礎スラブの解析モデルと今回工認で採用予定の

解析モデルの比較表を第 4－1表に，概念図を第 4－1図に示す。 
この既工認とのモデル化の差異は，より実状に近い構造挙動となるため，本資

料における論点としては取り扱わないこととするが，既工認時には梁要素でモデ

ル化している耐震壁について，低層部の壁の一部をシェル要素でモデル化するこ

とによる影響を以下に示す。 
既工認時は剛性の高い壁を等価な剛性を考慮した梁要素でモデル化しているが，

考慮している剛性は基礎スラブ面外方向の剛性のみとしている。本来，基礎スラ

ブより上階において直交する耐震壁は相互につながっているが，その効果は考慮

されない。 
一方，今回工認では低層部の壁の一部をシェル要素でモデル化することから，

既工認時に梁要素で考慮していた基礎スラブに対する面外剛性に加えて，耐震壁

の面外剛性，面内剛性も考慮される。これらの壁が全体として基礎スラブへの拘

束部材となり，より実状に近い構造挙動となる。例えば，地震荷重時に基礎スラ

ブが面外に変形しながら浮き上がりを生ずる挙動に対して，地震方向の耐震壁と

直交方向の耐震壁が一体性を保持しつつ，立体的に抵抗することとなる。また，

既工認モデルの梁要素は中立軸を耐震壁の図心として評価したものを基礎スラブ

中心位置に設定しており偏心が考慮されないのに対し，今回工認モデルではシェ

ル要素を基礎スラブ上端より立ち上げるため，基礎スラブ中心（モデル化位置）

と耐震壁の図心の偏心距離が考慮されることにより曲げ剛性が大きく評価される。

これらの結果，基礎スラブの面外変形が既工認モデルに比較して小さくなり，基

礎スラブの応力は低減することとなる。 
ただし，実機では基礎スラブ上端から上部全体の耐震壁及び床スラブが一体と

して拘束効果を発揮するのに対し，今回工認モデルではシェル要素でモデル化す

るのは低層部の壁の一部のみであり，拘束効果は実機より小さく保守的である。 
なお，耐震壁の地震力算定に用いる地震応答解析では基礎スラブを剛体として

扱っているため，基礎スラブの柔性を考慮する場合に対し基本的に耐震壁が負担

する地震力を保守的に評価している。また，耐震壁の土圧荷重の評価においては

一方向版を仮定し，基礎スラブとの接続部で固定とした評価を実施していること
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等から耐震壁には十分な余裕があるが，シェル要素でモデル化した耐震壁に発生

する応力については，念のため詳細設計段階でその影響について確認する。 

なお，耐震壁のシェル要素でのモデル化については，女川原子力発電所２号炉

の原子炉建屋基礎版の設置変更許可段階の審査において採用している手法と同様

である。 

 

2. 制御室建物 

制御室建物の既工認における基礎スラブの応力解析は，公式等による応力計算

を実施しているが，今回工認では３次元ＦＥＭモデルによる評価を行う。この既

工認との差異については，島根２号炉を含む先行プラントの既工認等において多

数の適用実績があること，より実状に近い構造挙動となることから本資料におけ

る論点としては取り扱わないこととする。 

なお，制御室建物の今回工認で用いる３次元ＦＥＭモデルではタービン建物と

同様の考え方により，剛性の高い壁のうち低層部の一部をシェル要素でモデル化

する。既工認における制御室建物の基礎スラブの解析モデルと今回工認で採用予

定の解析モデルの比較表を第 4－2表に，概念図を第 4－2図に示す。 

 

タービン建物や制御室建物のように基礎スラブ厚が薄い建物に弾塑性解析を適

用した実績は無く，また，タービン建物は耐震壁が偏在していることから，解析

結果に対する基礎スラブ及び耐震壁の評価・分析を詳細設計段階で行う。 
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第 4－1 表 応力解析モデル及び手法の比較（タービン建物の基礎スラブ） 
項目 既工認時 今回工認時 

解析手法 
・弾性地盤上に支持された厚さ 2.0～2.5m の一枚の版として有限

要素法により解析する。 
・同左 

解析コード ・NASTRAN ・ABAQUS 

荷重 ・固定荷重，機器配管荷重，積載荷重，地震荷重（S2），土圧等 ・固定荷重，機器配管荷重，積載荷重，地震荷重（Ss），土圧等 

モデル化 

モデル化 

範囲 
・基礎スラブ全体と剛性の高い一部壁をモデル化する。 ・同左 

メッシュ 

サイズ 
・モデル全体で概ね 1～3m 程度 ・同左 

要素 

タイプ 

・基礎スラブ全体をシェル要素でモデル化する。 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁は，その剛性を考慮し

た等価な梁要素でモデル化する。耐震壁はＲＦＬ（ＥＬ 41.6m）

までの剛性を考慮する。また，タービン建物は開口部が多いこと

から，梁要素の剛性算定においては開口部による影響を考慮する。 

 

・基礎スラブ全体を積層シェル要素でモデル化する。 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁は，その剛性を考慮

した等価な梁要素でモデル化することを基本とするが，低層部

の壁の一部はシェル要素でモデル化し，壁の立体的な形状によ

る剛性への寄与を考慮する。耐震壁はＲＦＬ（ＥＬ 41.6m）ま

での剛性を考慮する。また，既工認時と同様に梁要素の剛性算

定においては開口部による影響を考慮する。 

材料物性 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.1×106（t/m2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.167 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.25×104（N/mm2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.2 

評価方法 

応力解析 ・弾性解析 ・弾塑性解析 

許容限界 

（機能維持） 

部材に発生する応力が終局強度を超えないことを確認する。 

接地圧が地盤の許容支持力度を超えないことを確認する。 

（機能維持） 

部材に発生する応力，ひずみが終局強度を超えないことを確認

する。 

接地圧が地盤の極限支持力度を超えないことを確認する。 

モデル 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁は，その剛性を考慮し

た等価な梁要素でモデル化，底面には支持地盤と等価な弾性ばね

をモデル化。 

・基礎スラブより立ち上がっている独立柱及び蒸気タービンの基

礎は，その剛性を考慮しない。 

・B1F 壁の開口のうち比較的小さいものは影響がないと判断し，梁

要素には大開口をモデル化する。 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁は，その剛性を考慮

した等価な梁要素及びシェル要素でモデル化，底面には支持地

盤と等価な弾性ばねをモデル化。 

・基礎スラブより立ち上がっている独立柱及び蒸気タービンの

基礎は，その剛性を考慮しない。 

・シェル要素部は主要な開口部をモデル化する。 

・モデル図は第 4－1 図参照 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4－1 図 基礎スラブの３次元ＦＥＭモデルの概念図（タービン建物）  
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※モデル化については本条件を基本とし，荷重の入力方法を含め詳細設計段階にて検討する。 

梁要素（耐震壁の剛性を考慮） 

梁要素
（ 1F～4F壁）

シェ ル要素
（ B1F壁）
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第 4－2 表 応力解析モデル及び手法の比較（制御室建物の基礎スラブ） 
項目 既工認時 今回工認時 

解析手法 ・公式等による応力計算による。 
・弾性地盤上に支持された厚さ 1.5m の一枚の版として有限要素

法により解析する。 

解析コード － ・ABAQUS 

荷重 ・固定荷重，機器配管荷重，積載荷重，地震荷重 ・固定荷重，機器配管荷重，積載荷重，地震荷重（Ss） 

モデル化 

モデル化 

範囲 
－ ・基礎スラブ全体と剛性の高い一部壁をモデル化する。 

メッシュ 

サイズ 
－ ・モデル全体で概ね 1～3m 程度 

要素 

タイプ 
－ 

・基礎スラブ全体を積層シェル要素でモデル化する。 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁は，その剛性を考慮

した等価な梁要素でモデル化することを基本とするが，低層部

の壁の一部はシェル要素でモデル化し，壁の立体的な形状によ

る剛性への寄与を考慮する。耐震壁はＲＦＬ（ＥＬ 22.05m）ま

での剛性を考慮する。また，タービン建物の基礎スラブと同様

に，梁要素の剛性算定においては開口部による影響を考慮する。 

材料物性 － 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.20×104（N/mm2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.2 

評価方法 

応力解析 ・公式等による応力計算による。 ・弾塑性解析 

許容限界 

（短期許容応力度） 

部材に発生する応力が短期許容応力度を超えないことを確認す

る。 

（機能維持） 

部材に発生する応力，ひずみが終局強度を超えないことを確認

する。 

接地圧が地盤の極限支持力度を超えないことを確認する。 

モデル － 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁は，その剛性を考慮

した等価な梁要素及びシェル要素でモデル化，底面には支持地

盤と等価な弾性ばねをモデル化。 

・基礎スラブより立ち上がっている独立柱はない。 

・シェル要素部は主要な開口部をモデル化する。 

・モデル図は第 4－2 図参照 
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第 4－2 図 基礎スラブの３次元ＦＥＭモデルの概念図（制御室建物） 

 

 

  

※モデル化については本条件を基本とし，荷重の入力方法を含め詳細設計段階にて検討する。 
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参考資料－１ 

弾塑性解析の適用に関する先行プラントとの比較 
プラント 島根２号炉 女川２号炉（参考）注 柏崎刈羽６号及び７号炉（参考）注 

部位 原子炉建物の基礎スラブ 原子炉建屋の基礎 ＲＣＣＶコンクリート部 

項目 既工認時 今回工認時 今回工認時 今回工認時 

分類 
間接支持構造物 

（検討用地震動：S2） 

間接支持構造物 

（検討用地震動：Ss） 

間接支持構造物 

（検討用地震動：Ss） 
主要設備（Ｓクラス） 

解析手法 
・弾性地盤上に支持された厚さ 6.0m の一

枚の版として有限要素法により解析する。 
・同左 

・弾性地盤上に支持された厚さ

6.0m の一枚の版として有限要素法

により解析する。 

・３次元ＦＥＭモデルを用いた応力解析 

解析コード ・NASTRAN ・ABAQUS ・ABAQUS ・NASTRAN ・ABAQUS 

荷重状態 － － － 荷重状態Ⅰ～Ⅲ 荷重状態Ⅳ 

考慮する荷重 
・固定荷重，機器配管荷重，積載荷重，地

震荷重（S2），土圧等 

・固定荷重，機器配管荷重，積載

荷重，地震荷重（Ss），土圧等 

・固定荷重，機器配管荷重，積載

荷重，地震荷重（Ss），土圧等 
・死荷重，運転時圧力等 

・死荷重，運転時圧

力，地震荷重等 

モデ

ル化 

モデル化 

範囲 

・基礎スラブ全体と剛性の高い一部壁をモ

デル化 
・同左 

・基礎版全体と剛性の高い一部壁

をモデル化 
・360°全周をモデル化 

メッシュ 

サイズ 
・モデル全体で概ね 1～3m 程度 ・同左 ・モデル全体で概ね 1～3m 程度 ・モデル全体で概ね 1～2m 程度 

要素 

タイプ 

・基礎スラブ全体をシェル要素でモデル化

する。 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁

（外部ボックス壁，内部ボックス壁及びド

ライウェル外側壁）は，その剛性を考慮し

た等価な梁要素でモデル化する。外部ボッ

クス壁及び内部ボックス壁は燃料取替床

レベル（ＥＬ 42.8m）まで，ドライウェル

外側壁はＥＬ約 23m までの剛性を考慮す

る。また，梁要素の剛性算定においては開

口部による影響は考慮しない。 

・同左 

（ただし，基礎スラブのシェル要

素は，コンクリート及び鉄筋それ

ぞれに弾塑性特性を設定した積層

シェル要素でモデル化） 

・基礎版全体を積層シェル要素で

モデル化する。 

・外部，内部ボックス壁，火打ち

壁，シェル壁等の剛性の高い壁は，

等価な剛性を考慮した梁要素でモ

デル化する。 

・地下部分の壁の一部はシェル要

素でモデル化し，壁の立体的な形

状による剛性への寄与を考慮す

る。 

積層シェル要素：シェル部，トップスラブ部 

ROD 要素，BAR（梁）要素：境界条件の設定に

使用 

材料物性 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.1×106（t/m2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.167 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.25×104（N/mm2）※1 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.2※1 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.51×104（N/mm2）※1 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.2※1 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.88×104（N/mm2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.2 

評価

方法 

応力解析 ・弾性解析 ・弾塑性解析 ・弾塑性解析※2 ・弾性解析 ・弾塑性解析 

許容限界 

（機能維持） 

部材に発生する応力が終局強度を超えな

いことを確認する。 

接地圧が地盤の許容支持力度を超えない

ことを確認する。 

（機能維持） 

部材に発生する応力，ひずみが終

局強度を超えないことを確認す

る。※2 

接地圧が地盤の極限支持力度を超

えないことを確認する。 

（機能維持） 

部材に生じる応力，ひずみが許容

限界を超えないことを確認する。※

3 

接地圧が地盤の許容支持力度を超

えないことを確認する。 

（弾性範囲内） 

部材に発生する応

力・ひずみが許容

限界を超えないこ

とを確認 

（終局） 

部材に発生する応力・ひず

みが許容限界を超えない

ことを確認 

境界条件 

及びモデル図 

・基礎スラブより立ち上がっている耐震壁

は，その剛性を考慮した等価な梁要素でモ

デル化，底面には支持地盤と等価な弾性ば

ねをモデル化。 

・基礎スラブより立ち上がっている独立柱

はその剛性を考慮しない。 

・B2F 壁の開口は比較的小さく影響はない

と判断し，梁要素には開口部をモデル化し

ない。 

  

・同左 

・基礎版より立ち上がっている耐

震壁はその剛性を考慮してシェル

要素及び梁要素でモデル化，底面

には支持地盤と等価な弾性ばねを

モデル化。※4 

 

基礎スラブとシェル部とは固定とし，シェル

部及びプールガーダ―に取り付く床スラブは

それぞれ梁要素としてモデル化。 

 

 

備考 

※1：コンクリートのヤング係数及びポアソン比は，日本建築学会「鉄筋コンクリート構造計

算規準・同解説 －許容応力度設計法－ 」（1999）による計算式に基づく値を用いる。 

※2：許容限界については，日本機械学会「発電用原子力設備規格コンクリート製原子炉格納

容器規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＥＩ－2003」等によるものとし，設定の考え方については添付資料

－１に示す。 

注 1：コンクリート圧縮側の応力ひずみ曲線の折れ線近似については添付資料－２に示す。 

注 2：ドライウェル外側壁内部の構造物から基礎スラブに伝達される荷重等の考え方につい

ては添付資料－３に示す。 

注 3：タービン建物及び制御室建物の基礎スラブについては，剛性の高い壁のうち低層部の

一部をシェル要素でモデル化し，壁の立体的な形状による剛性への寄与を考慮する予定であ

るが，詳細については，詳細設計段階で説明する。モデル化の考え方については添付資料－

４に示す。 

注 4：内部ボックス壁は二次格納施設を構成するバウンダリであることから，詳細設計段階

において，基礎スラブからの反力の影響を確認する。 

注 5：耐震壁が塑性化することによる影響について，詳細設計段階で建物ごとに確認する。 

※1：コンクリートのヤング係数及びポア

ソン比は，日本建築学会「鉄筋コンクリ

ート構造計算規準・同解説 －許容応力度

設計法－ 」（1999）による計算式に基づ

く値を用いる。なお，地震応答解析モデ

ルと同様の初期剛性低下については，地

震観測記録の分布等を踏まえて，その影

響を考慮することとする。 

※2：終局強度設計の許容値に基づく評価

を実施することとした。 

※3：許容限界については CCV規格による

ものを基本とする。 

※4：基準地震動 Ss以外の荷重（常時荷

重及び弾性設計用地震動 Sd）に対して検

討する場合については，基準地震動 Ssに

対する検討に用いる解析モデルを採用す

る予定である。また，そのクライテリア

はそれぞれの荷重に対する要求機能を踏

まえた設定とする。 

・荷重状態Ⅰ～Ⅲに対しては弾性解析を実施する。荷

重状態Ⅰ～Ⅲについては，RCCVの挙動を弾性範囲内に

収めるという設計思想に基づき設計が行われており，

許容値も弾性範囲内とされていること，並びに，温度

荷重により発生する熱応力については荷重状態Ⅰ及び

荷重状態Ⅱにおいては弾性剛性を 1/2に，荷重状態Ⅲ

においては弾性剛性を 1/3に一律低減して算定するこ

とにより考慮することから既工認時と同様に弾性解析

を実施することとし，過重状態Ⅳについては，評価基

準値が塑性化を許容した終局強度設計を行っており，

許容値も塑性化を考慮した数値となっていることか

ら，弾塑性解析を実施することとした。 

・許容限界については，既工認時：通商産業省告示 452

号「コンクリート製原子炉格納容器に関する構造等の

技術基準」今回工認：CCV規格に基づき設定している

が，数値は同じである。荷重状態Ⅳ（Ss（既工認時は

S2）を含む荷重組合せ等）の場合は，鉄筋：5000μ，

コンクリート：3000μ 

注：他サイトの情報に係る記載内容については，公開資料を基に弊社の責任において独自解釈したものです。  
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参考資料－２ 

 

原子炉建物の基礎スラブの耐震重要度分類の考え方及び耐震評価方針について 

 

既工認時において原子炉建物は原子炉棟を含む建物全体の耐震重要度分類をＡク

ラス（Ｓ２機能維持）として設計しており，基礎スラブについては基準地震動Ｓ２

及び基準地震動Ｓ１に対する荷重組合せによる耐震評価を実施していた。 

一方，今回工認において，耐震重要度分類は，各施設の安全機能が喪失した場合

の影響の相対的な程度（耐震重要度）に応じて分類することとされている。ＢＷＲ Ｍ

ＡＲＫ-Ⅰである島根２号炉原子炉建物の基礎スラブについては，ＪＥＡＧ４６０１

－1987において，第 2－1図に示すように，「格納容器底部基礎マット」及び「格納

容器底部外基礎マット」は耐漏洩機能は求められておらず，支持機能のみが要求さ

れている。従って，原子炉建物の基礎スラブはＳクラス設備ではなく，Ｓクラス設

備の間接支持構造物として分類される。 

以上を踏まえ，今回工認における原子炉建物の基礎スラブの評価においては，基

準地震動Ｓｓに対する評価を実施する。 

ただし，既工認時にＡクラスとして設計していること及び二次格納施設バウンダ

リである原子炉棟との連続性を踏まえ，詳細設計段階において弾性設計用地震動 

Ｓｄに対する荷重組合せについて影響を確認することとする。なお，解析は弾性解

析とし，基準地震動Ｓｓの評価に用いる今回工認モデルにより実施する。 

 

 

第 2－1 図 原子炉建物に要求される機能（ＪＥＡＧ４６０１－1987 より 

引用，加筆） 



別紙－４ 

島根原子力発電所２号炉 

原子炉建物屋根トラスの 

解析モデルへの弾塑性解析の適用について 



 

目  次  

 

1. 概要  

2. 原子炉建物屋根トラスについて  

2.1 原子炉建物屋根トラスの概要  

2.2 原子炉建物屋根スラブの概要  

2.3 原子炉建物屋根トラスの地震応答解析モデルと設計クライ

テリア  

2.4 既工認と今回工認における原子炉建物屋根トラスの解析モ

デルの比較  

2.5 弾塑性解析の採用について  

2.5.1 弾塑性解析を採用することの目的  

2.5.2 弾塑性特性の設定の妥当性・適用性について  

2.5.3 各部材のクライテリアについて  

2.6. 原子炉建物屋根トラスの評価に関するまとめ  

3. まとめ  

4. 参考文献  

 

添付資料－ 1 原子炉建物屋根トラスの耐震補強について  

 

参考資料－ 1 剛性比例型減衰の妥当性について  

参考資料－ 2 屋根トラスの入力地震動及び固有振動数・固有モー  

       ドについて  

参考資料－ 3 屋根トラスの入力地震動に係る影響検討について  



4条-別紙 4-1 

1. 概要 

本資料は，島根原子力発電所２号炉の建物・構築物のうち，鉄骨構造部の詳細

評価モデルを構築して評価を実施している原子炉建物屋根トラスの地震応答解

析モデルの内容について説明し，既工認時のモデルとの差異及びモデル変更の目

的について説明するものである。 

原子炉建物屋根トラスの地震応答解析モデルについては，既工認では弾性解析

を採用しているが，今回工認では弾塑性解析を採用する予定である。 

また，屋根トラスが二次格納施設のバウンダリを構成する屋根スラブの間接支

持構造物であることから，屋根トラスの３次元弾塑性解析の妥当性・適用性につ

いて確認し，屋根スラブの二次格納施設としての機能維持評価について説明する。 

 

2. 原子炉建物屋根トラスについて 

2.1 原子炉建物屋根トラスの概要 

原子炉建物の上部構造は，鉄筋コンクリート造陸屋根をもつ鉄骨造の屋根

トラスで構成されている。屋根トラスの平面は，38.5m（南北）×51.6m（東

西）の長方形をなしており，燃料取替床レベル（ＥＬ 42.8m）からの高さは

20.7mである。屋根トラスの概要を第 2.1－1図に示す。第 2.1－1表にトラス

部材の諸元のうち，主トラス材について例示する。 

屋根トラス各部材の主な要求機能は，屋根スラブからの鉛直荷重の支持機

能であり，主トラスについては，既工認と同様に水平地震荷重及びクレーン

荷重についても支持する設計とし，水平ブレースについては，既工認と同様

に水平地震荷重の伝達が可能な設計としている。第 2.1－2表に屋根トラスの

各部材の要求機能を示す。 

 

 
 

屋根伏図（ＥＬ 63.5m） 

第 2.1－1図(1) 原子炉建物屋根トラスの概要（単位：m） 

※１ 

※１：資料中の「サブトラス」のことを指す。以下同様。 

※２：資料中の「主トラス」のことを指す。以下同様。 

※２ 
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ＮＳ方向断面図    ＥＷ方向断面図 

第 2.1－1図(2) 原子炉建物屋根トラスの概要（単位：m） 

 

 

第 2.1－1表 主トラスの部材諸元 

部材 使用部材 

上弦材 H-400×400×13×21 

下弦材 
BH-400×400×19×35 

H-400×400×13×21 

斜材 

2CTs-175×350×12×19 

2CTs-150×300×10×15 

2CTs-125×250×9×14 

束材 

2CTs-175×350×12×19 

2CTs-150×300×10×15 

2CTs-125×250×9×14 
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斜材 
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EL 63.5
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GL EL15.0

89.4

原子炉
圧力容器

燃料取替床

B B

PN

6
8
.
2

サプレッションチェンバ

サブトラス 

上弦材 

下弦材 

斜材 

屋根スラブ 
（二次格納施設のバウンダリを構成） 

（二次格納施設のバウンダリを構成） 

：原子炉棟（二次格納施設） 
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第 2.1－2表 屋根トラスの各部材の要求機能 

部位 部材 要求機能注１ 

主トラス 

上弦材 

鉛直荷重の支持 

フレームを構成する部材として 

水平地震荷重，クレーン荷重の支持 

下弦材 

斜材 

束材 

サブトラス 

上弦材 

鉛直荷重の支持 下弦材 

斜材 

母屋 鉛直荷重の支持 

サブビーム 鉛直荷重の支持 

水平ブレース 水平地震荷重の伝達 

注１：主な機能を示しており基準地震動Ｓｓに対する発生応力の負担も考慮する。 
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2.2 原子炉建物屋根スラブの概要 

原子炉建物の屋根スラブは南北方向 39.9m×東西方向 53.8m の平面寸法，厚

さ        の鉄筋コンクリート構造である。外周部は厚さ    （南北方向）及び

　 （東西方向）の鉄筋コンクリート造の耐震壁並びに鉄骨鉄筋コンクリート

造の柱で支持されており，南北方向に配置された７構面の主トラスと主トラス

の中間の母屋，東西方向の４構面のサブトラスとサブトラスの中間のサブビー

ムで支持されている。屋根スラブ下面に取りつく主トラス上弦材及びサブトラ

ス上弦材はＨ型断面の鋼材であり，スタッドボルトで屋根スラブと一体化する

ことにより面内及び面外に高い剛性を確保している。屋根スラブの断面図を第

2.2－1 図に示す。 

屋根スラブには気密性の機能維持が要求されるため，換気性能とあいまっ

て機能維持する方針である。なお，屋上面には防水材を施すことにより，防水

性を確保している。 

第 2.2－1図 屋根スラブ断面図 

防水層

デッキプレート

主トラス上弦材
H-400×400×13×21

スタッドボルトφ19
2×@400(h=200)

防水層

サブトラス上弦材
H-390×300×10×16

スタッドボルトφ19
1×@200(h=200)

デッキプレート

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



4条-別紙 4-5 

2.3 原子炉建物屋根トラスの地震応答解析モデルと設計クライテリア 

(1) 解析モデルの概要

原子炉建物屋根トラスは，鉛直方向の地震動の影響を受けやすいと考えられ

るため，水平方向と鉛直方向地震力の同時入力による評価を行うために３次元

モデルによる地震応答解析を採用する。

地震応答解析モデルは，燃料取替床レベル（ＥＬ 42.8m）より上部の鉄筋コ

ンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造）の柱，梁，壁，鉄骨造の屋根ト

ラス及び屋根面水平ブレース等を線材，面材により立体的にモデル化した３次

元フレームモデルとし，部材に発生する応力を地震応答解析によって直接評価

できるモデルとしている。解析モデルの概要を第 2.3－1図に示す。 

屋根トラス部は，主トラス，サブトラス（つなぎばり），水平ブレース（屋

根上弦面），サブビーム及び母屋をモデル化する。各鉄骨部材は軸，曲げ変形

を考慮した梁要素（トラスの上下弦材及びサブビーム等）と軸変形のみを考慮

したトラス要素（水平ブレース，トラスの斜材及び束材等）としてモデル化す

る。また，耐震壁及び屋根スラブはシェル要素，外周梁は軸，曲げ変形を考慮

した梁要素としてモデル化し，耐震壁の開口部についても考慮する。なお，柱

脚の条件は固定とする。また，解析に用いる材料の物性値を第 2.3－1 表に示

す。 

また，屋根トラスは屋根スラブとスタッドボルトで一体化されていることに

より，高い剛性を確保しているため，屋根トラスの地震応答解析モデルにおい

ても屋根スラブの面内剛性を考慮することとする。なお，屋根トラス部材の応

力評価に対する保守性を考慮し，屋根スラブの面外剛性は考慮しないこととす

る。屋根スラブのシェル要素は主トラス及びサブトラスの各交点，並びに主ト

ラス及びサブトラスと母屋，サブビームの各交点で節点を共有するようにモデ

ル化する。
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（a）線材によるモデル化部分

 

（b）面材によるモデル化部分

ＮＳ方向断面図   ＥＷ方向断面図 

（c）モデル化範囲

第 2.3－1図 屋根トラスの解析モデルの概要 
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R5 

R6 

R7 
R8 

R9 

RB 

RC 

RD 

RE-4,500 

RF 

RG 

RH 

R10 

R11 

RE+3,000 

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 15.3

EL 23.8

EL 63.5

EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

70.0

GL EL15.0

原子炉
圧力容器

燃料取替床

6
8
.
2

サプレッションチェンバ
EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 15.3

EL 23.8

EL 63.5

EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

GL EL15.0

89.4

原子炉
圧力容器

燃料取替床

6
8
.
2

サプレッションチェンバ

：屋根トラスモデル化範囲 

水平ブレース 
・トラス要素

母屋 
・梁要素 主トラス

・梁要素（上下弦材）
・トラス要素（斜材・束材）

サブトラス
・梁要素（上下弦材）
・トラス要素（斜材）

外周梁 
・梁要素

サブビーム
・梁要素

耐震壁 
・シェル要素※

※：開口部を考慮した等価厚さによりモデル化

屋根スラブ 
・シェル要素
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第 2.3－1表 解析に用いる材料定数 

(2) 鉄骨部材の弾塑性評価

基準地震動Ｓｓに対する評価を実施する際，トラス材としてモデル化した部

材の一部については，塑性領域に入ると考えられるため，部材座屈後の挙動を

模擬できる手法（修正若林モデル）に基づく弾塑性特性を考慮している。考慮

した弾塑性特性の詳細については，「2.5 弾塑性解析の採用について」で示

すこととする。 

(3) 入力地震動，材料減衰

解析モデルへの入力地震動は，原子炉建物の質点系モデルによる地震応答解

析結果から得られる燃料取替床レベル（ＥＬ 42.8m）の応答結果（水平，鉛直

及び回転成分）を用いることとし，燃料取替床位置を固定として，同時入力に

よる地震応答解析を実施する。原子炉建物水平方向の質点系モデルは床剛モデ

ルを採用しているため，加速度並進成分は燃料取替床レベルの各質点で同一応

答となるが，回転成分は各質点で応答が異なるため，回転成分の入力波は，モ

デル脚部の２質点の平均波を入力する。入力地震動の取り出し位置を第 2.3－

2図に示す。また，地震応答解析における減衰評価について，鉄骨造部分につ

いては，水平材の応答に影響の大きい鉛直方向１次固有振動数（4.60Hz）に対

して減衰定数を２％とし，鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造部

分については，ＮＳ，ＥＷ方向の短い方の１次周期に対して減衰定数を５％と

した減衰係数を設定する剛性比例型減衰（各部別）とする。 

なお，剛性比例型減衰については，柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉の

屋根トラスの設置変更許可段階の審査において採用している手法と同様であ

る。 

部位 材料 
ヤング係数

（N/mm2）
ポアソン比 減衰定数 

屋根トラス 鉄骨 2.05×105 0.3 0.02 

躯体 コンクリート 2.25×104 0.2 0.05 
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（a）ＮＳ方向

（b）ＥＷ方向

（c）鉛直方向

第 2.3－2図 入力地震動の取り出し位置 

：入力地震動の取り出し位置（回転成分は２質点の平均波） 

：入力地震動の取り出し位置（回転成分は２質点の平均波） 

：入力地震動の取り出し位置 
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(4) 要求機能に対する設計方針（設計クライテリア）

屋根トラスの要求機能は屋根スラブの間接支持構造物であり，Ｓクラスであ

る原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）のバウンダリを構成する屋根スラブの

要求機能である気密性が確保されるように基準地震動Ｓｓに対し屋根トラス

の設計を行う。 

 屋根スラブの評価方針は，面内方向については屋根トラスの地震応答解析モ

デルにおいて屋根スラブの面内剛性を考慮しているため，屋根スラブに発生す

る面内応力を対象に機能維持評価を実施する。面外方向については，質点系モ

デルの屋根面に対応する鉛直方向震度を用いて，主トラス上弦材，サブトラス

上弦材，サブビーム及び母屋に支持されるスラブとして評価する。また，屋根

トラスの地震応答解析モデルにおいては屋根スラブの面外剛性は考慮してい

ないが，詳細設計段階では面外剛性を考慮した解析により，屋根スラブの応答

性状や応力分布などを確認のうえ機能維持評価を実施する。 

 屋根トラスの評価方針については，基準地震動Ｓｓに対して屋根スラブを支

持できることを確認する。 

 また，屋根トラスの解析モデルのうち，二次格納施設のバウンダリを構成す

る耐震壁の気密性については，質点系モデルによる算定結果を採用する。 

 第 2.3－2 表に屋根トラスの解析モデルのうち二次格納施設のバウンダリを

構成する屋根スラブ及び屋根トラスの機能維持の評価方針を示す。 

なお，屋根スラブにはひび割れに対して追従性のある防水材を全面に施工す

ることにより，防水性を確保している。また，屋根スラブには防水材の他に下

部の全面にデッキプレートを敷設してある。これらは気密性に対し有効な機能

を有すると考えられるが，今回の気密性の検討においては，特にその性能は考

慮しない。 
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第 2.3－2表 機能維持の評価方針 

注１：漏えい量の算定にあたっては，別途算定する耐震壁の漏えい量を考慮する。 

注２：「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建築学会，2005）（以下，「RC-N

規準」という。）」の短期許容応力度の鋼材の基準強度Ｆを「2015年版 建築物の構造関係

技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研究所・国立研究開発法人建築研究所，2015）

（以下，「技術基準解説書」という。）」に基づき 1.1 倍した耐力を超えないこと。 

注３：屋根スラブについては，主トラス上弦材，サブトラス上弦材，サブビーム及び母屋に支持 

されるスラブとして鉛直方向の震度を考慮する。 

注４：構造強度については，気密性に対する評価方針を満足していることを確認することにより，

構造強度を確保する方針とする。 

部位 要求機能 評価方針 

屋根スラブ 気密性注４

（面内）概ね弾性状態であることを要素毎に算定され

る応力度より確認する。概ね弾性状態を超え

る場合は，要素毎の面内せん断ひずみを踏ま

えて漏えい量を算定し換気能力を下回るこ

とを確認する注１。 

（面外）面外曲げに対して，鉄筋が降伏しないこと注２

を確認する注３。（鉄筋が降伏する場合は別途

詳細検討） 

屋根トラス
間接支持構

造物 

基準地震動Ｓｓに対して屋根スラブを支持できるこ

と。（各部材のクライテリアは第 2.5.3－1表参照） 
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2.4 既工認と今回工認における原子炉建物屋根トラスの解析モデルの比較 

原子炉建物屋根トラスの解析モデルについて，既工認で採用した解析モデ

ルと今回工認で採用する予定の解析モデルとの差異を整理する。既工認にお

ける屋根トラスの解析モデルと今回工認で採用予定の解析モデルの比較表を

第 2.4－1表に示す。 

第 2.4－1表のうち，解析コード，要素分割及び地震荷重の差異については，

解析手法を変更したことに伴う変更である。また，モデル化については，原

子炉建物屋根トラスが鉛直方向の地震動の影響を受けやすいと考えられるた

め，水平方向と鉛直方向地震力の同時入力による評価を適切に行うことを目

的として３次元フレームモデルによる弾塑性時刻歴応力解析を採用している。

コンクリートのヤング係数及びポアソン比については，適用基準を日本建築

学会「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－ 」（1999）

に見直したことによるものである。 

以上を踏まえると，既工認と今回工認における主要な差異として，「原子

炉建物屋根トラスに対する弾塑性時刻歴応力解析の採用」を抽出し，以下で

検討を行うこととした。 

なお，今回工認の弾塑性時刻歴応力解析では，解析モデル全体の自重によ

る変形及び地震時挙動を精度良く評価するために，屋根スラブも含めてモデ

ル化している。屋根トラスは鉛直荷重を支持する部材として設計されており，

主トラスについてはフレームを構成する部材として地震時の荷重も負担する

設計としている。従って，屋根トラスの各部材に生じる応力としては，鉛直

方向の自重による初期応力のほか，屋根スラブと一体となった屋根トラスの

鉛直方向の面外振動による応力が加わる。また，主トラス方向の地震荷重に

対しては主トラスの上下弦材やトラス材に応力が発生する。このように動的

な地震応答解析では，屋根スラブをモデル化することにより，地震時の挙動

が適切に評価されることから，今回工認では，燃料取替床レベルより上部を

立体的なモデルとして動的な地震応答解析を実施する。 
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第 2.4－1表 原子炉建物屋根トラスの解析モデルの比較 

項目 既工認 今回工認 

解析手法 ・静的応力解析（弾性解析） ・時刻歴応力解析（弾塑性解析） 

解析コード ・ＳＤ ・ｆａｐｐａｓｅ 

モデル化 ・２次元フレームモデル 

・３次元フレームモデル 

（屋根トラス部の耐震補強工事の内容

を反映注１） 

要素分割 
梁要素：トラスの上下弦材等 

トラス要素：トラスの斜材，束材 

梁要素：トラスの上下弦材，外周梁等 

トラス要素：水平ブレース，トラス斜 

材，束材等 

シェル要素：耐震壁，屋根スラブ 

材料物性 

・鉄骨のヤング係数： 

 Ｅ=2.1×107（t/m2） 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.1×106（t/m2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.167 

・鉄骨のヤング係数： 

 Ｅ=2.05×105（N/mm2） 

・コンクリートのヤング係数 

 Ｅ=2.25×104（N/mm2） 

・コンクリートのポアソン比 

 ν=0.2 

評価方法 

・Ａクラス施設として,基準地震動Ｓ１

による地震力及び静的地震力に対して

発生応力が許容限界を超えないことを

確認注２ 

・Ｓクラスである原子炉建物原子炉棟

（二次格納施設）のバウンダリを構成す

る屋根スラブの間接支持構造物として，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主

トラスの各部材に発生する応力が，許容

限界を超えないことを確認 

・弾塑性特性（修正若林モデル）を適用

する部材が過度な塑性化はしないこと

（破断の可能性がないこと）を確認注３ 

地震荷重 

・水平：原子炉建物の地震応答解析結

果に基づく地震荷重を静的に考慮 

・鉛直：静的震度を鉛直力として入力 

・水平及び鉛直： 

モデル脚部に原子炉建物の質点系モデ

ルの地震応答解析による応答を同時入

力 

その他 

・水平ブレース，屋根スラブ等の部材

は重量として考慮し，剛性は考慮しな

い 

・水平ブレース，屋根スラブ※等の部材

は３次元フレームモデルを構成する部

材としてモデル化 

※屋根スラブはシェル要素としてモデ

ル化し，面内剛性を考慮（保守性を考慮

し，面外剛性は考慮しない） 

注１：耐震補強工事の概要については，添付資料－１に示す。 

注２：主トラスの耐震性を確認することにより，屋根スラブの要求機能は維持できると考え評価を

実施。 

注３：軸力のみを負担するトラス要素でモデル化した部材に弾塑性特性を考慮する。  
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2.5 弾塑性解析の採用について 

2.5.1 弾塑性解析を採用することの目的 

原子炉建物屋根トラスについては，基準地震動Ｓｓによる地震動の増大

に伴い，トラスを構成する部材の一部が塑性領域に入ると考えられるが，

弾性解析では当該部材の塑性化による影響を考慮できないため，解析と実

現象に乖離が生じることになる。そこで今回工認では，屋根トラスの弾塑

性挙動を適切に評価することを目的として，部材の弾塑性特性を考慮した

地震応答解析を採用する予定としている。 

原子炉建物屋根トラスの応力解析に弾塑性解析を取り入れることによ

る利点としては，既工認で採用していた弾性解析では表現できないような

大入力時の弾塑性挙動を評価できることにある。弾塑性挙動を適切に評価

するに当たっては，部材の弾塑性特性を適切に設定し解析を実施する必要

があると考えられる。 

今回工認で採用予定の屋根トラス部材の弾塑性特性について，第 2.5.1

－1表に示す。第 2.5.1－1表に示すとおり，軸力のみを負担するトラス要

素に対してのみ弾塑性特性として修正若林モデルを採用する予定である。

当該モデルについては，先行電力の審査にて採用実績があり，モデルの妥

当性自体に大きな論点はないと考えられるものの，島根原子力発電所２号

炉原子炉建物屋根トラス部材の評価への適用性については，十分に確認す

る必要があると考えられる。 

以下では，修正若林モデルの概要を確認した上で，原子炉建物屋根トラ

ス部材への適用性を検討する。また，修正若林モデルを用いた弾塑性解析

を実施することにより，一部部材の塑性化を考慮することとなるため，当

該部材のクライテリアについても検討する。 
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第 2.5.1－1表 屋根トラス部材の弾塑性特性について 

注１：主トラス斜材，束材及びサブトラス斜材の細長比は修正若林モデルの適用範囲より大き

いが，修正若林モデルによる弾塑性特性を考慮しており，その適用性については詳細設

計段階で説明する。 

評価部位 モデル要素 弾塑性特性 

主トラス 

上弦材 
梁要素 考慮しない（弾性） 

下弦材 

斜材 
トラス要素 弾塑性（修正若林モデル）注１ 

束材 

サブトラス 

上弦材 
梁要素 考慮しない（弾性） 

下弦材 

斜材 トラス要素 弾塑性（修正若林モデル）注１ 

母屋 梁要素 考慮しない（弾性） 

サブビーム 梁要素 考慮しない（弾性） 

水平ブレース トラス要素 弾塑性（修正若林モデル） 
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2.5.2 弾塑性特性の設定の妥当性・適用性について 

(1) 今回工認で採用予定の弾塑性特性（修正若林モデル）の概要 

原子炉建物屋根トラスを構成する部材のうち，軸力のみを負担するトラ

ス要素としてモデル化した部材については，弾塑性特性として修正若林モ

デルを使用している。 

修正若林モデルは，原子力発電所建物（実機）を対象として実施された

谷口らの研究（１）に示される部材レベルの弾塑性特性である。修正若林モデ

ルは，若林モデル（２）を基本としているが，谷口らの研究（１）で実施された

実験のシミュレーション解析を踏まえて，繰り返し載荷による初期座屈以

降の耐力低下を累積塑性歪の関数で表現し，実験との対応度を向上させた

手法であり，式（１）により評価される。 

𝑛 𝑛0⁄ = 1 (ζ��� − 𝑃𝑛)1 6⁄⁄ ≦ 1   (１) 

  n = N/Ny N：軸力 Ny：降伏軸力 

  n0：無次元化初期座屈耐力 ζ
���
：無次元化圧縮側累積塑性歪 

  Pn = (nE 4⁄ ) − 5  nE = π2E (λe2σy)⁄   λe：有効細長比 

 

修正若林モデルの弾塑性特性を第 2.5.2－1図に示す。 

谷口らの研究（１）においては，実機の特徴を反映したＸ型ブレース架構

の静的繰返し実験を実施している。また，修正若林モデルの妥当性を確認

するに当たって，ブレース部材の弾塑性特性として修正モデルを適用した

解析モデルによる実験のシミュレーション解析を実施しており，解析結果

は実験結果を概ねよくとらえているとしている。試験体の概要を第 2.5.2

－2図，解析モデルを第 2.5.2－3図，解析結果と実験結果の比較を第 2.5.2

－4図に示す。 

なお，本復元力特性については，前述のとおり，川内原子力発電所ター

ビン建屋の解析で考慮したブレースの弾塑性特性及び東海第二発電所原子

炉建屋の解析で考慮したトラス部材の弾塑性特性として採用されており，

認可実績がある。 
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第 2.5.2－1図 修正若林モデルの弾塑性特性（(1)より引用，一部加筆） 

 

        

第 2.5.2－2図 試験体の概要     第 2.5.2－3 図 解析モデル 

（(1)より引用）         （(1)より引用） 

 

 

第 2.5.2－4図 解析結果と実験結果の比較（(1)より引用）  

（参考） 
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(2) 原子炉建物屋根トラスに対する検証例 

谷口らの研究（１）は，Ｘ型ブレース架構を対象としたものであったが，原

子炉建物屋根トラスに対して本弾塑性特性を適用した検討例として，鈴木

らの研究（３）がある。 

この研究は，原子炉建物屋根トラスの終局耐力について検討したもので

あるが，実験結果を高精度にシミュレーションするために構築したモデル

の中で本弾塑性特性が適用されている。 

鈴木らの研究（３）では，終局耐力を検討するにあたり原子炉建物屋根トラ

スを模擬した縮小試験体を製作し，トラスの崩壊挙動に与える影響が大き

い鉛直動的荷重を模擬した静的載荷試験により，その弾塑性挙動を確認し

ている。なお，試験に当たっては，原子力発電所鉄骨屋根トラスがプラッ

ト形とワーレン形の２種類に分類されることを踏まえ，この２種類のトラ

ス形式についての試験体を製作している。島根原子力発電所２号炉の原子

炉建物屋根トラスはこのうち，プラット形に該当する。試験体の概要を第

2.5.2－5図に示す。 

実験のシミュレーション解析においては，トラス要素としてモデル化し

た部材の弾塑性特性として修正若林モデルが適用されており，実験結果と

シミュレーション解析を比較し，精度良く実験結果を追跡できているとし

ている。結果の比較を第 2.5.2－6図に示す。 

以上のように修正若林モデルは，提案当初のＸ型ブレース材に加えて，

ワーレン形，プラット形の鉄骨トラスでも実験結果を精度良く追跡できて

おり，幅広い鉄骨架構形式において軸力のみを負担する部材の弾塑性特性

として適用可能であると考えられる。 
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第 2.5.2－5図 試験体の概要（(3)より引用） 

 
第 2.5.2－6図 実験のシミュレーション解析結果（(3)より引用） 
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(3) 原子力発電所鉄骨屋根トラスへの適用性 

今回採用を予定している修正若林モデルについては，提案当初より，原子

力発電所（実機）を対象として実施された実験により妥当性が検証されてお

り，また，原子炉建物鉄骨屋根トラスを模擬した加力実験のシミュレーショ

ン解析においてもその適用性・妥当性が検証されている。これより，原子炉

建物屋根トラスの鉄骨部材のうち，トラス要素としてモデル化した部材の弾

塑性特性として，修正若林モデルを採用することは妥当であると考えられる。 
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2.5.3 各部材のクライテリアについて 

入力地震動の増大に伴い鉄骨部材の一部が塑性領域に入ると考えられ

ることから，今回工認においては，弾塑性解析による評価を実施する。 

第 2.5.3－1表に各部材のクライテリアを示す。 

評価方法としては，主要部材が弾性範囲であることを確認する方針とし，

弾性範囲を上回る応答が生じた場合は別途詳細な検討注１を行う。 

 

注１：弾塑性特性を考慮してモデル化している部材については，各部材の

累積塑性変形倍率を整理した上で，累積塑性変形倍率が最も大きい

部材について破断の可能性がないことを検討する。検討は，当該部

材の履歴ループを参照し，局部集中ひずみの繰返し回数が，中込ほ

か（1995）（４）に基づき算定される当該部材の最大ひずみ度に対す

る破断寿命（繰返し回数）を十分に下回っていることを確認する。

この手法は先行審査（川内原子力発電所タービン建屋）でも認可実

績のある手法であることから，手法自体に技術的な論点はないもの

と考えられる。 
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第 2.5.3－1表 今回工認における屋根トラス各部材のクライテリア 

評価部位 要求機能注１ 弾塑性特性 評価方法注３ 

主トラス 

上弦材 鉛直荷重の支

持，フレームを

構成する部材と

して水平地震荷

重，クレーン荷

重の支持 

考慮しない（弾性） 

主要部材が弾性範囲であるこ

とを確認注２ 

（弾性範囲を上回る場合は別

途詳細検討） 

下弦材 

斜材 
弾塑性（修正若林

モデル） 
束材 

サブトラス 

上弦材 

鉛直荷重の支持 

考慮しない（弾性） 
下弦材 

斜材 
弾塑性（修正若林

モデル） 

母屋 鉛直荷重の支持 考慮しない（弾性） 

サブビーム 鉛直荷重の支持 考慮しない（弾性） 

水平ブレース 
水平地震荷重 

の伝達 

弾塑性（修正若林

モデル） 

注１：主な機能を示しており基準地震動Ｓｓに対する発生応力の負担も考慮する。 

注２：「RC-N規準」の短期許容応力度の鋼材の基準強度 Fを「技術基準解説書」に基づき 1.1倍

した耐力を超えないこと。 

注３：接合部はボルト接合としており，保有耐力接合を基本とする。



4条-別紙 4-22 

2.6. 原子炉建物屋根トラスの評価に関するまとめ 

今回工認では，原子炉建物屋根トラスの評価に当たって，３次元フレーム

モデルによる弾塑性解析（弾塑性特性としては修正若林モデルを考慮）を採

用する予定である。修正若林モデルは先行審査で採用実績のある弾塑性特性

であるが，Ｘ型ブレースを対象として検討されたものであったため，本検討

においては，修正若林モデルの原子炉建物屋根トラスへの適用性を検討する

必要があると判断した。既往文献（原子炉建物鉄骨屋根トラスを模擬した加

力実験のシミュレーション解析）を参照し，その適用性・妥当性が検証され

ていることを確認した。また，屋根スラブの要求機能と評価方針を踏まえ，

弾塑性特性を考慮する部材のクライテリアについても検討し，妥当性を確認

した。 

以上より，今回工認において原子炉建物屋根トラスの評価に弾塑性解析を

採用することは妥当であると考える。また，弾塑性特性を採用した屋根トラ

スの評価及び屋根スラブの検討により，屋根スラブの二次格納施設としての

機能維持の評価方針を整理した。 

なお，原子炉建物屋根トラスは，原子炉建物の地震応答解析結果に基づく

燃料取替床レベルの応答を入力地震動として評価を実施しており，入力地震

動の不確かさ（建物応答の不確かさ）を踏まえた場合でも許容値を満足する

ことを確認することにより保守性に配慮した設計とする予定である。 

 

3. まとめ  

島根原子力発電所２号炉原子炉建物の屋根トラスについて，既工認と今回工認

における解析モデル及び解析手法を比較した。その結果，既工認と差異が認めら

れる部分についてはその妥当性・適用性について検討を行い，今回工認で使用す

る解析モデルとして妥当であることを確認した。 

 

4. 参考文献  

(1) 谷口ほか：鉄骨Ｘ型ブレース架構の復元力特性に関する研究，日本建築学会

構造工学論文集 Vol.37B号，1991年 3月，pp.303－316 

(2) 柴田ほか：鉄骨筋違の履歴特性の定式化，日本建築学会論文報告集第 316号，

昭和 57年 6月，pp.18－24 

(3) 鈴木ほか：原子力発電所鉄骨屋根トラスの終局限界に関する研究，日本建築

学会構造系論文集 Vol.76 No.661，2011年 3月，pp.571－580 

(4) 中込ほか（1995）：繰返し力を受ける SM490鋼の疲労性に関する研究，日本

建築学会構造系論文集 No.469，1995年 3月，pp.127－136  
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添付資料－１ 

 

原子炉建物屋根トラスの耐震補強について 

 

島根原子力発電所２号炉の原子炉建物屋根トラスについては耐震補強工事を実

施しており，本資料では，当該工事における補強の内容について説明する。 

屋根トラスの補強については，主トラスやサブトラスの余裕の少ない部材に対

して，補強材の追加等による耐震補強工事を実施している。耐震補強箇所を第 1

－1図に，補強部材の詳細を第 1－1表に示す。  



4条-別紙 4-添 1-2 

 

主トラス断面図 

 

 

 

サブトラス断面図 

第 1－1 図 屋根トラスの補強箇所  

④接合部補強（●部） 

①下弦材補強 

②斜材補強 

③斜材補強 

⑤下弦材補強 



4条-別紙 4-添 1-3 

第 1－1 表 補強部材の詳細 

Ｎｏ 箇所及び補強方法 

① 
主トラス下弦材 

補強材追加         

補強材 PL-16 

補強前          補強後 

② 
主トラス斜材 

補強材追加          

補強材 4Ls-90×90×10 

補強前          補強後 

③ 
サブトラス斜材 

補強材追加         

補強材 4Ls-65×65×6 

補強前          補強後    

④ 
サブトラス斜材 

接合部補強 

     

接合部補強（PL-19，ボルト） 

補強前            補強後     

⑤ 
サブトラス下弦材 

補強材追加 

                               

        

補強材 2Cs-150x75x9x12.5 

補強前           補強後    
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参考資料－１ 

 

剛性比例型減衰の妥当性について 

 

1. はじめに  

 今回工認では，原子炉建物屋根トラスの地震応答解析における減衰評価につ

いて，鉄骨造の構造物に対して一般的に適用している剛性比例型としている（１）

（２）。 

 第 1－1表に原子炉建物屋根トラスの暫定の固有値解析結果を，第 1－1図に

剛性比例型減衰による減衰定数と振動数の関係を示す。 

 鉄骨造の屋根トラスは，水平材として鉛直方向の挙動が卓越すると考えられ

るため，水平材の応答に影響の大きい鉛直方向１次固有振動数（4.60Hz）に対

して減衰定数がｈ＝２％となる剛性比例型減衰を与えている。第 1－1 図より，

剛性比例型減衰の特徴として高次モードの減衰を大きくとることになるが，高

次モードが屋根トラスの応答へ及ぼす影響は小さいため，剛性比例型減衰の採

用が屋根トラスの応答へ与える影響は小さいと考える。 

 

第 1－1 表 原子炉建物屋根トラスの固有値解析結果 

次数 
固有振動数 

（Hz） 

固有周期 

（秒） 

刺激係数 

備考 ＮＳ方向 

（Ｙ） 

ＥＷ方向 

（Ｘ） 

鉛直方向 

（Ｚ） 

1 4.60 0.217  0.085 -0.003  1.748 鉛直方向1次 

2 6.23 0.160 -0.004 -0.040 -0.001 鉛直方向2次 

3 7.87 0.127 -1.717  0.016 -0.002 ＮＳ方向1次 

4 8.12 0.123 -0.014 -1.988  0.006 ＥＷ方向1次 

 

 

第 1－1 図 剛性比例型減衰による減衰定数と振動数の関係 

  

振動数

f（Hz）f1=4.600
0

h1=2

h（%）

減
衰

定
数
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2. 剛性比例型減衰設定の妥当性の確認 

 第 1－1表に示すとおり屋根トラスの水平方向の１次固有振動数（固有周期）

は，ＮＳ方向：7.87Hz（0.127秒），ＥＷ方向：8.12Hz（0.123秒）であり，鉛

直方向の１次固有振動数は，4.60Hz（0.217秒）である。剛性比例型減衰の採

用にあたっては，上記の振動数のいずれかの振動数を基準に設定することとす

る。 

 原子炉建物の地盤－建物連成系の水平方向の１次固有振動数はＮＳ方向 4.55 

Hz（0.220秒），ＥＷ方向 4.94Hz（0.203秒）である。鉛直方向については，

地盤－建物連成系の１次固有振動数は 9.48Hz（0.105秒）である。これらの１

次固有振動数から屋根トラスの応答に影響が大きい成分を判断することは難し

い。屋根トラスの構造面からは，鉛直方向の振動の影響が大きいと判断される

ため，剛性比例型減衰の設定は鉛直方向の１次固有振動数に対して設定するこ

ととする。 

 また，参考として屋根トラスの各方向の固有周期と解析モデルへの入力地震

動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ－Ｄ）の関係を第 1－2 図に示す。

入力地震動の応答スペクトルの卓越周期は原子炉建物の地盤－建物連成系の各

方向の１次周期に概ね対応しており，いずれの方向についても赤線で示す屋根

トラスの１次固有周期とは離れた周期となっている。 

 以上のことから，屋根トラスの応答は，建物の各方向の１次固有振動数（固

有周期）との関連性が小さく，また，高次モードが屋根トラスの応答へ及ぼす

影響は小さいと考えられるため，屋根トラスの構造面から応答に影響が大きい

と判断される屋根トラスモデルの鉛直方向の１次固有振動数（4.60Hz）に対し

て減衰定数がｈ＝２％となる剛性比例型減衰を設定することは妥当であると考

えられる。 

 なお，詳細設計段階においては，代表ケースを選定して剛性比例型以外の減

衰（例えば鉛直１次と２次で規定したレイリー減衰）を用いて，高次モードの

影響を確認することとする。 
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第 1－2 図（1） 屋根トラスの固有周期と入力地震動の加速度応答スペクト 

ル（基準地震動Ｓｓ－Ｄ）の関係 鉛直方向 

 

 

第 1－2 図（2） 屋根トラスの固有周期と入力地震動の加速度応答スペクト 

ル（基準地震動Ｓｓ－Ｄ）の関係 ＮＳ方向 
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第 1－2 図（3） 屋根トラスの固有周期と入力地震動の加速度応答スペクト 

ル（基準地震動Ｓｓ－Ｄ）の関係 ＥＷ方向 

 

 

3. 参考文献  

(1) 日本建築センター：性能評価を踏まえた超高層建築物の構造設計実務－超高

層・免震建築物の構造設計者が実際に行ってきた検討と判断を集大成－，

2019 

(2) 日本建築学会：建築物の減衰，2000 
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参考資料－２ 

 

屋根トラスの入力地震動及び固有振動数・固有モードについて 

 

1. 屋根トラスの入力地震動 

屋根トラスへの入力として用いている入力地震動（原子炉建物の質点系モデ

ルによる地震応答解析結果から得られる燃料取替床レベル（ＥＬ 42.8m）の応

答結果）の時刻歴波形（暫定応答）について，基準地震動Ｓｓ－Ｄを例として

第 2－1図に示す。地震応答解析を実施する際には，水平，鉛直成分は加速度時

刻歴波形を，回転成分は回転角加速度時刻歴波形を入力している。 

 

 

（a）ＮＳ方向（水平） 

 

（b）ＥＷ方向（水平） 

 

（c）鉛直方向 

第 2－1 図（1） 入力地震動の時刻歴波形（加速度，水平，鉛直成分）  
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（a）ＮＳ方向（回転） 

 

（b）ＥＷ方向（回転） 

第 2－1 図（2） 入力地震動の時刻歴波形（加速度，回転成分） 
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4条-別紙 4-参 2-3 

2. 屋根トラスの固有値解析結果 

 屋根トラスの暫定の固有値解析結果を第 2－1表及び第 2－2図に示す。 

 １次固有振動数は鉛直方向で 4.60Hz，水平方向で 7.87Hz（ＮＳ方向），8.12Hz

（ＥＷ方向）となる。 

 

第 2－1 表 固有値解析結果 

次数 
固有振動数 

（Hz） 

固有周期 

（秒） 

刺激係数 

備考 ＮＳ方向 

（Ｙ） 

ＥＷ方向 

（Ｘ） 

鉛直方向 

（Ｚ） 

1 4.60 0.217  0.085 -0.003  1.748 鉛直方向1次 

2 6.23 0.160 -0.004 -0.040 -0.001 鉛直方向2次 

3 7.87 0.127 -1.717  0.016 -0.002 ＮＳ方向1次 

4 8.12 0.123 -0.014 -1.988  0.006 ＥＷ方向1次 

 

  



4条-別紙 4-参 2-4 

 

（a）全体 

 

（b）主トラス構面（R7 通り） 

 

第 2－2 図（1） 固有モード図（全体１次：屋根の鉛直１次） 
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4条-別紙 4-参 2-5 

 

（a）全体 

 

（b）サブトラス構面（RF 通り） 

 

第 2－2 図（2） 固有モード図（全体２次：屋根の鉛直２次） 
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4条-別紙 4-参 2-6 

 

（a）全体 

 

（b）主トラス構面（R7通り） 

 

第 2－2 図（3） 固有モード図（全体３次：ＮＳ方向水平１次） 
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4条-別紙 4-参 2-7 

 

（a）全体 

 

（b）サブトラス構面（RF 通り） 

 

第 2－2 図（4） 固有モード図（全体４次：ＥＷ方向水平１次） 
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4条-別紙 4-参 2-8 

3. 屋根トラスの耐震評価の見通し 

屋根トラスの主要部材については，概ね弾性範囲となる見込みであるが，一

部の部材が弾性範囲を超える場合については，詳細設計段階で別途詳細な検討

をしていく。 



4条-別紙 4-参 3-1 

参考資料－３ 

 

屋根トラスの入力地震動に係る影響検討について 

 

1. 概要 

原子炉建物屋根トラスの地震応答解析モデルへの入力地震動は，原子炉建物

の質点系モデルによる地震応答解析結果から得られる燃料取替床レベル（ＥＬ 

42.8m）の応答時刻歴波形を用いるが，鉛直動に対する質点系モデルでは，屋根

スラブの剛性は考慮していない。 

鉛直動に対する質点系モデルにおいて，屋根スラブの剛性を考慮した場合に

ついても解析を実施し，原子炉建物屋根トラスの地震応答解析モデルへの入力

地震動に与える影響を確認する。 

 

2. 検討結果 

鉛直動に対する質点系モデルを第 3－1図に，屋根スラブの面外剛性を屋根部

分の剛性に考慮したモデルを第 3－2図に示す。 

 上記２つのモデルによる燃料取替床レベル（ＥＬ 42.8m）の応答スペクトル 

（ｈ＝２％）の比較を，基準地震動Ｓｓ－Ｄを例に第 3－3図に示す。 

 全周期帯にわたり，２つのモデルによる応答値の差はほとんど無く，屋根ト

ラスの評価において無視できる範囲である。 
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第 3－1 図 鉛直動に対する質点系モデル 

（屋根の面外剛性非考慮） 

  



4条-別紙 4-参 3-3 

 

第 3－2 図 鉛直動に対する質点系モデル 

（屋根の面外剛性を考慮した場合） 
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4条-別紙 4-参 3-4 

 

第 3－3 図 燃料取替床レベル（ＥＬ 42.8m）の応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｄ，h=2%）の比較 
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別紙－５

島根原子力発電所２号炉

土木構造物の解析手法及び

解析モデルの精緻化について



1. 屋外重要土木構造物等※の評価手法の概要

屋外重要土木構造物等の耐震安全性評価について，島根原子力発電所２号炉の

今回の工事計画認可申請書（以下「今回工認」という。）では，屋外重要土木構

造物等の変位や変形をより実状に近い応答に精緻化することを目的に，評価手法

の高度化として，解析手法と減衰定数の変更及び隣接構造物のモデル化を予定し

ている。島根原子力発電所２号炉の建設時の工事計画認可申請書（1984 年２月）

（以下「既工認」という。）と今回工認との手法の比較を第 5－1－1表に示す。 

※設計基準対象施設のうち屋外重要土木構造物，重大事故等対処施設のうち土

木構造物及び波及的影響を及ぼすおそれのある施設のうち土木構造物を「屋

外重要土木構造物等」という。

既工認との相違点のうち，解析手法として適用している「時刻歴応答解析，限

界状態設計法」は，新規制基準施行後の工事計画認可にて適用例がある手法であ

る。 

なお，コンクリート強度は，既工認と同じく設計基準強度を採用する方針とす

る。 

評価対象設備について，要求性能，解析手法，解析モデル及び許容限界を整理

した。既工認の整理結果を第 5－1－2表に，今回工認の整理結果を第 5－1－3

表に示す。また，評価対象設備の配置図を第 5－1－1図に示す。 

既工認では，各評価対象施設に求められる要求性能（支持性能，通水性能）を

考慮し，構造部材の曲げについては終局強度，せん断については許容せん断力に

対して妥当な裕度を持つことを確認することを基本としていた。 

今回工認では，各評価対象施設に求められる要求性能（支持性能，通水性能，

貯水性能，止水性能及び遮蔽性能）を考慮し，構造部材の曲げにおいては「限界

層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ」，「圧縮ひずみ：コンクリートの

圧縮強度に対応するひずみ，主筋ひずみ：鉄筋の降伏強度に対応するひずみ」，

「曲げ耐力」，「許容応力度」又は「全塑性モーメント」から，せん断においては

「せん断耐力」又は「許容応力度」から適切に選定する。 

第5－1－1表 既工認と今回工認との手法の比較 

解析手法 解析モデル 減衰定数 
コンクリート強

度 
隣接構造物 

既工認 

時刻歴応答解析
及び周波数応答
解析 
許容応力度法等 

ばね質点系モデ
ル及び地質デー
タに基づく水平
成層地盤モデル

構 造 物 の 減 衰
５％ 

設計基準強度 
地盤としてモデ

ル化

今回工認 
時刻歴応答解析 
限界状態設計法 

地質データに基
づくＦＥＭモデ
ル 

構 造 物 の 減 衰
２％ 
＋履歴減衰 

設計基準強度 
等価剛性でモデ

ル化

比較結果 ●異なる ●異なる ●異なる ○同じ ●異なる

適用例 ○あり ○あり ○あり ○あり ○あり
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第 5－1－1図 評価対象設備 配置図 

貯水性能及び止水性能が要求される構造部材については，漏水が生じるような

顕著な（部材を貫通するような）ひび割れが発生しないよう，目標性能としては

鉄筋が降伏しないこと及び発生せん断力がせん断耐力以下になることが求めら

れるため，構造部材の曲げ照査においては「コンクリート標準示方書[構造性能

照査編]（土木学会，2002 年制定）」において応力ーひずみ関係として示された

「圧縮ひずみ：コンクリートの圧縮強度に対応するひずみ（2000μ），主筋ひず

み：鉄筋の降伏強度に対応するひずみ（1725μ（SD345 の場合））」に対して十分

な安全余裕を持つことを確認する。また，せん断照査においては「原子力発電所

屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005）」に規

定された「せん断耐力」に対して妥当な安全余裕を持つことを確認する。 

面内変形に対しては，JEAG4601-1991 に規定されている層間変形角がスケルト

ンカーブの第１折れ点以下であることを許容限界とした耐震評価を行うことと

し，これについても，耐震壁のせん断変形に対する水密性評価の許容限界として

既工認実績がある（第 5－1－4表参照）。 

支持性能，通水性能及び遮蔽性能が要求される構造部材については，目標性能

としては部材が終局状態に至らないことが求められるため，構造部材の曲げ照査
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においては「限界層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ」，「曲げ耐力」，

「許容応力度」又は「全塑性モーメント」，せん断照査においては「せん断耐力」

又は「許容応力度」に対して妥当な安全余裕を持つことを確認する。 

第 5－1－4表 貯水性能及び止水性能の許容限界 

変形モード 
許容限界 

既工認実績 
指標 許容値 

曲げ 

圧縮ひずみ 2000μ 

本許容値はコンクリート標準示方書

2002 において，応力－ひずみ関係と

して示されており，概ね弾性範囲の

状態である（第 5－1－2～3図参照）。 

概ね弾性範囲の状態は止水機能に対

する許容限界として既工認実績があ

る。なお，この許容限界は水道施設

耐震工法指針・解説 2009 に規定され

ている照査基準と同じレベルの許容

値である（第 5－1－5表参照）。 

主筋ひずみ 
1725μ 

(SD345 の場合) 

せん断 

層間変形角 

（面内） 

第１折点（γ1）

以下 

JEAG4601-1991 に規定されており，

耐震壁のせん断変形に対する水密性

評価の許容限界として既工認実績が

ある。 

発生せん断力 せん断耐力 

土木学会マニュアル 2005 に規定さ

れており，屋外重要土木構造物の貯

水機能の許容限界として既工認実績

がある。 

第 5－1－2図 コンクリートの応力－ひずみ曲線

終局圧縮ひずみ 
3500μ 

ピーク強度 
2000μ 
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第 5－1－3図 鉄筋及び構造用鋼材の応力－ひずみ曲線 

第5－1－4図 トリリニア・スケルトンカーブと評価式 

第 5－1－5表 池状構造物（RC 構造物）の耐震性能と照査基準 

Es  ：200kN/mm2 

fyd ：345N/mm2 

εsy：1725μ 

1725μ 

SD345 の場合 
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2. 解析手法

屋外重要土木構造物等の耐震安全性評価について，既工認では，地震応答解析

手法として時刻歴応答解析及び周波数応答解析を採用し，構造部材の曲げについ

ては終局強度，せん断については許容せん断力に対して妥当な裕度を持つことを

確認することを基本としていた。 

今回工認では，屋外重要土木構造物等の地震応答解析手法として時刻歴応答解

析を適用した限界状態設計法による設計を採用する。減衰定数は，構造物の減衰

２%及び履歴減衰とする。構造部材の曲げについては「限界層間変形角又は圧縮

縁コンクリート限界ひずみ」，「圧縮ひずみ：コンクリートの圧縮強度に対応する

ひずみ，主筋ひずみ：鉄筋の降伏強度に対応するひずみ」，「曲げ耐力」，「許容応

力度」又は「全塑性モーメント」に対して十分な安全余裕を持つこと，せん断に

ついては「せん断耐力」又は「許容応力度」に対して妥当な安全余裕を持つこと

を確認することを基本とし，各設備の要求性能（支持性能，通水性能，貯水性能，

止水性能，遮蔽性能）を踏まえて照査項目・内容を追加する。 

貯水性能及び止水性能が要求される構造部材については，漏水が生じるような

顕著な（部材を貫通するような）ひび割れが発生しないよう，目標性能としては

鉄筋が降伏しないこと及び発生せん断力がせん断耐力以下になることが求めら

れるため，構造部材の曲げ照査においては「圧縮ひずみ：コンクリートの圧縮強

度に対応するひずみ，主筋ひずみ：鉄筋の降伏強度に対応するひずみ」，せん断

照査においては「せん断耐力」に対して妥当な安全余裕を持つことを確認する。 

支持性能，通水性能及び遮蔽性能が要求される構造部材については，目標性能

としては部材が終局状態に至らないことが求められるため，構造部材の曲げ照査

においては「限界層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ」，「曲げ耐力」，

「許容応力度」又は「全塑性モーメント」，せん断照査においては「せん断耐力」

又は「許容応力度」に対して妥当な安全余裕を持つことを確認する。 

以下では，「耐震設計に係る工認審査ガイド」において，適用実績のある耐震

設計に関連した規格及び基準等で示されてはいないが，先行サイトの審査で実績

のある「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土

木学会，2005）」（以下「土木学会マニュアル」という。）の適用性について検討

を行う。 
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2.1 曲げ照査に係る土木学会マニュアルの適用性について 

土木学会マニュアルでは，構造物の曲げ系の破壊については限界層間変形角又

は圧縮縁コンクリート限界ひずみに対して妥当な裕度を持つことを確認するこ

とを基本としており，今回工認における曲げに対する照査は，圧縮縁コンクリー

ト限界ひずみによる方法を採用し，照査用圧縮縁コンクリートひずみが，限界圧

縮縁コンクリートひずみを超えないことを確認する。 

「コンクリート標準示方書【構造性能照査編】（土木学会，2002）」（以下「コ

ンクリート標準示方書 2002」という。）では，構造部材の終局変位は，部材の荷

重－変位関係の骨格曲線において，荷重が降伏荷重を下回らない最大の変位とし

て求めてよいとしている。コンクリート標準示方書 2002 による構造部材の終局

変位の考え方を第 5－2－1図に示す。 

一方，土木学会マニュアルでは，以下の考え方に基づいている。 

屋外重要土木構造物を模したラーメン構造の破壊実験の結果より，かぶりコン

クリートが剥落すると荷重が低下し始める。圧縮縁コンクリートひずみが１％に

至る状態は，まだ応力を負担することができ，かぶりコンクリートの剥落が発生

する前の状態であることを確認しており 1)2)，荷重が低下しない範囲にある。当

該限界値を限界状態とすることで，構造全体としての安定性が確保できるものと

して設定されたものである。コンクリートの圧縮試験の例を第 5－2－2図に示す。 

したがって，土木学会マニュアルによる曲げ照査手法は，コンクリート標準示

方書 2002 による照査よりも安全側の評価を与えるため，適用性を有している。 

さらに，土木学会マニュアルでは「鉄筋コンクリート造建物の靱性保証型耐震

設計指針（案）・同解説（日本建築学会，1997）」(以下「日本建築学会」という。)

にて記載されている設計限界変形 1/100，終局限界変形 1/80 等を基準値として

参照している。 

対象は同じラーメン構造であり，軸力比（軸応力度／コンクリート圧縮強度比）

は建築物よりも屋外重要土木構造物の方が小さいと考えられることから，変形性

能がより大きくなる傾向にあり，層間変形角 1/100 は限界値として安全側である

と考えられる。土木学会マニュアルでは，層間変形角が 1/100 以下であれば，圧

縮縁コンクリートひずみ１％の基準を保証したものとみなすと示されており，機

能維持確保の観点からも耐荷性能が確保されることが担保できるため限界値と

して適切である。 

参考に，日本建築学会における曲げ降伏先行型の部材について，復元力特性と

限界状態(損傷度)の関係の概念図を第 5－2－3図に，土木学会マニュアルにおけ

る鉄筋コンクリートはり部材の荷重－変位関係と損傷状態に対する概念図を第

5－2－4図に示す。日本建築学会と土木学会マニュアルにおいて概ね対応が取れ

ており，土木学会マニュアルの各損傷状態の設定は妥当であると考えられる。第

5－2－4 図において圧縮縁コンクリートひずみ１％は第４折れ点よりも手前に

あり，屋外重要土木構造物の限界状態に至っていないと考えられる。また，第３

折れ点は圧縮縁コンクリートひずみ１％よりもさらに手前にある。 
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耐震安全性評価では，当該許容限界値に対して，十分な安全余裕を確保するた

め，構造部材の照査の過程において複数の安全係数を考慮する。安全係数は，材

料係数，部材係数，荷重係数，構造解析係数及び構造物係数の５種に分けられる。

それぞれの安全係数の考え方を第 5－2－5図に示す。また，地盤物性のばらつき

については，これらの影響を見込んだ照査を，詳細設計段階において実施する。

地盤物性のばらつきは，周辺地盤の変形特性について，平均値を基本ケースとし

た場合に，平均値±1.0×標準偏差(σ)のケースについて確認を行う。 

耐震安全性評価において，基準地震動Ｓｓ 全波（6 波）を用いて基本ケース

での評価を実施し，基本ケースにおいて，曲げに対する照査が厳しい（許容限界

に対する余裕が小さい）地震動を用い，地盤物性のばらつきを考慮した確認を行

う。 

曲げに対する照査において考慮している安全係数は第 5－2－1 表に示すとお

り，材料係数，部材係数，荷重係数，構造解析係数，構造物係数がある。これら

の安全係数は土木学会マニュアルにおいて以下の考えにより定められている。 

(1) 材料係数

コンクリート強度の特性値は，製造において，その値を下回る強度が発現する

確率が５％以内となるように設定する。また，鉄筋の機械的性質の特性値に関し

ても，日本工業規格（ＪＩＳ）の規格範囲の下限値を設定してよいとしている。

このように，双方とも特性値の段階で実強度に対して小さい値を設定しており，

応答値・限界値ともに安全側の照査がなされているため，材料係数は 1.0 として

いる。 

(2) 部材係数

安全側に配慮した設定を行っていることから，部材係数は 1.0 としている。 

(3) 荷重係数

地震の影響以外の荷重の評価精度は，かなり高いものと考えられ，地震の影響

については入力地震動そのものが最近の研究成果に基づいて設定されるため，荷

重係数は 1.0 としている。 

(4) 構造解析係数

限られた条件での実験であること，地盤パラメータの設定が応答解析結果に及

ぼす影響などを考え併せて，構造解析係数は 1.2 以上を標準としている。 

(5) 構造物係数

屋外重要土木構造物は重要度毎に適切な地震動が設定される。従って，構造物

係数によりさらに構造物の重要性を考慮する必要はなく，耐震性能照査における

構造物係数は 1.0 としている。 

以上のことから，土木学会マニュアルによる曲げ照査手法は，コンクリート標

準示方書 2002 による照査よりも安全側の評価を与えるため，技術的妥当性及び

適用性を有するとともに適切な余裕が確保されていると判断できる。 
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第5－2－1表 曲げ評価において考慮している安全係数 

第5－2－1図 コンクリート標準示方書2002による構造部材の終局変位の考え方 

第5－2－2図 コンクリートの圧縮試験例3) 

安全係数 
曲げ照査 

応答値算定 限界値算定 

材料係数 

コンクリート 1.0 1.0 

鉄筋 1.0 1.0 

地盤 1.0 － 

部材係数 － 1.0 

荷重係数 1.0 － 

構造解析係数 1.2 － 

構造物係数 1.0 

コンクリートの圧縮ひずみ 1%

応力を負担 
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第5－2－3図 曲げ降伏先行型の部材の復元力特性と限界状態（損傷度） 

の関係の概念図（日本建築学会） 

第5－2－4図 鉄筋コンクリートはり部材の荷重－変位関係と損傷状態に対する 

概念図（土木学会マニュアル） 

第5－2－5図 安全係数の考え方 

屋外重要土木構造物 
の限界状態 

圧縮縁コンクリート 
ひずみ 1% 

手前に設定 

・第 1 折れ点(A):ひび割れ発生

・第 2 折れ点(B):鉄筋降伏

・第 3 折れ点(C):最大耐荷力(コンクリート圧縮縁ひずみ 0.35%程度)

・第 4 折れ点(D):かぶりコンクリート剥落

4条-別紙5-11



【参考文献】 

1)土木学会：原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル，

2005

2)土木学会：コンクリート標準示方書【構造性能照査編】，2002

3)松尾豊史・金津努・大友敬三・福本彦吉:コンクリート製地中構造物の合理的

な耐震性能評価指標に関する検討，土木学会地震工学論文集，2003

4条-別紙5-12



2.2 せん断照査に係る土木学会マニュアルの適用性について 

今回工認におけるせん断に対する照査は，土木学会マニュアルに基づき，照査

用せん断力が，せん断耐力を下回ることを確認する。 

2.2.1 せん断破壊に対する照査 

応答せん断力とせん断耐力の比に構造物係数を乗じた数値が，1.0 を下回るこ

との確認をもってせん断破壊に対する照査とする。せん断耐力は，以下の３つの

選択肢のいずれかを用いて評価する。 

(1)せん断耐力評価式

(2)分布荷重を受ける部材のせん断耐力評価法※

分布荷重を受ける部材については，せん断耐力評価式を応用して，より

合理的な評価を行うことができる。土木学会マニュアルでは，「等価せん

断スパン比を用いた方法（第 5－2－6 図）」と「線形被害則を用いた方法

（第 5－2－7図）」の２法を示す。 

(3)材料非線形解析を用いる方法

ここでいう材料非線形解析とは，せん断耐力を求めるために用いる解析

法を指し，応答解析で用いる解析とは区別している。部材が複雑な形状を

有するなどの場合，これを選択できる。 

(1)で全部材の照査を行った後，不合格と判定される部材だけを取り出して(2)

や(3)で再照査を行う。 

※(2)の中の「等価せん断スパン比を用いた方法」と「線形被害則を用いた方

法」を同一構造物の異なる部材に対して使い分けることはできない。 

2.2.2 せん断耐力評価式 

コンクリート標準示方書 2002 では，棒部材及びディープビームについて第 5

－2－2 表に示すとおりのせん断耐力式を定義している。このうち，ディープビ

ームについては，コンクリート標準示方書 2002 及び土木学会マニュアルにおい

て同様の評価式となっている。 

土木学会マニュアルでは，コンクリート標準示方書 2002 におけるせん断耐力

式のうち棒部材式において，等価せん断スパンにより設定可能な係数βaを考慮

している。これは屋外重要土木構造物が地中に埋設されたラーメン構造で，土圧，

水圧，地震時慣性力等の多数の分布荷重が作用していることによる分布荷重が卓

越し，スパン内に反曲点が存在する等の載荷形態にある条件下では，せん断耐力

が増大するという実験的知見を踏まえ，コンクリート標準示方書 2002 のせん断

耐力式を精緻化したものである。当該せん断耐力式は，第 5－2－6図に示すとお

り，屋外重要土木構造物を模した破壊試験より得られるせん断耐力と整合的であ

り，合理的な評価が可能であることが確認されている 1)2)。 
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また，これら多数の荷重の複合作用を個々に分解することは困難であることか

ら，せん断耐力の算定時に個々の荷重作用を区分せず最終的な設計用断面力分布

を用いてせん断耐力を算定することとしている 1)。 

耐震安全性評価では，当該許容限界値に対して，妥当な安全余裕を確保するた

め，構造部材の照査の過程において複数の安全係数を考慮する。安全係数は，材

料係数，部材係数，荷重係数，構造解析係数及び構造物係数の５種に分けられる。

それぞれの安全係数の考え方を第 5－2－8図に示す。また，地盤物性のばらつき

については，これらの影響を見込んだ照査を，詳細設計段階において実施する。

地盤物性のばらつきは，周辺地盤の変形特性について，平均値を基本ケースとし

た場合に，平均値±1.0×標準偏差(σ)のケースについて確認を行う。 

耐震安全性評価において，基準地震動Ｓｓ 全波（6 波）を用いて基本ケース

での評価を実施し，基本ケースにおいて，せん断に対する照査が厳しい（許容限

界に対する余裕が小さい）地震動を用い，地盤物性のばらつきを考慮した確認を

行う。 

せん断に対する照査において考慮している安全係数は第 5－2－3 表に示すと

おり，材料係数，部材係数，荷重係数，構造解析係数，構造物係数がある。これ

らの安全係数は土木学会マニュアルにおいて以下の考えにより定められている。 

(1) 材料係数

応答値算定時に適用する材料係数は，コンクリートと鉄筋の物性値が，特性値

の段階で実強度に対して小さい値を設定していることから安全側の照査がなさ

れているため 1.0 としている。限界値算定時に適用する材料係数はコンクリート

標準示方書 2002 に準拠して，コンクリートに対して 1.3，鉄筋に対して 1.0 と

している。 

(2) 部材係数

コンクリート標準示方書2002に準拠して，コンクリート寄与分に対して1.3，

鉄筋寄与分に対して 1.1 としている。 

(3) 荷重係数

地震の影響以外の荷重の評価精度は，かなり高いものと考えられ，地震の影響

については入力地震動そのものが最近の研究成果に基づいて設定されるため，荷

重係数は 1.0 としている。 

(4) 構造解析係数

変形に関する応答値の評価精度に比較して，断面力に関する応答値の評価精度

は高いと考えられることから，変形照査の場合より低減させて 1.05 としている。 

(5) 構造物係数

基準地震動は地点毎にサイト特性を考慮して設定され，重要度分類に対応して

入力地震動が選定される。したがって，構造物係数により更に構造物の重要性を

考慮する必要はなく，耐震性能照査における構造物係数は 1.0 としている。 
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以上のことから，土木学会マニュアルによるせん断照査手法は，屋外重要土木

構造物の構造的特徴を踏まえ設定された手法であるため，技術的妥当性及び適用

性を有すると判断できる。 

第5－2－2表 せん断耐力式の比較表 

コンクリート標準示方書2002 土木学会マニュアル 

棒
部
材

𝑉𝑦𝑑 = 𝑉𝑐𝑑 + 𝑉𝑠𝑑 

𝑉𝑦𝑑：せん断耐力 

𝑉𝑐𝑑：コンクリート負担 

𝑉𝑠𝑑：せん断補強筋負担 

𝑉𝑐𝑑 = 𝛽𝑑 ∙ 𝛽𝑝 ∙ 𝛽𝑛 ∙ 𝑓𝑣𝑐𝑑 ∙ 𝑏𝑤 ∙
𝑑
𝛾𝑏⁄

𝛽𝑑，𝛽𝑝：構造寸法や鉄筋量で決まる係数 

𝛽𝑛：発生曲げモーメントで決まる係数 

𝑓𝑣𝑐𝑑：設計基準強度、安全係数等で決まる 

𝑏𝑤：腹部の幅 

d：有効高さ 

𝛾𝑏：安全係数 

𝑉𝑦𝑑 = 𝑉𝑐𝑑 + 𝑉𝑠𝑑 

𝑉𝑦𝑑：せん断耐力 

𝑉𝑐𝑑：コンクリート負担 

𝑉𝑠𝑑：せん断補強筋負担 

𝑉𝑐𝑑 = 𝛽𝑑 ∙ 𝛽𝑝 ∙ 𝛽𝑛 ∙ 𝛽𝑎 ∙ 𝑓𝑣𝑐𝑑 ∙ 𝑏𝑤 ∙
𝑑
𝛾𝑏⁄

𝛽𝑑，𝛽𝑝：構造寸法や鉄筋量で決まる係数 

𝛽𝑛：発生曲げモーメントで決まる係数 

𝛽𝑎 = 0.75 +
1.4

𝑎 𝑑⁄

𝑓𝑣𝑐𝑑：設計基準強度、安全係数等で決まる 

𝑏𝑤：腹部の幅 

d：有効高さ 

𝛾𝑏：安全係数 

せん断スパンより設定される係数𝛽𝑎を考慮し 

コンクリート標準示方書のせん断耐力式を精緻化

デ
ィ
ー
プ
ビ
ー
ム

𝑉𝑦𝑑𝑑 = 𝑉𝑐𝑑𝑑 + 𝑉𝑠𝑑𝑑 

𝑉𝑦𝑑𝑑：せん断耐力 

𝑉𝑐𝑑𝑑：コンクリート負担 

𝑉𝑠𝑑𝑑：せん断補強筋負担 

𝑉𝑐𝑑𝑑 = 𝛽𝑑 ∙ 𝛽𝑝 ∙ 𝛽𝑎 ∙ 𝑓𝑑𝑑 ∙ 𝑏𝑤 ∙ 𝑑 𝛾𝑏⁄  

𝛽𝑎 =
5

1 + (𝑎𝑣 𝑑⁄ )2

𝑎𝑣：荷重作用点から支承前面までの距離 

𝑓𝑑𝑑：設計基準強度、安全係数等で決まる 

𝑉𝑦𝑑𝑑 = 𝑉𝑐𝑑𝑑 + 𝑉𝑠𝑑𝑑 

𝑉𝑦𝑑𝑑：せん断耐力 

𝑉𝑐𝑑𝑑：コンクリート負担 

𝑉𝑠𝑑𝑑：せん断補強筋負担 

𝑉𝑐𝑑𝑑 = 𝛽𝑑 ∙ 𝛽𝑝 ∙ 𝛽𝑎 ∙ 𝑓𝑑𝑑 ∙ 𝑏𝑤 ∙ 𝑑 𝛾𝑏⁄  

𝛽𝑎 =
5

1 + (𝑎𝑣 𝑑⁄ )2

𝑎𝑣：荷重作用点から支承前面までの距離 

𝑓𝑑𝑑：設計基準強度、安全係数等で決まる 

同一の評価式 
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○応答解析の結果得られた断面力分布を基に耐力を算定する。

a.部材の分割

 応答せん断力分布を見て，部材中にせん断力の反転する点がある場合は，その

点で領域分割する。照査は双方の領域に対して行う。 

b.荷重分布の設定

 応答せん断力分布から，それと同じ状況を再現できる荷重分布を求める。部材

非線形解析で応答を求めると，節点位置で階段状にせん断力が変化する。この変

化分を着目節点位置に作用する荷重とすればよい。a.の操作による分割点におけ

る変化分は両側の領域に配分する。 

c.照査断面の設定

 照査断面は，せん断応力度（応答せん断力を断面積で除した値）が最大となる

断面とする。 

d.線形被害則の適用

 個々の作用 Pj（応答値側の安全係数を含む）に対するせん断耐力 Vj（限界値

側の安全係数を含む）を評価し，作用力とせん断耐力の比の総和に構造物係数を

乗じた値が 1.0 以内であることの確認を行う。 

𝛾 ∙∑
𝑃 

𝑉 
≤ 1.0 

第 5－2－7図 線形被害則を用いたせん断耐力評価法 

（a）応答せん断力分布 （b）外力分布の設定 （c）作用点毎の a/d の設定
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第5－2－8図 安全係数の考え方 

（第5－2－5図の再掲） 

第5－2－3表 せん断耐力評価において考慮している安全係数 

安全係数 
せん断照査 

応答値算定 限界値算定 

材料係数 

コンクリート 1.0 1.3 

鉄筋 1.0 1.0 

地盤 1.0 － 

部材係数 
コンクリート － 1.3 

鉄筋 － 1.1 

荷重係数 1.0 － 

構造解析係数 1.05 － 

構造物係数 1.0 
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(6) 安全上適切と認められる規格及び基準を用いた評価について

屋外重要土木構造物の耐震安全性については，屋外重要土木構造物の構造上の

特徴を踏まえ，土木学会マニュアルに基づき評価を実施しているが，当該マニュ

アルについては「耐震設計に係る工認審査ガイド（原子力規制委員会，2013）」

（以下「工認審査ガイド」という。）において「安全上適切と認められる規格及

び基準等」として取り扱われていない。このため代表構造物について，工認審査

ガイドにおいて「安全上適切と認められる規格及び基準等」として適用可能な規

格及び基準等に準拠した評価を実施し，土木学会マニュアルの評価結果と比較す

ることで，現在の評価が妥当であることを確認する。 

  評価項目のうち，構造部材の曲げについては，工認審査ガイドにおいて「安

全上適切と認められる規格及び基準等」として取り扱われているコンクリート

標準示方書2002よりも保守的な手法を用いていることから，今回工認では，耐

震裕度が厳しい構造部材のせん断に対して検討を実施する。 

  検討では，基準地震動Ｓｓによる地震応答解析により得られた応答値を用い，

「安全上適切と認められる規格及び基準等」として，工認審査ガイド記載の「原

子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建築学会，2005制定）」

（以下「建築学会基準」という。）によるせん断照査結果と比較を行うことで，

土木学会マニュアルによるせん断照査が妥当であることを確認する。 

【参考文献】 

1)原子力土木委員会・限界状態設計部会：原子力発電所・鉄筋コンクリート製屋

外重要土木構造物への限界状態設計法の適用－安全性照査マニュアルの提案

－，土木学会論文集 No.442/V-16，pp23-33，1992.2

2)遠藤達巳・青柳征夫・松村卓郎：鉄筋コンクリート製地中構造物の限界状態設

計に用いるせん断耐力評価法，電力中央研究所報告，平成 4 年 3月

3)日本建築学会：原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説，2005
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2.2.3 材料非線形解析を用いたせん断耐力評価 

構造部材の照査において発生するせん断力が，(1)せん断耐力評価式及び(2)

分布荷重を受ける部材のせん断耐力評価法によるせん断耐力を上回る部材につ

いては，以下で示す材料非線形解析を用いたせん断耐力評価を実施する。 

(1) 評価条件

2.2.2 で示したせん断耐力式は，既往の実験等から一般化されたものであるこ

とから，構造部材の形状，作用荷重及び鉄筋コンクリートの非線形特性を踏まえ

た材料非線形解析を実施することにより，より高い精度でせん断耐力を求め，構

造部材のせん断照査を行う。 

材料非線形解析は，90 年代までに，ひび割れの進展モデルや破壊エネルギー

の概念等，基本となるモデルが提示され，様々な問題に適用されながら有効性と

信頼性を高めており，「コンクリート標準示方書 設計編（土木学会，2012）」（以

下「コンクリート標準示方書 2012」という。）や土木学会マニュアル等で取り扱

われている。 

材料非線形解析にて用いる鉄筋コンクリートの構成則については種々あるが，

ここでは，現在までに実務でも使用され，適用性と信頼性が確認されており，コ

ンクリート標準示方書 2012 において標準とされる以下の手法とする。

①鉄筋とコンクリートとの一体性を前提とする分散ひび割れモデルにてモデル

化する。

②鉄筋との複合作用が支配的な鉄筋周辺のコンクリートについては，平均化構成

則を用いる。

③鉄筋との複合作用が及ばない領域では，コンクリートの破壊力学の概念を導入

する。

なお，材料非線形解析の適用にあたっては，当該構造物の構造的な特徴や荷重

条件が類似する既往の実験等から得られたせん断耐力と，材料非線形解析による

せん断耐力を比較し，その適用性を判断したうえで，モデル化や各種パラメータ

の設定に係る解析者の差を考慮した安全係数を設定する。 
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参考として，耐震性能照査における応答値の評価に用いる解析手法を第 5－2

－4表及び第 5－2－5表に示す。 

第5－2－4表 耐震性能と地震応答解析手法との対応 

区分 限界状態 
選択される標準的な解析手法と 

耐震性能に用いる物理量 

1 
構造物の部材が

降伏に至らない 

 

2 
構造物が最大耐

力に至らない 

 

3 
構造物が崩壊 

しない 

・地震応答解析手法の使用に当たっては，新設土木構造物は，①線形解析を基本とする。 

・また，既設構造物は，③部材非線形解析の使用を基本とするが，部材によっては，

④材料非線形解析を用いる場合もある。

第5－2－5表 解析モデルの分類 

部材非線形解析 材料非線形解析 

モデル化 骨組モデル 有限要素 

解析次元 1次元 2次元 3次元 

構成則 M-φ，M-θ 等 応力－ひずみ関係 

要素 はり要素 ファイバー要素 平面ひずみ要素 立体要素 

特徴 
（汎用性）  狭い ← → 広い 

（解析時間） 短い ← → 長い 

① 線形解析
・鉄筋及びコンクリートの最大応力

・最大せん断応力

②等価線形解析
・鉄筋及びコンクリートの最大応力

・最大せん断応力、最大せん断力

・最大曲げモーメント

③部材非線形解析
・最大曲げモーメント

・最大曲率、最大変位

・最大層間変形角、最大せん断力

② 

④材料非線形解析
・最大変位

・最大層間変形角

・最大ひずみ、最大せん断力

① 

③ 

④ 
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1) 適用基準

材料非線形解析については，土木学会マニュアル，コンクリート標準示方書

2012 等に基づき実施する。 

第 5－2－6表に参考とする主な基準・文献を示す。 

第5－2－6表 参考とする主な基準等 

項目 参考とする主な基準等 備考 

材料定数・材料特性 
・コンクリート標準示方書
2012

・土木学会マニュアル
－ 

許容限界 － 

・既往文献等により設定した
許容限界（破壊基準）が、部
材係数の設定における材料非
線形解析にて、実験結果と整
合的であることを確認。

2) 材料定数

耐震安全性評価に用いる材料定数は，設計図書及び文献等を基に設定する。コ

ンクリート及び鉄筋の材料定数を第 5－2－7表及び第 5－2－8表に示す。

第5－2－7表 コンクリートの材料定数 

設定値 諸 元 

単位体積重量 0.0kN/m3 
材料非線形解析による荷重に含まれること

から考慮しない 

圧縮強度 18.1N/mm2 
設計基準強度（設計図書23.5N/mm2） 

／材料係数(γmc＝1.3) 

引張強度 1.45N/mm2 引張強度／材料係数 

圧縮ピークひずみ 0.15% コンクリート標準示方書2012

ひび割れ－せん断 

伝達係数 
1.0 コンクリート標準示方書2012

破壊エネルギー 0.0754N/mm コンクリート標準示方書2012
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第5－2－8表 鉄筋の材料定数 

設定値 諸 元 

単位体積重量 0.0kN/m3 
材料非線形解析による荷重に含まれること

から考慮しない 

ヤング係数 200kN/mm2 コンクリート標準示方書2012

降伏 

強度 

主鉄筋 1000N/mm2 
せん断破壊先行型の破壊形態となるよう 

曲げ耐力が増大するように設定 

せん断 

補強筋 
345N/mm2 設計図書 

3) 解析モデルの要素分割

材料非線形解析の対象とする構造部材を平面ひずみ要素でモデル化する。構造

部材のモデル化にあたっては，第 5－2－9図に示すとおり，鉄筋の付着が有効な

領域を鉄筋コンクリート要素としてモデル化し，付着の影響が及ばない領域を無

筋コンクリート要素としてモデル化する。 

部材厚方向の要素分割数については，鉄筋を含む要素と無筋要素を明確に指定

できる分割数が望ましいこと及び３層以上の分割数をとる場合，解析結果に大き

な差異が生じないことから３層以上に設定することとする。 

具体的には，鉄筋を含む要素は，鉄筋を中心としてかぶり厚さの２倍とし，無

筋領域については，要素形状が極端に扁平とならないように分割する。 

なお，対象とする構造部材に接合する部材は，弾性要素でモデル化し，モデル

端部を固定境界とする。 
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  𝑙𝑚𝑎𝑥 =
√𝜋

2
𝐷𝑏√

𝑓𝑦

𝑓𝑡

ここに、𝑙𝑚𝑎𝑥：鉄筋一本当たりの付着有効面積を正方形で考えた場合の一辺の長さ 

𝐷𝑏：鉄筋の直径 

𝑓𝑦：鉄筋の降伏強度 

𝑓𝑡：コンクリートの引張強度 

第5－2－9図 鉄筋付着有効領域と無筋領域の分割の概要 

l𝑚𝑎𝑥

無筋コンクリート要素で 
モデル化する領域

鉄筋コンクリート要素で 
モデル化する領域鉄筋 

l𝑚𝑎𝑥
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4) コンクリートの非線形特性

耐震安全性評価に用いる要素は鉄筋コンクリート要素及び無筋コンクリート

要素に分類されるが，それぞれの非線形特性は同一の考え方で表される。 

・圧縮応力下における応力－ひずみ関係

第 5－2－10 図における一軸圧縮応力下における応力－ひずみ関係を示す。

圧縮応力下の応力－ひずみの骨格曲線は，最大応力点までの硬化域と，最大応

力点を超えた軟化域で表され，残留塑性ひずみと除荷再載荷時の剛性低下を考慮

している。 

また，ひび割れ発生後のコンクリートの圧縮強度については，第 5－2－11 図

に示す，低減係数を破壊パラメータに乗じることで，ひび割れ発生後の圧縮強度

の低下を考慮する。 

𝜎′
𝑐
= 𝐸

0
𝐾(𝜀′

𝑐
 𝜀′

𝑝
)  0

𝐸
0
=

2∙𝑓′𝑐𝑑

𝜀′𝑝𝑒𝑎𝑘

𝐾 = 𝑒𝑥𝑝 { 0.73
𝜀′𝑚𝑎𝑥

𝜀′𝑝𝑒𝑎𝑘
(1 𝑒𝑥𝑝( 1.25

𝜀′𝑚𝑎𝑥

𝜀′𝑝𝑒𝑎𝑘
))} 

𝜀′
𝑝
= 𝜀′

𝑚𝑎𝑥
 2.86 ∙ 𝜀′

𝑝𝑒𝑎𝑘 {1  𝑒𝑥𝑝( 0.35
𝜀′𝑚𝑎𝑥

𝜀′𝑝𝑒𝑎𝑘
)} 

ここに，𝑓′
𝑐𝑑
= 𝑓′

𝑐𝑘
 𝛾
𝑚𝑐

𝜀′
𝑝𝑒𝑎𝑘

 ：圧縮強度に対応するひずみ（一般に、0.002としてもよい）

𝜀′
𝑚𝑎𝑥

 ：過去に受けた圧縮ひずみの最大値

𝜀′
𝑝
  ：塑性ひずみ

𝐾   ：弾性剛性残存率 

第5－2－10図 圧縮応力下におけるコンクリートの非線形特性 
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第5－2－11図 弾性剛性残存率の低減係数 

・引張応力下における応力－ひずみ関係

引張応力下における応力－ひずみ関係は，ひび割れ発生までは線形弾性とし，

ひび割れ強度以降は，鉄筋とコンクリートの付着の影響等を考慮し，第 5－2－

12 図に示す骨格曲線を用いて，ひび割れ間のコンクリートに引張応力分担を考

慮する。 

引張力を受ける無筋コンクリート要素では，引張軟化挙動は，破壊エネルギー

Gf によって定義する。引張軟化挙動の考慮にあたっては，第 5－2－13 図に示す

ひび割れ発生後の軟化曲線とひび割れ発生点からの除荷曲線とで囲まれる面積

が Gf/Le（要素寸法）に一致するように，軟化特性を表す係数Ｃを用いる。 

第5－2－12図 引張応力下における鉄筋とコンクリートの付着効果を考慮した 

応力－ひずみ関係 
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第5－2－13図 応力－ひずみ曲線と破壊エネルギーGfの関係 

・ひび割れ面でのせん断伝達関係

コンクリートのひび割れ発生後にひび割れ角度を固定する固定ひび割れモデ

ルでは，ひび割れ面のずれによるせん断応力伝達特性を考慮する必要がある。

ひび割れ面でのせん断伝達挙動は，斜めひび割れの発生に伴う剛性低下や破壊

を評価するため，第 5－2－14 図に示すとおり，ひび割れ面におけるせん断ひず

みγとひび割れ開口ひずみεの比βをパラメータとし，コンクリートの剛性低下

を考慮するモデルを用いる。 

第5－2－14図 ひび割れ面でのせん断伝達モデル 
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5) 鉄筋の非線形特性

ひび割れを複数含む領域におけるコンクリート中の鉄筋の平均応力－平均ひ

ずみ関係は，単体鉄筋の応力－ひずみ関係と異なり，第 5－2－15 図に示すひず

み硬化特性を考慮する。 

第5－2－15図 ひずみ硬化域までモデル化した鉄筋の平均応力－平均ひずみ関係 

6) 鉄筋コンクリートとしてのモデル化

コンクリートと鉄筋の界面の付着特性をテンションスティフニング効果（引張

特性が硬化する現象）として，鉄筋コンクリート要素の中に取り込むことにより，

鉄筋コンクリートの構成則を直接与える。 

鉄筋コンクリートの引張応力下の平均応力は，以下の式で表される。

𝜎̅RC=
𝐴𝑠

𝐴𝑅𝐶
𝜎̅s+

𝐴𝑐

𝐴𝑅𝐶
𝜎̅c 

ここに，𝜎̅s，𝜎̅c ：それぞれ鉄筋とコンクリートの平均応力 

𝐴
𝑠
 ，𝐴

𝑐
：それぞれ鉄筋とコンクリートの断面積、𝐴

𝑅𝐶
= 𝐴

𝑠
+ 𝐴

𝑐

7) 荷重の組合せ

材料非線形解析においては，地震応答解析（部材非線形解析）により得られた

荷重を用いることから，荷重の組み合わせは，地震応答解析と同様である。 
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(2) 評価方法

1) 耐震安全性評価フロー

材料非線形解析を用いたせん断耐力評価の評価フローを第 5－2－16 図に示す。 

第5－2－16図 材料非線形解析の耐震安全性評価フロー 

材料非線形解析 

2 次元静的非線形 

有限要素法解析 

解析条件の設定 

解析モデルの作成 

構造部材のせん断耐力 

地震応答解析 

（部材非線形解析） 

せん断照査が厳しい 

時間の断面力 

発生せん断力 
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2) 荷重の設定

材料非線形解析にて考慮する荷重は，地震応答解析（部材非線形解析）から得

られる荷重を考慮する。具体的には，地震応答解析（部材非線形解析）で評価対

象部材のせん断照査結果が厳しくなる時刻における断面力（曲げモーメント，軸

力，せん断力）を材料非線形解析モデルに第 5－2－17 図に示すとおりに作用さ

せる。 

材料非線形解析では，地震応答解析（部材非線形解析）で得られた照査時刻の

断面力分布を再現できる荷重分布を算出し，この荷重比率を維持しながら漸増載

荷する。 

作用荷重は第 5－2－18 図に示すとおり，常時荷重と地震時荷重を足し合わせ，

材料非線形解析を実施する。 

第5－2－17図 材料非線形解析における載荷状況 

第5－2－18図 荷重の作用手順 

曲げモーメント 軸力 せん断力 

（部材非線形解析で得られた 

照査時刻の断面分布） 

部材非線形解析で
得られた照査時刻
の断面力分布を再
現できる荷重分布を
算出 

固定境界 

常時荷重＋地震時荷重 

部材非線形解析

より得られる 

断面力 

材料非線形解析 

曲げモーメントを再現する荷重 

軸力を再現する荷重 

せん断力を再現する荷重 

凡例 
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3) せん断耐力

材料非線形解析を用いたせん断耐力は，材料非線形解析におけるせん断力－相

対変位関係や要素ひずみの応答から設定する。具体的には，第 5－2－19 図に示

す例のとおり，せん断力－相対変位関係においてせん断力の増分に対して相対変

位が急増する点又はせん断力が最大となる点を部材のせん断耐力と判断する。 

第5－2－19図 材料非線形解析を用いたせん断耐力の設定例 
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4) 安全係数の設定

材料非線形解析では，地震応答解析（部材非線形解析）で得られる断面力Ｐ０

（曲げモーメント，軸力，せん断力）を材料非線形解析に作用させた時のせん断

力Ｖと材料非線形解析で得られるせん断耐力Ｖｙに，下記の通り部材係数γｂ１，

γｂ２，構造解析係数γa，構造物係数γｉを考慮し，照査用せん断力Ｖｄ，設計せ

ん断耐力Ｖｙｄを算定する。 

𝑉
𝑑
= γi ∙ γa ∙ V

𝑉
𝑦𝑑
= 𝑉

𝑦
(𝛾
𝑏1
∙ 𝛾
𝑏2
)⁄

考慮した安全係数を第 5－2－9表に示す。ここで，部材係数γｂ１については，

実験又はせん断耐力式により得られるせん断耐力と材料非線形解析により得ら

れるせん断耐力との比率により設定することとし，解析における構成則の相違や，

要素の種類，要素分割，材料物性の設定，入力増分等，多岐にわたる解析者間の

差を考慮する。 

具体的には，土木学会マニュアルに示される 17 ケースの材料非線形解析を実

施し，実験又はせん断耐力との差が最も大きい Case No.8 の部材係数 1.15 を設

定する（第 5－2－10 表）。 

第5－2－9表 考慮した安全係数 

安全係数 値 設定根拠 

部材係数 

γb1 1.15 
別途実施する材料非線形解析により

設定 

γb2 1.00 
地震応答解析による層間変形角より

設定 

構造物係数 γi 1.00 

構造物の重要度は，基準地震動Ｓｓ

により評価することで包絡されてい

ると判断 

構造解析係数 γa 1.05 各種文献より保守的に設定 

材料係数 γmc 1.3 各種文献より設定 
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第5－2－10表 部材係数γｂ１の設定 

Case No. 実験結果 解析結果 部材係数 

（解析結果／ 

実験結果） 

せん断耐力 

(kN) 

せん断耐力 

(kN) 

1 475 461 0.97 

2 1,187 1,167 0.98 

3 324 363 1.12 

4 294 314 1.07 

5 581 510 0.88 

6 329 343 1.04 

7 1,587 1,716 1.08 

8 350 402 1.15 

9 855 863 1.01 

10 165 108 0.65 

11 333 346 1.04 

12 127 105 0.83 

13 188 128 0.68 

14 163 120 0.74 

15 273 188 0.69 

16 356 324 0.91 

17 432 252 0.58 

平均 － － 0.91 

標準偏差 － － 0.18 
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3. 屋外重要土木構造物の減衰定数

(1) 減衰の設定について

今回工認で採用している時刻歴応答解析において，地盤及び構造物の減衰は，

粘性減衰と履歴減衰とで考慮している。 

粘性減衰による減衰は，固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比

に基づき，質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の

Rayleigh 減衰を解析モデル全体に与える。なお，卓越する基準モードについて

は解析モデル全体の固有値解析において，卓越するモードを選定している。 

［C］＝ α［M］＋ β［K］ 

［C］：減衰係数マトリックス，［M］：質量マトリックス 

［K］：剛性マトリックス，α，β：係数 

係数α，βは，解析モデル全体系の固有値解析において，卓越するモードの減

衰と Rayleigh 減衰が一致するように，以下の式により決定する。 

ｈｎ＝α／２ωｎ＋βωｎ／２ 

ｈｎ：固有値解析により求められたｎ次モードの減衰定数 

ωｎ：固有値解析により求められたｎ次モードの固有円振動数 

卓越するモードは，全体系の固有値解析における刺激係数及びモード図にて決

定する。 

設定した Rayleigh 減衰の一例（取水槽）を第 5－3－1図に，Rayleigh 減衰の

設定のために実施した固有値解析結果を第 5－3－1表に，固有値解析のモード図

を第 5－3－2図に示す。 

取水槽の固有値解析結果によると，各モード次数の減衰定数は０～２％程度と

なっている。これは取水槽周辺の表層地盤に埋戻土（減衰定数０％）が分布して

いることが影響していると判断した。 

Rayleigh 減衰の設定に際しては，加振方向に振動するモードの刺激係数の大

きさ及びモード図を選定の指標とした。 

取水槽の場合，刺激係数の値及びモード図より 1次モード及び 10 次モードを

選定した。 

1 次及び 10 次モードは全体系で大きく振動しており，その他のモードは表層

地盤（埋戻土）が局所的に振動していることから，モード図からも主要なモード

は 1次及び 10 次モードであると判断した。 

履歴減衰による減衰は，構造部材の部材非線形性（ファイバーモデルのコンク

リート及び鉄筋の応力－ひずみ関係）における非線形の程度に応じた値となる。 
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第5－3－1図 設定したRayleigh減衰（取水槽の例） 

第5－3－1表 固有値解析結果（取水槽の例） 
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(2) 既工認と今回工認との相違について

今回工認において，固有値解析における減衰定数は，岩盤は減衰３％，埋戻土

は減衰０％，構造部材は減衰２％とした。 

既工認では，時刻歴応答解析及び周波数応答解析における構造部材の減衰定数

は５％を用いた（ＪＥＡＧ４６０１－1987 記載）。 

非線形解析における粘性減衰による減衰の値は，道路橋示方書・同解説 Ｖ耐

震設計編（平成 14 年３月）1)において，構造部材の非線形性を非線形履歴モデ

ルで表した場合には，この部材の履歴減衰は履歴モデルによって自動的に解析に

取り入れられるため，非線形履歴モデルを用いて表した部材の減衰定数は，コン

クリート部材は２％（0.02）程度，鋼部材は１％（0.01）程度とするのがよいと

されている。 

最新の道路橋示方書・同解説（平成 29 年 11 月）2)においても，構造部材の非

線形性を非線形履歴モデルで表した場合の減衰定数について，鉄筋コンクリート

橋脚は２％（0.02）とされている。 

以上のように，粘性減衰の減衰定数は，履歴減衰が生じない状態等における解

析上の安定のために設定される値であるため，構造物の減衰について減衰２％を

採用していることは，技術的妥当性を有するものと判断した。 

(3) 構造物の減衰定数の影響

解析モデルの例を第 5－3－3図に示す。解析モデルの中で構造物の占める割合

は小さいため，構造物の減衰の影響は小さいと考えられる。 

既工認と同様に，岩盤は減衰３％，埋戻土は減衰０％，構造部材は減衰５％に

設定した固有値解析における解析モデル全体の一次モード減衰を確認したとこ

ろ，比率（既工認／今回工認）は 1.06 であった。 

以上のことから，地盤の減衰の影響が支配的であり，構造物の減衰の影響は小

さいと考えられる。 

第 5－3－3図 解析モデル（取水槽の例） 
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4. 耐震性能照査の手順

機器・配管を支持する屋外重要土木構造物の照査では，想定される荷重条件に

対して機器・配管の機能を維持することが主たる目的となる。このため，土木学

会マニュアルでは，機器・配管を支持する屋外重要土木構造物の耐震性能評価に

おいては，機器・配管の機能維持のために屋外重要土木構造物に求められる制約

条件を与条件としている。 

屋外重要土木構造物の耐震性能の照査に当たっては，地盤と構造物の連成解析

を行い，床応答や変位を算定する。機器・配管の耐震安全性は，当該構造物を支

持する屋外重要土木構造物の床応答や変位を用いて，別途確認を行う。第 5－4

－1表に対象構造物の例を示す。 

第5－4－1表 検討対象構造物の例 

屋外重要土木構造物 機器・配管 

取水槽 

原子炉補機海水ポンプ 

原子炉補機海水ストレーナ 

原子炉補機海水系配管 

屋外配管ダクト（タービン建物

～排気筒） 

非常用ガス処理系配管 

非常用ディーゼル発電設備配管 
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5. 隣接構造物のモデル化

 既工認では，簡便かつ保守的に評価する観点から，評価対象構造物に隣接する

建物等（以下「隣接構造物」という。）は地震応答解析モデルでは地盤としてモ

デル化していた。今回工認では，評価対象構造物に隣接する構造物の影響を考慮

した現実的な挙動特性を把握する必要がある場合について，隣接する構造物を等

価剛性でモデル化する。 

5.1 隣接構造物のモデル化方針 

評価対象構造物と隣接する構造物が接している場合，又は評価対象構造物と隣

接する構造物が近接している場合においては，隣接する構造物の挙動を含めた応

答を正しく評価する必要がある。したがって，隣接構造物の種類，規模及び設置

箇所における地盤状況を考慮し，隣接構造物が評価対象構造物の地震時応答に与

える影響及び間接支持する設備がある場合はその設備（以下，「収納設備」とす

る。）の地震時応答に与える影響を踏まえ，モデル化要否を検討する。 

隣接構造物をモデル化する場合には，隣接構造物を等価剛性でモデル化する。

モデル化対象は，岩盤上に設置されており，評価対象構造物と同等以上の大きさ

で耐震性を有する建物・構築物（原子炉建物等）とする。なお，評価対象構造物

が隣接構造物へ及ぼす影響については，評価対象構造物の規模，構造及び応答特

性等を踏まえ，詳細設計段階において影響検討を実施する。 

隣接構造物のモデル化方針を以下に示す。 

①評価対象構造物と隣接構造物が接している場合

評価対象構造物及び収納設備の地震時応答に与える影響が大きいことから，

隣接構造物をモデル化するとともに，評価対象構造物と隣接構造物との相互影

響について別途確認する。評価対象構造物と隣接構造物が接している場合の概

略図を第 5－5－1図に示す。 

第 5－5－1図 評価対象構造物と隣接構造物が接している場合 概略図 
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②評価対象構造物と隣接構造物との間が埋戻土の場合

評価対象構造物と隣接構造物の間が埋戻土を介しており，評価対象構造物と

隣接構造物が近接している場合は，埋戻土よりも剛性の大きい隣接構造物をモ

デル化することにより，解析モデルの固有周期が短くなる等，評価対象構造物

及び収納設備の地震時応答に与える影響が大きいことから，隣接構造物をモデ

ル化するとともに，評価対象構造物と隣接構造物との相互影響について別途確

認する。評価対象構造物と隣接構造物との間が埋戻土の場合の概略図を第 5－

5－2図に示す。 

第 5－5－2図 評価対象構造物と隣接構造物との間が埋戻土の場合 概略図 

③評価対象構造物と隣接構造物との間がＭＭＲの場合

評価対象構造物と隣接構造物の間がＭＭＲを介している場合は，隣接構造物

をモデル化することにより，解析モデルの固有周期が短くなる等，評価対象構

造物及び収納設備の地震時応答に与える影響が大きいことから，隣接構造物を

モデル化するとともに，評価対象構造物と隣接構造物との相互影響について別

途確認する。評価対象構造物と隣接構造物との間がＭＭＲの場合の概略図を第

5－5－3図に示す。 

第 5－5－3図 評価対象構造物と隣接構造物との間がＭＭＲ（マンメイドロック）の場合 
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④-1 評価対象構造物の周辺に隣接構造物が存在しない場合又は十分な離隔を

有する場合（隣接構造物が評価対象構造物の解析モデル範囲外にある場

合） 

評価対象構造物の周辺に隣接構造物が存在しない場合，又は評価対象構造物

と隣接構造物の間が十分な離隔を有する場合，隣接構造物の応答が評価対象構

造物の地震時応答に与える影響は小さいことから，隣接構造物をモデル化しな

い。評価対象構造物の周辺に隣接構造物が存在しない場合又は十分な離隔を有

する場合の概略図を第 5－5－4図に示す。 

第 5－5－4図 評価対象構造物の周辺に隣接構造物が存在しない場合又は 

十分な離隔を有する場合 概略図 

④-2 評価対象構造物の周辺にモデル化対象の建物・構築物以外の構造物が隣

接する場合 

評価対象構造物の周辺に，モデル化対象の建物・構築物（原子炉建物等）以

外の構造物が隣接する場合，隣接構造物をモデル化しない。概略図を第 5－5

－5図に示す。 

第 5－5－5図 評価対象構造物の周辺にモデル化対象の建物・構築物以外の 

構造物が隣接する場合 概略図 
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5.2 隣接構造物のモデル化 

評価対象設備の配置図を第 5－5－6 図に示す。 

隣接構造物のモデル化方針を踏まえ，各評価対象設備について隣接構造物のモ

デル化を検討した。隣接構造物のモデル化（例）を第 5－5－1表に示す。 

第 5－5－6図 評価対象設備 配置図 
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6. ３次元静的材料非線形解析の適用性

島根原子力発電所２号炉の屋外重要土木構造物等のうち取水槽の構造解析に

用いる，既工認，並びに先行プラントも含めた旧規制及び規制下における工認

実績のない３次元静的材料非線形解析を採用する。  

３次元静的材料非線形解析の評価方法及び適用性については，「別添－６ 島

根原子力発電所２号炉 屋外重要土木構造物等の耐震評価における断面選定に

ついて」において説明する。 
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参考１ 

免震重要棟遮蔽壁のモデル化方針 

屋外の上位クラス施設である緊急時対策所の周辺には，波及的影響を及ぼすお

それのある下位クラス施設である免震重要棟遮蔽壁が位置する。 

免震重要棟遮蔽壁は，免震重要棟廻りに延長約 300ｍに亘り，岩盤上に設置され

る鉄筋コンクリート造の遮蔽壁であり，このうち緊急時対策所に影響を及ぼすお

それのある範囲は直線状の区間（36m）である。また，免震重要棟遮蔽壁は，地

盤面からの高さが 9.4ｍ，厚さは 50cm 以上であり，杭基礎（鋼管杭）構造である。 

平面図を図１に，断面図を図２に示す。 

図１ 免震重要棟遮蔽壁の平面図 

図２ 免震重要棟遮蔽壁の断面図 

Ｎ

単位：m

免震重要棟遮蔽壁

：対象範囲
（波及的影響）

：倒壊を想定した
場合の影響範囲

鋼管杭 φ1,200mm

鉄筋コンクリート造

▽E.L.+50.6m

▽E.L.+60.0m

mm

mm

m
m

m
m
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免震重要棟遮蔽壁は，地盤～杭基礎のモデルをＳＲモデル，遮蔽壁を質点系モ

デルとした地盤～杭基礎～遮蔽壁の連成系モデルにより地震応答解析を行う方

針とし，「乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵建屋の基礎構造の設計に関

する技術規程 JEAC4616-2009」に準拠し，杭基礎と地盤の相互作用を考慮でき

る薄層要素法で地盤ばねを評価することとしていた。 

免震重要棟遮蔽壁の底面は解放基盤相当の岩盤が出現していることから，ＳＲ

モデルに適合する地盤である。また，免震重要棟遮蔽壁は，基礎幅に比べて壁

の高さが高く，構造物下端のモーメントが大きいため，基礎の安定性を考慮し

て杭基礎を採用し，基礎幅は狭いものの，奥行き方向に杭が複数存在する構造

としている。 

目地間の標準的な１ブロックは，奥行き方向に５本の杭で構成されている。Ｓ

Ｒモデルでは地盤ばねを設定する必要があるが，薄層要素法による地盤ばねの

算出方法は，群杭と地盤の相互作用が評価可能であることから，本構造物基礎

の 1×5の杭配置に関しても適用可能と判断していた。 

しかしながら，薄層要素法は杭と地盤の相互作用や群杭の影響を考慮するため

に用いられる一般的な手法（入門・建物と地盤と動的相互作用 日本建築学会

1996）であるが，準拠した「乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵建屋の

基礎構造の設計に関する技術規程 JEAC4616-2009」を用いて，免震重要棟遮蔽

壁のように基礎幅に比べて壁の高さが高く，岩盤に杭を設置する構造物の既工

認実績はない。 

したがって，「乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵建屋の基礎構造の設

計に関する技術規程 JEAC4616-2009」の適用に関して，本構造物の設置環境及

び構造的特徴を踏まえ，先行炉審査実績を有する２次元ＦＥＭモデルによる地

震応答解析に見直す。 

  表１ 免震重要棟遮蔽壁のモデル化方針の比較 

解析モデル（例）

モデル化方針
地盤～杭：ＳＲモデル ２次元ＦＥＭモデル

（鋼管杭及び壁：梁要素，地盤：平面ひずみ要素）壁：質点系モデル

設計概要

・「乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵建屋の
基礎構造の設計に関する技術規程JEAC4616-
2009」に記載の「地盤～杭基礎～建屋連成系の地
震応答解析モデル」に準拠して設計する。
・地盤ばね（水平・回転）は，薄層要素法に基づく
評価を実施したうえで，「原子力発電所耐震設計審
査指針 JEAG4601-1991追補版」の近似法により
設定する。

・鋼管杭が設置される断面（3m間隔）における２次元
FEM解析を実施し，鋼管杭及び壁に作用する断面力を
算出する。
・免震重要棟遮蔽壁の要求性能を踏まえ，鋼管杭及び
壁に作用する断面力に対して，目標性能（終局状態に
至らない）を満足する設計とする。

評 価 ○ ◎

壁

鋼管杭

GL EL 50.6

EL 60.0

4条-別紙5-47



別紙－６

島根原子力発電所２号炉

屋外重要土木構造物等の耐震評価に

おける断面選定について



屋外重要土木構造物等の耐震評価における断面選定の考え方 

1. 方針

本資料では，屋外重要土木構造物等※1の耐震評価における断面選定の考え方につ

いて示す。なお，津波防護施設については「島根原子力発電所２号炉 津波によ

る損傷の防止」に示す。 

※１ 屋外重要土木構造物及び重大事故等対処施設のうち土木構造物を「屋外重

要土木構造物等」という。

本資料で記載する屋外重要土木構造物等の一覧を第6－1－1表に，屋外重要土木

構造物等に設置される主要な設備一覧を第6－1－2表に，全体配置図を第6－1－1

図に示す。 

第6－1－1表 評価対象構造物一覧 

分類 設備名称 構造形式

屋外重要土木構造物等

・取水槽

箱型構造物

・ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎

・低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

・第１ベントフィルタ格納槽

・緊急時対策所用燃料地下タンク

・屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

線状構造物
・屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

・屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）※

・屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

・取水口 円筒状構造物

・ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 直接基礎

・取水管 管路構造物

※ 燃料移送系配管ダクトと屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）を屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）に統一
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第6－1－2表 評価対象構造物に設置される設備一覧 

浸水防止
設備

津波監視
設備

原子炉補機海水ストレーナ ○ － － ○

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ － － ○

原子炉補機海水系配管・弁 ○ － － ○

高圧炉心スプレイ補機海水系配管・弁 ○ － － ○

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ － － ○

原子炉補機海水ポンプ ○ － － ○

除じん機エリア防水壁 － ○ － －※2

除じん機エリア水密扉 － ○ － －※2

取水槽床ドレン逆止弁 － ○ － －※2

取水槽水位計 － － ○ －※2

浸水防止
設備

津波監視
設備

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル燃料移送ポンプ ○ － － ○

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル燃料貯蔵タンク ○ － － ○

非常用ディーゼル発電設備燃料移送系　配管・弁 ○ － － ○

低圧原子炉代替注水ポンプ － － － ○

低圧原子炉代替注水系　配管・弁 － － － ○

第１ベントフィルタスクラバ容器 － － － ○

第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器 － － － ○

圧力開放板 － － － ○

格納容器フィルタベント系配管・弁 － － － ○

緊急時対策所用
燃料地下タンク

－ ○ － － － － － －

浸水防止
設備

津波監視
設備

非常用ガス処理系配管・弁 ○ － － ○

非常用ディーゼル発電設備燃料移送系　配管・弁 ○ － － ○

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料移送系　配管・弁 ○ － － ○

原子炉補機海水系配管 － ○ － －

タービン補機海水系配管・弁 － ○ － －

液体廃棄物処理系系配管・弁 － ○ － －

屋外配管ダクト（ディーゼル燃
料貯蔵タンク～原子炉建物）

○ － ○ 非常用ディーゼル発電設備燃料移送系　配管・弁 ○ － － ○

屋外配管ダクト（ガスタービン発
電機用軽油タンク～ガスタービ

ン発電機）
－ － ○ ガスタービン発電機用燃料移送系配管・弁 － － － ○

取水口 ○ ○※１ － － － － － －

ガスタービン発電機用軽油タンク － － － ○

ガスタービン発電機用燃料移送系配管・弁 － － － ○

取水管 ○ ○※１ － － － － － －

ガスタービン発電機用
軽油タンク基礎

－ － ○

屋外重要土木構造物：耐震上重要な機器・配管系の間接支持機能，若しくは非常用における海水の通水機能を求められる土木構造物
常設重大事故等対処設備：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）
常設重大事故等対処施設：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く）
耐震：耐震重要施設（浸水防止設備，津波監視設備を除く）
※１：非常用取水設備

常設重大
事故等対
処設備

屋外配管ダクト（タービン建物～
排気筒）

○ － ○

屋外配管ダクト（タービン建物～
放水槽）

○ － －

屋外重要土木構造物：耐震上重要な機器・配管系の間接支持機能，若しくは非常用における海水の通水機能を求められる土木構造物
常設重大事故等対処設備：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）
常設重大事故等対処施設：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く）
耐震：耐震重要施設（浸水防止設備，津波監視設備を除く）

設備名称
屋外重要

土木構造物

常設重大
事故等対
処設備

常設重大
事故等対
処施設

設置される設備

名称 耐震

耐津波

低圧原子炉代替注水ポンプ
格納槽

－ － ○

第１ベントフィルタ格納槽 － － ○

名称 耐震

耐津波
常設重大
事故等対
処設備

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 ○ － ○

取水槽 ○ ○※１ ○

屋外重要土木構造物：耐震上重要な機器・配管系の間接支持機能，若しくは非常用における海水の通水機能を求められる土木構造物
常設重大事故等対処設備：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）
常設重大事故等対処施設：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く）
耐震：耐震重要施設（浸水防止設備，津波監視設備を除く）
※１：非常用取水設備
※２：常設重大事故等対処設備に対する浸水防止設備，津波監視設備

設備名称
屋外重要

土木構造物

常設重大
事故等対
処設備

常設重大
事故等対
処施設

設置される設備

設備名称
屋外重要

土木構造物

常設重大
事故等対
処設備

常設重大
事故等対
処施設

設置される設備

名称 耐震

耐津波
常設重大
事故等対
処設備
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第6－1－1図 評価対象構造物 全体配置図 
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島根原子力発電所の屋外重要土木構造物等は，箱型構造物，線状構造物，円筒

状構造物，直接基礎及び管路構造物の５つの構造形式に分類され，構造上の特徴

として，明確な強軸及び弱軸を有するものと，強軸及び弱軸が明確でないものが

存在することから，構造的特徴を踏まえて，２次元地震応答解析により耐震評価

を行う構造物と，３次元モデルにより耐震評価を行う構造物に分けられる。 

通水方向及び配管の管軸方向と直交する断面に構造部材の配置が少なく，明確

に通水方向及び配管の管軸方向と直交する断面が弱軸となる構造物は，２次元地

震応答解析により耐震評価を行う。よって，耐震評価上厳しくなると考えられる

断面を評価対象断面として選定する。なお，弱軸方向断面と強軸方向断面が明確

な線状構造物については，弱軸方向断面を耐震評価候補断面とするが，床応答の

観点において強軸方向断面も含めて選定する。 

また，以下に示す構造的特徴を有する構造物は，３次元モデルを用いて水平２

方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響を考慮して耐震評価を行う。よって，３

次元モデルに作用させる荷重を適切に評価することが可能な断面を直交する２方

向から評価対象断面として選定する。 

①強軸及び弱軸が明確でない構造物 

②複雑な構造を有する構造物 

・弱軸方向断面において加振方向と平行に配置される壁（以降，妻壁と呼ぶ）を

複数有する構造物 

・複数の構造物が一体化している構造物 

第6－1－3表に示すとおり，屋外重要土木構造物等の耐震設計における解析手法

は，既工認実績を有する手法を用いるが，取水槽における３次元静的非線形解析

は既工認実績がないことから，審査実績がある先行サイト（女川２号炉）との比

較を行い，適用性について確認する。 
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箱型構造物に分類される評価対象構造物は，鉄筋コンクリート造で構成されて

おり，主に海水の通水機能や配管等の間接支持機能を維持するため，通水方向や

間接支持する配管の管軸方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置さ

れている。通水方向や配管の管軸方向と直交する方向には構造部材の配置が少な

いことから，構造上の特徴として，明確に通水方向や配管の管軸方向が強軸に，

通水方向や配管の管軸方向と直交する方向が弱軸となる。通水以外の要求機能が

求められる箱型構造物は，加振方向と直交する方向の構造物の長さに対する加振

方向に平行に配置される壁の厚さの割合が小さい方が弱軸となり，大きい方が強

軸となる。箱型構造物の設計方針として，強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に

対して顕著な影響を及ぼさないが，強軸方向断面についても，弱軸方向と同じよ

うに要求機能があり，間接支持する機器・配管の有無や浸水防護壁等の応答影響

評価の必要性があることから，耐震評価候補断面に追加する。弱軸方向断面では，

配筋を含め構造的特徴が概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補

断面とする。ただし，加振方向と平行に配置される壁が多数ある構造物について

は，加振方向と平行に配置される壁の影響を考慮するため，必要により壁間の幅

を耐震評価候補断面とする。また，強軸方向断面では，加振方向と平行に配置さ

れる壁の影響を考慮するため，構造物の奥行幅を耐震評価候補断面とする。箱型

構造物の評価対象断面は，以上の理由により構造の安全性に支配的な弱軸方向及

び強軸方向から，後述する評価対象断面の選定の流れに基づき選定する。取水槽

は，複数の妻壁を有する複雑な構造となっていることから３次元モデルで耐震評

価を実施する。３次元モデルに入力する地震時荷重は，２次元地震応答解析によ

り算定することとし，２次元地震応答解析を実施する断面を，構造的特徴等を踏

まえて選定する。 

線状構造物に分類される評価対象構造物は，鉄筋コンクリート造で構成されて

おり，主に海水の通水機能や配管等の間接支持機能を維持するため，通水方向や

間接支持する配管の管軸方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置さ

れている。通水方向や配 管の管軸方向と直交する方向には構造部材の配置

が少ないことから，構造上の特徴として，明確に通水方向や配管の管軸方向が強

軸に，通水方向や配管の管軸方向と直交する方向が弱軸となる。線状構造物は，

加振方向と平行に配置される壁部材が少ない方が弱軸となり，多い方が強軸とな

る。強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさない。弱軸

方向断面では，配筋を含め構造的特徴が概ね同様である範囲から代表となる範囲

を耐震評価候補断面とする。線状構造物の評価対象断面は，以上の理由により構

造の安全性に支配的な弱軸方向から，後述する評価対象断面の選定の流れに基づ

き選定する。屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）は，部位の一部が他の構

造物の部位の一部と一体化している複雑な構造を有していることから３次元モデ

ルで耐震評価を実施する。３次元モデルに入力する地震時荷重は，２次元地震応

答解析により算定することとし，２次元地震応答解析を実施する断面を，構造的

特徴等を踏まえて選定する。 

4条-別紙6-6



 

円筒状構造物及び直接基礎に分類される評価対象構造物は，鋼製及び鉄筋コン

クリート造の構造物であり，円筒状及び正方形であるため，箱型構造物や線状構

造物と比較して，強軸及び弱軸が明確ではない。評価対象断面の選定においては，

構造物中央を通る断面及びその直交方向断面から，後述する評価対象断面の選定

の流れに基づき選定する。円筒状構造物である取水口及び直接基礎であるガスタ

ービン発電機用軽油タンク基礎は，強軸及び弱軸が明確でないことから３次元モ

デルで耐震評価を実施する。３次元モデルに入力する地震時荷重は，取水口は構

造物を質点系モデルとした２次元地震応答解析により算定，またガスタービン発

電機用軽油タンク基礎はSRモデルによる地震応答解析により算定することとし，

地震応答解析を実施する断面を，構造的特徴等を踏まえて選定する。 

管路構造物に分類される評価対象構造物は，海水の通水機能を維持するため，

通水方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置されていることから，

構造上の特徴として，明確な弱軸，強軸を有する。評価対象構造物は，鋼製部材

で構成されており，管軸方向が強軸方向となり，管軸直交方向が弱軸方向となる。

強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさない。弱軸方向

断面では，延長方向の構造的特徴が一様であることから，代表となる範囲を耐震

評価候補断面とする。管路構造物の評価対象断面は，構造の安全性に支配的な弱

軸方向から，後述する評価対象断面の選定の流れに基づき選定する。なお，「水道

施設耐震工法指針・解説（日本水道協会，1997）」に基づき，一般的な地中埋設管

路の設計で考慮される管軸方向断面についても検討する。 

また，評価対象断面の選定の流れを以下に示す。 

（１）耐震評価候補断面の整理 

評価対象構造物の以下の観点から耐震評価候補断面を整理する。 

①要求機能並びに間接支持する機器・配管の有無及び設置状況 

・要求機能に各候補断面で差異がある場合，要求機能に応じた許容限界が異なり，

評価対象構造物の耐震評価に影響することから，要求機能の差異の有無により

候補断面を整理する。 

・間接支持する機器・配管系の種類及び設置状況に各候補断面で差異がある場合

は，構造物に作用する荷重及び床応答特性が異なり，評価対象構造物及び機

器・配管系の耐震評価に影響することから，間接支持する機器・配管系の種類

や設置状況に係る差異の有無により候補断面を整理する。 

②構造的特徴（部材厚，内空断面，断面急変部，構造物間の連結部等） 

・構造的特徴に各候補断面で差異がある場合は，構造物に作用する土圧等の荷重

及び床応答特性が各断面で異なり，評価対象構造物及び機器・配管系の耐震評

価に影響することから，構造的特徴の差異の有無により候補断面を整理する。 

③周辺状況（上載荷重，土被り厚，周辺地質，周辺地質変化部，隣接構造物，地

下水位※） 

・周辺地質や周辺地質変化部に各候補断面で差異がある場合は，構造物に作用す

る土圧等の荷重，地震波の伝搬特性及び床応答特性が異なり，評価対象構造物
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及び機器・配管系の耐震評価に影響することから，周辺地質の差異の有無によ

り候補断面を整理する。 

・ＭＭＲ（マンメイドロック）は，構造物を支持する又は構造物の周囲を埋め戻

すコンクリートである。ＭＭＲの分布により，構造物に作用する土圧等の荷重，

地震波の伝搬特性及び床応答特性に影響を与えることから，周辺地質の中で整

理する。なお，ＭＭＲは直下の岩盤の物性値を設定することを基本とする。 

・隣接構造物による影響については，２次元ＦＥＭにてモデル化する隣接構造物

の有無や種類に各断面で差異がある場合，構造物に作用する土圧等の荷重及び

床応答特性が異なり，評価対象構造物及び機器・配管系の耐震評価に影響する

ことから，モデル化する隣接構造物の差異の有無により候補断面を整理する。 

※ 地下水位は解析等による地下水位に係る検討結果を踏まえて詳細設計段階で

設定する。 

④地震波の伝搬特性 

・地震波の伝搬特性は，周辺状況のうち評価対象構造物下部の岩盤やＭＭＲ等の

周辺地質の状況により異なることから，観点③の整理を踏まえ，地震波の伝搬

特性に係る差異の有無により候補断面を整理する。 

⑤床応答特性 

・観点①～③の整理を踏まえ，床応答特性の差異の有無及び間接支持する機器・

配管系の設置状況により候補断面を整理する。 

 

（２） 評価対象断面の選定 

⑥耐震評価候補断面の選定 

・（１）にて整理した耐震評価候補断面に対して，①要求機能並びに間接支持す

る機器・配管の有無及び設置状況，②構造的特徴，③周辺状況を考慮し，耐震

評価上厳しいと考えられる断面を選定する。 

⑦耐震評価候補断面の絞り込み 

・複数の観点から異なる耐震評価候補断面が複数抽出される場合は，詳細設計段

階で実施する浸透流解析結果を踏まえ，地震応答解析を実施して耐震評価候補

断面の絞り込みを行う場合もある。 

⑧床応答算出用の断面の選定 

・耐震評価上の観点以外に機器・配管系の応答加速度及び応答変位の観点から，

床応答算出用の断面を選定する。 

・線状構造物については，強軸方向断面も含めて選定する。 

 

評価対象断面のモデル化範囲（２次元ＦＥＭ解析モデル）については，以下に

考え方を示す。 

２次元ＦＥＭによる地震応答解析モデルの範囲が，地盤及び構造物の応力状態

に影響を及ぼさないよう，十分広い領域とする。具体的には，「原子力発電所耐震

設計技術指針 JEAG4601-1987」を適用し，以下に示すとおりモデル幅を構造物基
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礎幅の５倍以上，地盤モデルの入力基盤深さを構造物基礎幅の1.5～２倍確保する。 

２次元ＦＥＭにおけるモデル化範囲の考え方を第6－1－2図に示す。 

 

 

第6－1－2図 ２次元ＦＥＭにおけるモデル化範囲の考え方 

 

 

 

 

  

構造物

構造物基礎幅の
1.5～２倍

構造物基礎幅の５倍以上

ＦＥＭモデル
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屋外重要土木構造物等について，耐震評価候補断面の整理及び評価対象断面の

選定フローを第6－1－3図に示す。 
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2. 屋外重要土木構造物等の耐震評価における断面選定の考え方 

2.1 各施設の配置 

本章では屋外重要土木構造物等である，取水槽，ディーゼル燃料貯蔵タンク基

礎，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，第１ベントフィルタ格納槽，緊急時対策

所用燃料地下タンク，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒），屋外配管ダクト

（タービン建物～放水槽），屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉

建物），屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機），

取水口，ガスタービン発電機用軽油タンク基礎及び取水管の断面選定の考え方を

示す。 

第6－2－1－1図に屋外重要土木構造物等の全体配置図を示す。 

 

 

第 6－2－1－1 図 屋外重要土木構造物等 全体配置図 
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2.2 取水槽 

取水槽の配置図を第6－2－2－1図に，設置される浸水防止設備や津波監視設備

の配置図を第6－2－2－2図～第6－2－2－3図に，平面図を第6－2－2－4図に，縦

断図を第6－2－2－5図に，断面図を第6－2－2－6図～第6－2－2－9図に，地質断

面図を第6－2－2－10図～第6－2－2－11図に，岩級断面図を第6－2－2－12図～第

6－2－2－13図にそれぞれ示す。 
取水槽は，Ｓクラス設備である原子炉補機海水ポンプ等の間接支持機能と，非

常用取水設備としての通水機能及び浸水防護重点化範囲の保持及び内部溢水影響

評価から止水機能が要求される。 

浸水防護重点化範囲を保持するために止水機能が求められる部位は，ポンプ室

に設置される中床版（EL.＋1.1m），スクリーン室に設置される中床版（EL.＋4.0m）

及びスクリーン室南側の除じん機エリア防水壁の位置に設置される中壁（EL.＋

1.1m～EL.＋8.8m）である。また，内部溢水影響評価から止水機能が求められる部

位は，ポンプ室の海水ポンプエリア水密扉を設置する中壁（EL.＋1.1m～EL.＋8.8m）

である。 

取水槽はストレーナ室，ポンプ室，スクリーン室及び漸拡ダクト部に大別され

る，延長47.25m，幅34.95m，高さ20.5mの鉄筋コンクリート造の地中構造物である。 

取水槽はＣＭ級以上の岩盤に直接支持されている。 

取水槽は，通水方向と平行に配置される壁部材が多いため，通水方向が強軸と

なり，通水直交方向が弱軸となる。 

取水槽の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が概ね同様である範囲を踏

まえ，加振方向と平行に配置される壁の影響を考慮するため，壁間の幅を耐震評

価候補断面とする。 

 
第 6－2－2－1 図 取水槽 配置図  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

取水槽
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第 6－2－2－2 図 取水槽 設置される設備の配置図（縦断図） 

 

 

第 6－2－2－3 図 取水槽 設置される設備の配置図（平面図）  
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第 6－2－2－4 図 取水槽 平面図 
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第 6－2－2－5 図 取水槽 縦断図（⑤－⑤断面） 

 

 
第 6－2－2－6 図 取水槽 断面図（①－①断面） 

 

 
第 6－2－2－7 図 取水槽 断面図（②－②断面） 
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第 6－2－2－8 図 取水槽 断面図（③－③断面） 

 

 

 

第 6－2－2－9 図 取水槽 断面図（④－④断面） 
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第 6－2－2－10 図 取水槽 地質断面図（②－②断面） 

 

 

 

 

 

第 6－2－2－11 図 取水槽 地質断面図（③－③断面） 

  

約33m

埋戻土
（掘削ズリ）

約
1
9
m

取水槽

EL+8.8m

MMR

EL+1.1m

EL-9.8m

MMR

埋戻土
（掘削ズリ）

約33m

埋戻土
（掘削ズリ）

約
1
9
m

取水槽
EL+8.8m

MMR

EL-9.7m

MMR

埋戻土
（掘削ズリ）

4条-別紙6-17



 

 

第6－2－2－12図 取水槽 岩級断面図（②－②断面） 

 

 

第6－2－2－13図 取水槽 岩級断面図（③－③断面） 

 

 

取水槽について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等

の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－2－1表）。 

 

第6－2－2－1表 耐震評価候補断面の整理（取水槽）（1/3） 
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・通水
・間接支持
・止水

・通水
・間接支持

・通水
・通水
・間接支持
・止水

間接支
持する
設備

設備

・原子炉補機海水スト
レーナ

・高圧炉心スプレイ補機
海水ストレーナ

・原子炉補機海水系配
管・弁

・高圧炉心スプレイ補機
海水系配管・弁

他

・高圧炉心スプレイ補機
海水ポンプ

・原子炉補機海水ポンプ
・原子炉補機海水系配
管・弁

・高圧炉心スプレイ補機
海水系配管・弁

・海水ポンプエリア水密扉
他

・取水槽水位計
・除じん機エリア防水壁
・除じん機エリア水密扉
他

・なし ・①－①断面～③－③
断面において間接支持
する設備

設置
状況

・設備毎に異なる － ・設備毎に異なる
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第6－2－2－1表 耐震評価候補断面の整理（取水槽）（2/3） 

 

 

第6－2－2－1表 耐震評価候補断面の整理（取水槽）（3/3） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，構造的特徴，周辺状況，地震波

の伝搬特性等を考慮して，３次元モデルに作用させる荷重を適切に評価すること

が可能な断面を直交する２方向から評価対象断面として選定する。なお，詳細設

計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれば，その観点で

整理を行い，評価対象断面を選定する。  

観点
取水槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面 ⑤－⑤断面

②構造的
特徴

形式

・弱軸方向断面 ・強軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・ストレーナ室により構成さ
れる

・上部のポンプ室及び下
部の３連のボックスカル
バートにより構成される

・上部のスクリーン室及び
下部の６連のボックスカ
ルバートにより構成される

・２連のボックスカルバート
により構成される

・ストレーナ室，ポンプ室，
スクリーン室及び取水管
取合部により構成される

・中床版に開口部が存在
しない

・中床版に開口部が存在
する

・中床版に開口部が存在
する

・開口部が存在しない ・中床版に開口部が存在
する

寸法
・幅33.90m，高さ
8.70m

・幅32.50～34.95m，高さ20.50m
・幅22.55～32.50m，
高さ10.40m

・幅47.25m，高さ
20.50m

妻壁※のモデル化
の有無

有り 有り 有り 有り －

※ 弱軸方向断面において加振方向と平行に配置される壁

観点
取水槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面 ⑤－⑤断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・CM級以上の岩盤に直接支持されている
・①－①断面はMMRを介してCM級以上の岩盤に支持されているが，MMRの周辺地質が岩盤であり，②－②～⑤－⑤断面と
の差異は小さいと判断する

構造物
側部及
び上部

・埋戻土（掘削ズリ）が
分布している

・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している
・MMRは高さ約6.7mで，矩形である

・埋戻土（掘削ズリ）
及びMMRが分布して
いる

・MMRは高さ約4.4m
及び11.8mで台形状
である

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし ・タービン建物

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質は各断面で概ね同様であり，地震波の伝搬特性は概ね同様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，①－①～③－③及び⑤－⑤断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況，構造的特徴並びに周辺状況に差異があることから，
各断面の床応答特性が異なる
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【取水槽の３次元モデルによる耐震評価の目的と適用性】 

取水槽は複数の妻壁を有する構造物であることから，妻壁による拘束効果が距

離や非線形性に応じて減少すること，妻壁と接合する部位への応力集中及び支持

される設備への影響評価や要求機能に応じた耐震評価について精緻に評価するた

め，３次元モデルによる耐震評価を実施する。 

取水槽における３次元モデルによる耐震評価の適用性について，審査実績を有

する先行サイト（女川２号炉）の海水ポンプ室等との比較を行った結果，第6－2

－2－2表に示すとおり，構造的特徴や３次元モデルによる耐震評価に差異はない

ことから，適用性があると判断する。 
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【取水槽の３次元モデルによる耐震評価フローと照査体系】 

取水槽の３次元モデルによる耐震評価は第6－2－2－14図に示すフローのとお

り，基準地震動Ｓｓによる２次元地震応答解析により得られる地震時荷重（土圧，

加速度）を３次元モデルへ作用させて，耐震安全性評価を行う。以降，評価フロ

ーにおける内容を記載するが，詳細については詳細設計段階にて検討する。 

 

 

第6－2－2－14図 ３次元モデルによる耐震評価フロー 

 

（１）３次元モデルの作成 

 ・構造物をシェル又はソリッド要素，地盤をばね要素でモデル化し，３次元モ

デルを作成する。参考として，取水槽のイメージ図を第6－2－2－15図に示す。 

 
第6－2－2－15図 取水槽イメージ図 
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（２）常時解析 

 ・３次元モデルに通常運転時の荷重及び変動荷重を載荷して常時の応力状態を

再現する。 

・静止土圧は２次元地震応答解析における常時応力解析により設定し，分布荷重

として載荷する。 

（３）２次元地震応答解析に用いる等価剛性モデルの作成 

・地震時荷重の算定に用いる２次元地震応答解析の構造物モデルは，構造物と地

盤の相互作用により発生する土圧を正しく評価するため，妻壁の剛性を考慮し，

実構造と等価な剛性を持つ２次元等価剛性モデルとする。 

・各エリアの構造の相違に起因する地震時荷重を正しく算定するため，エリアご

とに等価剛性モデルを作成する。 

・２次元等価剛性モデルと３次元モデルに同じ荷重を作用させ，２次元等価剛性

モデルの変位が３次元モデルの変位と等しくなるように剛性を設定する。 

・等価剛性モデルは，地震時荷重を保守的に評価するよう線形モデルとする。 

（４）２次元地震応答解析 

・２次元地震応答解析は，地盤の非線形性を考慮した地盤－構造物連成の時刻歴

非線形解析により行う。２次元地震応答解析のモデル図を第6－2－2－16図に

示す。 

・等価剛性モデルの構造物モデルは，線形モデルとする。 

・埋戻土については，非線形性を考慮する。 

 
 

第6－2－2－16図 ２次元地震応答解析（解析モデル図：ポンプ室エリア） 
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（５）地震時荷重の算定 

・２次元地震応答解析において要求機能に対応する着目部位の変位や断面力が大

きくなり，照査上厳しくなる時刻を選定し，地震時増分土圧と応答加速度を算

定する。 

・慣性力は，応答加速度を基に応答震度を算定する。 

・地震時荷重の抽出は，要求機能を有する各部位の想定される損傷モード（曲げ・

軸力系の破壊，せん断破壊）に応じた時刻の荷重を抽出する。 

（６）３次元モデルによる地震時構造解析（１方向載荷） 

・２次元地震応答解析において選定した時刻の慣性力及び地震時増分土圧等を地

震時荷重として３次元モデルに載荷する。 

・慣性力及び地震時増分土圧は，エリア毎に奥行方向に一様な荷重として作用さ

せる。 

（７）３次元モデルによる地震時構造解析（２方向載荷） 

・水平２方向載荷に対する検討として，地震時解析（１方向載荷）に，縦断方向

の地震時荷重を同時に載荷する。 

・縦断方向の土圧は妻壁と地盤の相互作用により発生するが，妻壁の挙動は構造

物全体の挙動とは異なり，部材としての応答となるため，等価剛性とはせず鉄

筋コンクリート部材の剛性を考慮する。 

・縦断方向の地震時荷重は，水平２方向載荷の影響が大きい部材のうち，１方向

載荷時の照査値が最も厳しい部材・時刻に対し，同時刻の縦断方向の地震時荷

重を，位相を変えた地震動により算出して用いる。 

（８）耐震安全性評価 

・地震時荷重を載荷した構造物の変形が，部材ごとに要求される機能に応じた許

容限界を上回らないことを確認する。 

・各部位の許容限界について，取水槽には第6－2－2－17,18図に示すとおり止水

機能が求められる部位があり，その他の部位では通水機能や支持機能が求めら

れ，部位ごとに要求機能が異なる。したがって，各要求機能に対する目標性能

を第6－2－2－3表のとおり整理し，目標性能毎に許容限界を設定する。 

・なお，妻壁を耐震壁とみなし，JEAG4601-1987に基づいた耐震評価を行う。同

基準において，耐震壁の終局時の変形として層間変形角4/1000が規定されてお

り，これに安全率２を有する層間変形角2/1000は，耐震壁の通水機能や支持機

能の許容限界として既工認実績がある。なお，止水機能が要求される部位につ

いては，JEAG4601-1991に規定されている層間変形角がスケルトンカーブの第

１折れ点以下であることを許容限界とした耐震評価を行うこととし，これにつ

いても，耐震壁のせん断変形に対する水密性評価の許容限界として既工認実績

がある。 
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第6－2－2－17図 取水槽 止水機能が求められる部位（縦断図（⑤－⑤断面）） 

 
第6－2－2－18図 取水槽 止水機能が求められる部位（平面図） 

 

第6－2－2－3表 要求機能に応じた許容限界 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要求機能
要求機能に対する

目標性能

許容限界

曲げ せん断

通水機能 終局状態に至らない 限界層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ せん断耐力（面外），
層間変形角2/1000（面内）

止水機能
鉄筋が降伏しない
発生せん断力がせん断耐
力以下

圧縮ひずみ：コンクリートの圧縮強度に対応するひずみ
主筋ひずみ：鉄筋の降伏強度に対応するひずみ

せん断耐力（面外），
層間変形角第１折れ点（面内）

支持機能 終局状態に至らない 限界層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ せん断耐力（面外），
層間変形角2/1000（面内）

4条-別紙6-25



 

2.3 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎（地中部及び半地下部）の配置図を第 6－2－3

－1図に，平面図を第 6－2－3－2図に，縦断図を第 6－2－3－3 図に，断面図を第

6－2－3－4 図～第 6－2－3－5 図に，地質断面図を第 6－2－3－6 図に，岩級断面

図を第 6－2－3－7 図にそれぞれ示す。 
ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎は，Ｓクラス設備である非常用ディーゼル発電

設備ディーゼル燃料貯蔵タンク等の間接支持機能が要求される。 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎は，延長約 20m，幅約 19m，高さ約７m の鉄筋コ

ンクリート造の地中及び半地下構造物である。 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎は，ＣＭ級以上の岩盤に直接支持されている。 

長辺方向（地中部は南北方向，半地下部は東西方向）に加振した場合は，加振

方向に直交する方向の構造物の長さに対する加振方向と平行に配置される壁の厚

さの割合が大きくなるので，長辺方向が強軸となり，短辺方向（地中部は東西方

向，半地下部は南北方向）が弱軸となる。 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が

概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 

 
第 6－2－3－1 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 配置図 

  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎
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第6－2－3－2図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 平面図 
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第 6－2－3－3 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 縦断図（③－③断面） 

 

 
第 6－2－3－4 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 断面図（①－①断面） 

 

 

 

 

第 6－2－3－5 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 断面図（②－②断面） 
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第 6－2－3－6 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 地質断面図（②－②断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6－2－3－7 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 岩級断面図（②－②断面） 

  

EL+15.0m

ディーゼル燃料
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ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎について，間接支持する設備，構造的特徴，周

辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2

－3－1表）。 

 

第6－2－3－1表 耐震評価候補断面の整理（ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎）

（1/2） 

 
 

第6－2－3－1表 耐震評価候補断面の整理（ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎）

（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

 

  

観点
ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・間接支持

間接支
持する
設備

設備

・非常用ディーゼル発電設備ディーゼ
ル燃料移送ポンプ

・非常用ディーゼル発電設備燃料移
送系配管・弁

他

・非常用ディーゼル発電設備ディーゼ
ル燃料貯蔵タンク

・非常用ディーゼル発電設備料移送
系配管・弁

他

・非常用ディーゼル発電設備ディーゼ
ル燃料貯蔵タンク

・非常用ディーゼル発電設備ディーゼ
ル燃料移送ポンプ

・非常用ディーゼル発電設備料移送
系配管・弁

他

設置
状況

・設備毎に異なる

②構造的
特徴

形式

・強軸方向断面（半地下部） ・弱軸方向断面（地中部）
・強軸方向断面（地中部）
・弱軸方向断面（半地下部）

・鉄筋コンクリート造の半地下構造物 ・鉄筋コンクリート造の地中構造物
・鉄筋コンクリート造の地中構造物及
び半地下構造物

・隔壁及び中床版を有する ・３連のボックスカルバート（タンク格
納槽）により構成される

・地中部及び半地下部により構成され
る

寸法 ・幅19.22m，高さ6.50m ・幅19.22m，高さ6.65m
・幅22.90m，高さ4.20m，
6.50m及び6.65m

観点
ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・CM級以上の岩盤に直接支持されている
・③－③断面はMMRを介してCM級以上の岩盤に支持されているが，MMRの周辺地質が岩盤であり，①－①～②
－②断面との差異は小さいと判断する

構造物
側部及び

上部

・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している
・MMRの周辺地質が岩盤であり，各断面で差異は小さいと判断する

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・原子炉建物 ・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異がなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況，構造的特徴及び周辺状況に差異がある
ことから，各断面の床応答特性が異なる
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2.4 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の配置図を第6－2－4－1図に，平面図を第6－

2－4－2図に，縦断図を第6－2－4－3図に，断面図を第6－2－4－4図～第6－2－4

－5図に，地質断面図を第6－2－4－6図～第6－2－4－7図に，岩級断面図を第6－2

－4－8図～第6－2－4－9図にそれぞれ示す。 
低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，常設重大事故等対処設備である低圧原子

炉代替注水ポンプ等の間接支持機能が要求される。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，延長26.6m，幅13.4m，高さ16.0m又は19.6m

の鉄筋コンクリート造の地中構造物である。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，ＣＭ級以上の岩盤に直接支持されている。 

長辺方向（東西方向）に加振した場合は，加振方向に直交する方向の構造物の

長さに対する加振方向と平行に設置される壁の厚さの割合が大きくなるので，長

辺方向が強軸となり，短辺方向（南北方向）が弱軸となる。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴

が概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 

 

第 6－2－4－1図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 配置図 

  

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽
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第 6－2－4－2 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 平面図 

 

 

 

第 6－2－4－3 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 縦断図（③－③断面） 
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第 6－2－4－4 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（①－①断面） 

 

 

第 6－2－4－5 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（②－②断面） 
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第 6－2－4－6 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 地質断面図（①－①断面） 

 

 
第 6－2－4－7 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 地質断面図（②－②断面） 
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第6－2－4－8図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 岩級断面図（①－①断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6－2－4－9図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 岩級断面図（②－②断面）  
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低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽について，間接支持する設備，構造的特徴，

周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－

2－4－1表）。 

 

第6－2－4－1表 耐震評価候補断面の整理（低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽）

（1/2） 

 
 

第6－2－4－1表 耐震評価候補断面の整理（低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽）

（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

 

  

観点
低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・間接支持 ・貯水
・間接支持
・貯水

間接支
持する
設備

設備
・低圧原子炉代替注水ポンプ
・低圧原子炉代替注水系 配管 弁
他

・なし ・低圧原子炉代替注水ポンプ
・低圧原子炉代替注水系 配管 弁
他

設置
状況

・設備毎に異なる － ・設備毎に異なる

②構造的
特徴

形式

・弱軸方向断面 ・強軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・中床版を有する ・水槽により構成される ・隔壁及び中床版を有する

寸法
・幅13.40m，高さ16.00～
19.60m

・幅13.40m，高さ16.00m
・幅26.60m，高さ16.00～
21.19m

観点
低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部 ・CM級以上の岩盤に直接支持されている

構造物側部
及び上部

・周辺に埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している

・MMRは高さ約16.0mで，概ね矩形である

地質変化部 ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・原子炉建物 ・第１ベントフィルタ格納槽

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異がなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，①－①及び③－③断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況は一様であるが，構造的特徴及び周辺状
況に差異があることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.5 第１ベントフィルタ格納槽 

第１ベントフィルタ格納槽の配置図を第6－2－5－1図に，平面図を第6－2－5－

2図に，縦断図を第6－2－5－3図に，断面図を第6－2－5－4図～第6－2－5－5図に，

地質断面図を第6－2－5－6図～第6－2－5－7図に，岩級断面図を第6－2－5－8図

～第6－2－5－9図にそれぞれ示す。 
第１ベントフィルタ格納槽は，常設重大事故等対処設備である第１ベントフィ

ルタスクラバ容器等の間接支持機能及び遮蔽機能が要求される。 

第１ベントフィルタ格納槽は，延長24.6m，幅13.4m，高さ14.0m～18.7mの鉄筋

コンクリート造の地中構造物である。 

第１ベントフィルタ格納槽はＭＭＲを介してＣＭ級以上の岩盤に支持されてい

る。 

長辺方向（東西方向）に加振した場合は，加振方向と直交する方向の構造物の

長さに対する加振方向に平行に配置される壁の割合が大きくなるので，長辺方向

が強軸となり，短辺方向（南北方向）が弱軸となる。 

第１ベントフィルタ格納槽の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が概ね

同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 

 

第 6－2－5－1 図 第１ベントフィルタ格納槽 配置図 

  

第１ベントフィルタ格納槽

4条-別紙6-37



 

 

第 6－2－5－2 図 第１ベントフィルタ格納槽 平面図 

 

 

第 6－2－5－3 図 第１ベントフィルタ格納槽 縦断図（③－③断面） 
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第 6－2－5－4 図 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（①－①断面） 

 

 

 

第 6－2－5－5 図 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（②－②断面） 
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第 6－2－5－6 図 第１ベントフィルタ格納槽 地質断面図（①－①断面） 

 

 

 

第 6－2－5－7 図 第１ベントフィルタ格納槽 地質断面図（②－②断面） 
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第6－2－5－8図 第１ベントフィルタ格納槽 岩級断面図（①－①断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6－2－5－9図 第１ベントフィルタ格納槽 岩級断面図（②－②断面） 
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第１ベントフィルタ格納槽について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状

況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－5－

1表）。 

 

第6－2－5－1表 耐震評価候補断面の整理（第１ベントフィルタ格納槽）（1/2） 

 
 

第6－2－5－1表 耐震評価候補断面の整理（第１ベントフィルタ格納槽）（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

 

 

  

観点
第１ベントフィルタ格納槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能
・間接支持
・遮蔽

間接支
持する
設備

設備

・第１ベントフィルタスクラバ容器
・圧力開放板
・格納容器フィルタベント系配管・弁
他

・第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器
・格納容器フィルタベント系配管・弁
他

・第１ベントフィルタスクラバ容器
・圧力開放板
・格納容器フィルタベント系配管・弁
・第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器
他

設置
状況

・設備毎に異なる。

②構造的
特徴

形式

・弱軸方向断面 ・強軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・隔壁及び中床版を有する

寸法
・幅13.40m，高さ14.00～
18.70m

・幅13.40m，高さ14.00m
・幅24.60m，高さ14.00～
17.60m

観点
第１ベントフィルタ格納槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

・MMRは高さ約5.7mで矩形及び台形状である

構造物側
部及び上部

・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している

・MMRは高さ約14.0m～19.7mで矩形である

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・原子炉建物
・補助消火水槽
・低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異がなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況，構造的特徴並びに周辺状況に差異があ
ることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.6 緊急時対策所用燃料地下タンク 

緊急時対策所用燃料地下タンクの配置図を第6－2－6－1図に，平面図を第6－2

－6－2図に，縦断図を第6－2－6－3図に，断面図を第6－2－6－4図に，地質断面

図を第6－2－6－5図に，岩級断面図を第6－2－6－6図にそれぞれ示す。 
緊急時対策所用燃料地下タンクは，常設重大事故緩和設備であり，鉄筋コンク

リート躯体及びライナ（鋼製タンク）で構成され，非常用発電装置に係る燃料の

貯蔵が要求される構造物である。なお，要求性能を期待する部位は，鉄筋コンク

リート躯体及びライナ（鋼製タンク）である。 
緊急時対策所用燃料地下タンクは，延長12.8m，幅3.85m，高さ3.9mの鉄筋コン

クリート造の地中構造物である。 

緊急時対策所用燃料地下タンクは，ＣＭ級以上の岩盤に直接支持されている。 

長辺方向（東西断面）に加振した場合は，加振方向と直交する方向の構造物の

長さに対する加振方向と平行に配置される壁の割合が大きくなるので，長辺方向

が強軸となり，短辺方向（南北方向）が弱軸となる。 

緊急時対策所用燃料地下タンクの弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が

概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 

 

 

第 6－2－6－1 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 配置図 

  

緊急時対策所用燃料地下タンク
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第 6－2－6－2 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 平面図 

 

 

 
第 6－2－6－3 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 縦断図（②－②断面） 
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第 6－2－6－4 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 断面図（①－①断面） 

 

 

第 6－2－6－5 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 地質断面図（①－①断面） 
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第 6－2－6－6図 緊急時対策所用燃料地下タンク 岩級断面図（①－①断面） 
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緊急時対策所用燃料地下タンクについて，間接支持する設備，構造的特徴，周

辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2

－6－1表）。 

 

第6－2－6－1表 耐震評価候補断面の整理（緊急時対策所用燃料地下タンク）（1/2） 

 

 

第6－2－6－1表 耐震評価候補断面の整理（緊急時対策所用燃料地下タンク）（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

  

観点
緊急時対策所用燃料地下タンク

①－①断面 ②－②断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・非常用発電装置に係る燃料の貯蔵

間接支
持する
設備

設備 ・なし

設置
状況

－

②構造的
特徴

形式
・弱軸方向断面 ・強軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

寸法 ・幅3.85ｍ，高さ3.90ｍ ・幅12.80ｍ，高さ3.90ｍ

観点
緊急時対策所用燃料地下タンク

①－①断面 ②－②断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・CM級以上の岩盤に直接支持されている

構造物
側部及び

上部

・MMRが分布している

・MMRは高さ約4.0ｍで，矩形である

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質は概ね一様であり，地震波の伝搬特性は一様である

⑤機器・配管系の振動特性 ・観点①での整理のとおり，間接支持する設備がない
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2.7 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の配置図を第6－2－7－1図に，平面

図を第6－2－7－2図に，縦断図を第6－2－7－3図に，断面図を第6－2－7－4図～

第6－2－7－7図に，地質断面図を第6－2－7－8図に，地質縦断図を第6－2－7－9

図に，岩級縦断図を第6－2－7－10図にそれぞれ示す。 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）は，Ｓクラス設備である非常用ガス

処理系配管・弁等の間接支持機能が要求される。 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）は，延長約20mの鉄筋コンクリート造

の地中構造物であり，幅6.7m，高さ3.1mの２連のボックスカルバート構造，幅6.2m，

高さ3.6mのボックスカルバート構造に大別される延長方向に断面の変化が小さい

線状構造物である（第6－2－7－4図～第6－2－7－7図）。 
 間接支持する配管の管軸方向と平行に配置される壁部材が多いので，間接支持

する配管の管軸方向が強軸となる。 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）はＭＭＲを介してＣＭ級以上の岩盤に

支持されている。 

 

第6－2－7－1図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 配置図 

 

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気塔）
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第6－2－7－2図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 平面図 

 

第6－2－7－3図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）縦断図（⑤－⑤断面） 

 

第6－2－7－4図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）縦断図（①－①断面）  
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第6－2－7－5図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（②－②断面） 

 

 
第6－2－7－6図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（③－③断面） 

 

 

第6－2－7－7図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（④－④断面） 

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

単位：mm

タービン建物
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第6－2－7－8図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）地質断面図（③－③

断面） 

 

 

第6－2－7－9図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）地質縦断図（⑤－⑤

断面） 
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第6－2－7－10図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）岩級縦断図（⑤－⑤

断面） 
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屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）について，間接支持する設備，構造

的特徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理し

た（第6－2－7－1表）。 

 

第6－2－7－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒））（1/2） 

 

 

第6－2－7－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒））（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，構造的特徴，周辺状況，地震波

の伝搬特性等を考慮して，３次元モデルに作用させる荷重を適切に評価すること

が可能な断面を直交する２方向から断面を評価対象断面として選定する。なお，

詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれば，その

観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

  

観点
屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・間接支持

間接
支持
する
設備

設備
・非常用ガス処理系 配管，弁
・非常用ディーゼル発電設備燃料移送系 配管，弁
・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備燃料移送系 配管，弁

設置
状況

・延長方向に一様に配置されている

②構造的
特徴

形式

・強軸方向断面 ・弱軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・ボックスカルバート ・２連のボックスカルバート ・ボックスカルバート

・底版が，屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）弱
軸方向断面の頂版の一部と
一体化している

・底版が，屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）強
軸方向断面の頂版の一部と
一体化している

―

寸法 ・幅19.60m，高さ3.60m ・幅6.70m，高さ2.50m ・幅6.70m，高さ3.10m ・幅6.20m，高さ3.60m

観点
屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

・MMRは高さ約3.9～6.8mで，
断面方向に一様に分布している

・MMRは高さ約1.0～3.9mで，
断面方向に一様に分布している

・MMRは高さ約4.9m～10.4m
で，構造物直下に分布している

・MMRは高さ約4.9mで，構造物
直下に分布している

構造物側部
及び上部

・埋戻土（掘削ズリ）が分布している

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・屋外配管ダクト（タービン建物～
排気筒）は排気筒と構造目地
で接続されており，排気筒の影
響を受けないことから，モデル化
する隣接構造物はない

・タービン建物 ・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質が各断面で異なり，地震波の伝搬特性が異なる

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況は一様であるが，構造的特徴及び周辺状況に差異があることから，
各断面の床応答特性が異なる
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【屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の３次元モデルによる耐震評価】 

第6－2－7－11図～第6－2－7－13図に示すように，屋外配管ダクト（タービン

建物～排気筒）の底版の一部が，屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の頂

版の一部と一体化している範囲があることから，当該部位のような複雑な構造に

おける立体的な作用荷重を精緻に評価するため，３次元モデルによる耐震評価を

実施する。 

 

 

第6－2－7－11図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）平面図 

 

 
第6－2－7－12図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（①－①断面）  

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

②

②

 Ｎ 

①

管軸方向

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

①

:3次元モデル範囲

:屋外配管ダクト一体化部

凡例

排気筒

▽EL+8800

W→←E

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

19690

3
6
0
0

▽EL+8500

単位：mm

:3次元モデル範囲

:屋外配管ダクト一体化部

凡例
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第6－2－7－13図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（②－②断面） 

 

 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の一体化部は，屋外配管ダクト（タ

ービン建物～排気筒）を間接支持する構造物であることから，屋外配管ダクト（タ

ービン建物～排気筒）と同じ要求機能を満足することを確認する。屋外配管ダク

ト（タービン建物～放水槽）の一体化部の要求機能，目標性能，許容限界等を第6

－2－7－2表に示す。 

 

第6－2－7－2表 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の一体化部における

耐震評価条件 

 

 

 

３次元モデル範囲は，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と屋外配管ダ

クト（タービン建物～放水槽）のそれぞれの構造目地間とし，イメージを第6－2

－7－14図に示す。なお，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）における耐震

評価は，３次元ＦＥＭモデルによる静的線形解析により評価を行う。 

 

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト
（タービン建物
～放水槽）

単位：mm

タービン建物

:3次元モデル範囲

:屋外配管ダクト一体化部

凡例

要求機能
要求機能に対する

目標性能

許容限界
解析手法 解析モデル

曲げ せん断

支持機能 終局状態に至らない
限界層間変形角
又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ

せん断耐力 時刻歴応答解析
地質データに基づく
FEMモデル
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（イメージ図方向①） 

 

（イメージ図方向②） 

第6－2－7－14図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）イメージ図 

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

 Ｎ 

管軸方向

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

イメージ図方向①

イメージ図方向②

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

タービン建物東

西

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

東

西

タービン建物

4条-別紙6-56



 

2.8 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の配置図を第6－2－8－1図に，平面

図を第6－2－8－2図に，縦断図を第6－2－8－3図に，断面図を第6－2－8－4図～

第6－2－8－5図に，地質断面図を第6－2－8－6図に，地質縦断図を第6－2－8－7

図に，岩級縦断図を第6－2－8－8図にそれぞれ示す。 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）は，Ｓクラス設備である原子炉補機

海水系配管等の間接支持機能が要求される。 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）は，延長約49mの鉄筋コンクリート造

の地中構造物であり，幅7.6m，高さ4.7mのボックスカルバート構造，幅7.0m，高

さ4.2mのボックスカルバート構造に大別される延長方向に断面の変化が小さい線

状構造物である（第6－2－8－4図～第6－2－8－5図）。 

 間接支持する配管の管軸方向と平行に配置される壁部材が多いので，間接支持

する配管の管軸方向が強軸となる。 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）はＭＭＲを介してＣＭ級以上の岩盤に

支持されている。 

 

第6－2－8－1図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 配置図 

 

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）
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第6－2－8－2図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 平面図 

 

 
第 6－2－8－3 図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 縦断図（①－①断

面） 

 

 

第 6－2－8－4 図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）断面図（②－②断面） 

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

①

 Ｎ 

③

③

①

② ②

W→←S

単位：mm

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

タービン建物

E→←W

単位：mm

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

排気筒
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第 6－2－8－5 図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）断面図（③－③断面） 

 

 

第 6－2－8－6 図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）地質断面図（②－②

断面） 

 

S→←N

単位：mm

排気筒

放水槽

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

→

→

MMR

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

EL+5.7m

EL+1.0m

EL-4.0m

4
.7

m

7.6m
排気筒

埋戻土
（掘削ズリ）

EL+8.5m
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第 6－2－8－7 図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）地質縦断図（①－①

断面） 

 

 
第 6－2－8－8 図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）岩級縦断図（①－①

断面） 

 

  

→

→ 屋外配管ダクト
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折
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屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）について，間接支持する設備，構造

的特徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理し

た（第6－2－8－1表）。なお，①－①断面のうち屋外配管ダクト（タービン建物～

排気筒）との一体化部については，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）に

おける評価対象候補断面として整理する。 

 

第6－2－8－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽））（1/2） 

 

 

第6－2－8－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽））（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

   

観点
屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

②－②断面 ③－③断面

①要求機能並びに
間接支持する機

器・配管の有無及
び設置状況

要求機能 ・間接支持

間接支持す
る設備

設備
・原子炉補機海水系 配管
・タービン補機海水系 配管，弁
・液体廃棄物処理系系 配管，弁

設置
状況

・延長方向に一様に配置されている

②構造的特徴

形式

・弱軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・ボックスカルバート

寸法 ・幅7.60m，高さ4.70m ・幅7.00m，高さ4.20m

観点
屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

②－②断面 ③－③断面

③周辺状況

周辺地質

構造物
下部

・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

・MMRは高さ約5.0mで，構造物直下に分布している ・MMRは高さ約9.2mで，構造物直下に分布している

構造物側部及び
上部

・埋戻土（掘削ズリ）が分布している

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・排気筒 ・排気筒

④地震波の伝搬特性
・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質が各断面で異なり，地震波の伝搬特性が異なる（MMR高さ
確認）

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況は一様であるが，構造的特徴及び周辺
状況に差異があることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.9 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）の配置図を第6－2

－9－1図に，平面図を第6－2－9－2図に，縦断図を第6－2－9－3図～第6－2－9－

4図に，断面図を第6－2－9－5図～第6－2－9－10図に，地質断面図を第6－2－9－

11図～第6－2－9－13図に，地質縦断図を第6－2－9－14図～第6－2－9－15図に，

岩級縦断図を第6－2－9－16図～第6－2－9－17図にそれぞれ示す。 

屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）は，Ｓクラス設備

である非常用ディーゼル発電設備燃料移送系配管・弁の間接支持機能が要求され

る。 

屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）は，延長約75mの鉄

筋コンクリート造の地中構造物であり，幅2.67m～3.85m，高さ3.55～4.25mのボッ

クスカルバート構造の延長方向に断面の変化が小さい線状構造物である（第6－2

－9－5図～第6－2－9－10図）。 

屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）は，一部ＭＭＲを

介してＣＭ級以上の岩盤に支持されている。 

間接支持する配管の管軸方向と直交する方向に配置される壁部材が少ないので，

間接支持する配管の管軸方向が強軸となり，管軸直交方向が弱軸となる。 

 
第6－2－9－1図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 配

置図 

 

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

屋外配管ダクト（ディーゼル燃料
貯蔵タンク～原子炉建物）
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第6－2－9－2図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 平

面図 

 

 

第6－2－9－3図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 縦

断図（③－③断面） 
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第6－2－9－4図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 縦

断図（⑧－⑧断面） 

 

 

第6－2－9－5図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 断

面図（①－①断面） 

 

 

屋外配管ダクト
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屋外配管ダクト（ディーゼル燃料
貯蔵タンク～原子炉建物）
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第6－2－9－6図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 断

面図（②－②断面） 

 

 
第6－2－9－7図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 断

面図（④－④断面） 

 

単位：mm

屋外配管ダクト（ディーゼル燃料
貯蔵タンク～原子炉建物）
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屋外配管ダクト
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第6－2－9－8図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 断

面図（⑤－⑤断面） 

 

第6－2－9－9図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 断

面図（⑥－⑥断面） 
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第6－2－9－10図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（⑦－⑦断面） 

 

 

第6－2－9－11図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質断面図（①－①断面） 
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第6－2－9－12図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質断面図（⑤－⑤断面） 

 

 

第6－2－9－13図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質断面図（⑦－⑦断面） 
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第6－2－9－14図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質縦断図（③－③断面） 

 

 

第6－2－9－15図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質縦断図（⑧－⑧断面） 

約13.9m

約
3
.1

m

埋戻土
（掘削ズリ）

屋外配管ダクト
（ディーゼル燃料貯蔵
タンク～原子炉建物）

EL+15.0m

MMR
MMR

EL+11.0m

折
れ

点

折
れ

点

MMR

←S N→

EL(m)EL(m)

EL+15.0m

埋戻土
（掘削ズリ）

MMR

約63.2m

原子炉建物

屋外配管ダクト
（ディーゼル燃料貯蔵
タンク～原子炉建物）

折
れ

点

折
れ

点

4条-別紙6-69



 

 

第6－2－9－16図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

岩級縦断図（③－③断面） 

 

 

第 6－2－9－17 図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

岩級縦断図（⑧－⑧断面） 
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屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）について，間接支

持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価

候補断面を整理した（第6－2－9－1表）。 

 

第6－2－9－1表 耐震評価候補断面の整理（屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯

蔵タンク～原子炉建物））(1/3) 

 
 

第6－2－9－1表 耐震評価候補断面の整理（屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯

蔵タンク～原子炉建物））(2/3) 

 

 

 

 

 

 

 

観点
屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

①－①断面 ②－②断面

①要求機能並
びに間接支持
する機器・配
管の有無及び

設置状況

要求機能 ・間接支持

間接支
持する
設備

設備 ・非常用ディーゼル発電設備燃料移送系 配管・弁

設置状況 ・延長方向に一様に配置されている

②構造的特徴
形式

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・ボックスカルバート

寸法 ・幅2.70m，高さ4.25m ・幅2.70m，高さ3.55m

③周辺
状況

周
辺
地
質

構造物下部 ・一部MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

構造物側部及び
上部

・周辺に埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している

・MMRは高さ約3.6m～13.1mで，台形状である

地質変化部 ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性
・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異はなく，地震波の伝搬特性は一様
である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況並びに周辺状況は一
様であるが，構造的特徴に差異があることから，各断面の床応答特性が異なる

観点
屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

④－④断面 ⑤－⑤断面 ⑥－⑥断面 ⑦－⑦断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・間接支持

間接支
持する
設備

設備 ・非常用ディーゼル発電設備燃料移送系 配管・弁

設置
状況

・延長方向に一様に配置されている

②構造的
特徴

形式
・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・ボックスカルバート

寸法 ・幅3.85m，高さ4.25m ・幅2.67m，高さ3.74m
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第6－2－9－1表 耐震評価候補断面の整理（屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯

蔵タンク～原子炉建物））(3/3) 

 
 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

  

観点
屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

④－④断面 ⑤－⑤断面 ⑥－⑥断面 ⑦－⑦断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部

・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

・MMRは高さ約2.1m及び15.5mで一様に分布してい
る

・MMRは高さ約15.5mで西側に一
様に分布している

・MMRは高さ約15.5mでL字形
である

構造物側部
及び上部

・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している ・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している

・MMRは高さ約6.1m及び19.5mで一様に分布してい
る

・MMRは高さ約19.1mで西側に一
様に分布している

・MMRは高さ約3.6mで西側に
一様に分布している

地質変化部 ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし ・原子炉建物

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質が各断面で異なり，地震波の伝搬特性が異なる

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況は一様であるが，構造的特徴及び周辺状況に差異があ
ることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.10 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の

配置図を第6－2－10－1図に，平面図を第6－2－10－2図に，縦断図を第6－2－10

－3図に，断面図を第6－2－10－4図～第6－2－10－6図に，地質断面図を第6－2－

10－7図に，地質縦断図を第6－2－10－8図に，岩級縦断図を第6－2－10－9図にそ

れぞれ示す。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，

Ｓクラス設備であるガスタービン発電機用燃料移送配管・弁の間接支持機能が要

求される。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，

延長58.32m，幅2.8m，高さ1.8mの鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，延長

方向に断面の変化がない線状構造物である（第6－2－10－4～第6－2－10－6図）。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，

ＭＭＲを介してＣＭ級以上の岩盤に支持されている。 

間接支持する配管の管軸方向と直交する方向に配置される壁部材が少ないので，

間接支持する配管の管軸方向が強軸となり，管軸直交方向が弱軸となる。 

 

第 6－2－10－1 図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 配置図  

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～
ガスタービン発電機
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第6－2－10－2図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

平面図 

 

 

第6－2－10－3図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

縦断図（④－④断面） 
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第6－2－10－4図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（①－①断面） 

 

 

第6－2－10－5図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（②－②断面） 

 

 

第 6－2－10－6 図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（③－③断面）  

単位：mm

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク

～ガスタービン発電機）

単位：mm
屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク

～ガスタービン発電機）

単位：mm
屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク

～ガスタービン発電機）
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第 6－2－10－7 図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

地質断面図（②－②断面） 

 

 

 

第6－2－10－8図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

地質縦断図（④－④断面） 
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第6－2－10－9図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

岩級縦断図（④－④断面） 

  

MMR
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屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）に

ついて，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏

まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－10－1表）。 
 

第6－2－10－1表 耐震評価候補断面の整理 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。  

観点
屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

①要求機
能並びに間
接支持する
機器・配管
の有無及び
設置状況

要求機能 ・間接支持

間接支持
する設備

設備 ・ガスタービン発電機用燃料移送配管・弁

設置
状況

・延長方向に一様に配置されている。

②構造的
特徴

形式 ・鉄筋コンクリート造の地中構造物

寸法 ・幅2.80m，高さ1.80m

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部
・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

・MMRは高さ約0.8～1.0m程度で台形状である。

構造物側部
及び上部

・埋戻土（掘削ズリ）が分布している。

地質変化部 ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異はなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況は一様であり，構造的特徴及び周辺状況も一様である
ことから，各断面の床応答特性に差異はない
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2.11 取水口 

取水口の配置図を第6－2－11－1図に，平面図を第6－2－11－2図に，断面図を

第6－2－11－3図～第6－2－11－4図に，地質断面図を第6－2－11－5図～第6－2－

11－6図に，岩級断面図を第6－2－11－7図～第6－2－11－8図にそれぞれ示す。 
取水口は，非常用取水設備であり，通水機能が要求される。 

取水口は，直径18.6m，高さ13mの基部をアンカーコンクリートで巻き立てられ

た鋼製の構造物である。 

取水口はＣＭ級以上の岩盤に直接支持されている。 

取水口は円筒状構造物であるため，強軸及び弱軸が明確ではない。 

 
第 6－2－11－1 図 取水口 配置図 

  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

取水口
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第6－2－11－2図 取水口 平面図 
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第 6－2－11－3 図 取水口Ⅰ 断面図（①－①断面） 

 

 

第 6－2－11－4 図 取水口Ⅰ 断面図（②－②断面） 

 

  

単位：mm
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第6－2－11－5図 取水口 地質断面図（②－②断面） 

 

 
第6－2－11－6図 取水口 地質断面図（③－③断面） 
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第6－2－11－7図 取水口 岩級断面図（②－②断面） 

 

 

 

第6－2－11－8図 取水口 岩級断面図（③－③断面） 
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取水口について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等

の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－11－1表）。 
 

第6－2－11－1表 耐震評価候補断面の整理（取水口） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，構造的特徴，周辺状況，地震波

の伝搬特性等を考慮して，３次元モデルに作用させる荷重を適切に評価すること

が可能な断面を直交する２方向から評価対象断面として選定する。なお，詳細設

計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれば，その観点で

整理を行い，評価対象断面を選定する。 
  

観点
取水口

①－①断面，③－③断面 ②－②断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・通水

間接支持
する設備

設備 ・なし

設置状況 －

②構造的
特徴

形式 ・鋼製の円筒状構造物

寸法 ・Φ18.60ｍ，高さ13.00m

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部 ・CM級以上の岩盤に直接支持されている

構造物側部
及び上部

・アンカーコンクリート及び海底堆積物・風化岩が分布している

地質変化部 ・なし

地下水位 －（水中構造物）

モデル化する
隣接構造物

・なし
・取水口は取水管と可撓ジョイントで接続され
ており，取水管の影響を受けないことから，
モデル化する隣接構造物はない

④地震波の伝搬特性
・観点③での整理のとおり，断面位置により周辺状況に差異がなく，地震波の伝搬特性は一
様である

⑤床応答特性 ・観点①での整理のとおり，間接支持する設備がない
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2.12 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の配置図を第6－2－12－1図に，平面図を

第6－2－12－2図に，断面図を第6－2－12－3～第6－2－12－4図に，地質断面図を

第6－2－12－5図に，岩級断面図を第6－2－12－6図にそれぞれ示す。 
ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，常設重大事故等対処設備であるガス

タービン発電機用軽油タンク等の間接支持機能が要求される。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，幅18m×18mの鉄筋コンクリート造の

構造物である。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，ＭＭＲを介してＣＭ級以上の岩盤に支

持されている。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は正方形の直接基礎であるため，強軸及

び弱軸が明確ではない。 

 

第 6－2－12－1 図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 配置図 

  

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎
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第 6－2－12－2 図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 平面図 

 

 

第6－2－12－3図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図（①－①断面） 

 

 

第6－2－12－4図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図（②－②断面）  

①

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎
N

①

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用
軽油タンク～ガスタービン発電機）

単位：mm

② ②

単位：mm

単位：mm
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第6－2－12－5図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 地質断面図（①－①断

面） 

 

 
第6－2－12－6図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 岩級断面図（①－①断

面）  
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ガスタービン発電機用
軽油タンク基礎

EL+45.8m
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（掘削ズリ）

埋戻土
（掘削ズリ）
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MMR

CM級以上

:岩相境界線

凡例

4条-別紙6-87



 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎について，間接支持する設備，構造的特

徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第

6－2－12－1表）。 
 

第6－2－12－1表 耐震評価候補断面の整理（ガスタービン発電機用軽油タンク基

礎） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，構造的特徴，周辺状況，地震波

の伝搬特性等を考慮して，３次元モデルに作用させる荷重を適切に評価すること

が可能な断面を直交する２方向から評価対象断面として選定する。なお，詳細設

計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれば，その観点で

整理を行い，評価対象断面を選定する。 
 

 

 

観点
ガスタービン発電機用軽油タンク基礎

①－①断面 ②－②断面

①要求機
能並びに間
接支持する
機器・配管
の有無及び
設置状況

要求機能 ・間接支持

間接支持
する設備

設備
・ガスタービン発電機用軽油タンク
・ガスタービン発電機用燃料移送配管・弁

設置状況 ・一様に配置されている

②構造的
特徴

形式
・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・断面急変部は存在しない

寸法 ・幅18.00×18.00ｍ

③周辺
状況

周辺地質

構造物下部
・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている
・MMRは高さ約0.7mで，矩形である

構造物側部
及び上部

・岩盤及び一部に埋戻土（掘削ズリ）が分布している

地質変化部 ・南側に岩盤斜面が存在する ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異がなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況並びに構造的特徴は一様であるが，周辺状況に差異
があることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.13 取水管 

取水管の配置図を第6－2－13－1図に，平面図を第6－2－13－2図に，縦断図を

第6－2－13－3図に，輪谷湾周辺の底質分布を第6－2－13－4図に，平面図（詳細

図）を第6－2－13－5図に，断面図を第6－2－13－6図～第6－2－13－7図に，地質

断面図を第6－2－13－8～第6－2－13－11図に，地質縦断図を第6－2－13－12図に，

岩級縦断図を第6－2－13－13図にそれぞれ示す。 

取水管は，非常用取水設備であり，通水機能が要求される。 

取水管は，取水口と取水槽を結ぶ，管径φ4,300mmの鋼製の構造物であり，北側

より，③－③断面（砕石），①－①断面（巻立コンクリート）により構成され，通

水方向に対して一様の断面形状を示す管路構造物である（第6－2－13－6図～第6

－2－13－7図）。 

取水管の縦断方向（通水方向）は，通水方向に対して空間を保持できるように

構造部材が配置されていることから強軸となり，横断方向（通水方向に対する直

交方向）が弱軸となる。 

輪谷湾の底質土砂は，岩及び砂礫で構成されているが，島根２号炉の取水口・

取水管が設置される周辺は，岩が分布している（第6－2－13－4図）。 
 取水管は，岩盤掘削した中に砕石またはコンクリートを介してＣＭ級以上の岩盤

に支持されている。 

 

第 6－2－13－1 図 取水管 配置図 

 

  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

取水管
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第 6－2－13－2 図 取水管 平面図 
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第 6－2－13－3 図 取水管 縦断図（⑥－⑥断面）  
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第6－2－13－4図 輪谷湾周辺の底質分布（自社調査（1995）） 

 

 

 

第 6－2－13－5 図 取水管 平面図（詳細図） 
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第 6－2－13－6 図 取水管 断面図（③－③断面） 

 

第 6－2－13－7 図 取水管 断面図（①－①断面） 

単位：mm

▽EL-5150

単位：mm
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第6－2－13－8図 取水管 地質断面図（②－②断面） 

 

 

第6－2－13－9図 取水管 地質断面図（③－③断面） 
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第6－2－13－10図 取水管 地質断面図（④－④断面） 

 

 

第6－2－13－11図 取水管 地質断面図（⑤－⑤断面） 

 

  

取水管

Φ4.3m Φ4.3m

砕石

折
れ

点

取水管

Φ4.3m Φ4.3m

砕石

4条-別紙6-95



 

 

第6－2－13－12図 取水管 地質縦断図（⑥－⑥断面） 

 

 

 

第6－2－13－13図 取水管 岩級縦断図（⑥－⑥断面） 
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取水管について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等

の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－13－1表）。 
 

第6－2－13－1表 耐震評価候補断面の整理（取水管） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行ううえで，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象

断面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面

で異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 
 

観点
取水管

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面 ⑤－⑤断面 ⑥－⑥断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・通水

間接支
持する
設備

設備 ・なし

設置
位置

－

②構造的
特徴

形式
・弱軸方向断面 ・強軸方向断面

・通水方向に対して一様の断面形状を示す鋼製の構造物

寸法 ・管径Φ4.30ｍ（２連）

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部
・コンクリートを介してCM
級以上の岩盤に支持
されている

・砕石を介してCM級以上の岩盤に支持されている

・コンクリート及び砕
石を介してCM級
以上の岩盤に支
持されている

構造物側部
及び上部

・コンクリートが分布して
いる

・砕石が分布している
・コンクリート及び砕
石が分布している

地質変化部 ・なし

地下水位 －（水中構造物）

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質が各断面で異なり，地震波の伝搬特性が異なる

⑤床応答特性 ・観点①での整理のとおり，間接支持する設備がない
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